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［はじめに］　いまこそ先人の叡智と勇気に学ぶ









　１９９０年代はじめのバブル崩壊以来、20年以上にわたって、日本は混迷の淵をさまよい続けてきました。

　追い討ちをかけるように２０１１年３月11日、未み曾ぞ有うの大地震、巨大津波が東日本を襲いました。多くの尊い人命が失われ、生活基盤、産業基盤に甚大な損失が生じました。私たちは復旧、復興、さらにそれを越えて、新しい日本を築いていかなければなりません。長期の不況によって体力を消耗した国民の家計、国際競争力に翳かげりが見え始めた日本の企業、巨額の財政赤字にあえぐ日本の財政、液状化したかのごとき日本の政治──いずれにとってもこれらの課題はきわめて重いものです。この課題にどのようにして立ち向かっていくか、いま日本は歴史の大きな曲がり角に立っています。

「日本の再生を！」「新しい日本を！」。これらが時代の合言葉となりましたが、それが本当に実現できるのか、多くの日本人は自信をもてないでいるように思われます。しかし、このようなときこそ、困難に直面しながらも危機を打開し、新しい日本を創造してきた先人の叡えい智ちと勇気に学ばなければなりません。

　

　幕末から明治の時代は現在と同じく、いやそれ以上に、激動期でした。封建制の崩壊、鎖国から開国へ、王政復古と維新期の諸変革、文明開化、産業革命の開始など、政治・経済・社会のあらゆる面で激しい変化がありました。

　そのとき、危機はどのようにして克服されたのでしょうか。

　明治日本の経済発展はしばしば「上からの資本主義」として語られます。しかしながら、政府の役割を過度に強調してはなりません。明治期の官営工場の多くが失敗した一方で、明治の主導産業であった綿紡績業と製糸業は民間企業として発展しました。やはり発展の基本的なエンジンは民間の企業家たちのチャレンジとイノベーションにあったのです。

　本書はこのような観点から、明治日本を作った企業家たちの幾人かに光を当て、それぞれの企業家たちが、生きた時代の制約、それぞれが置かれた環境の下でどのような苦労を重ねながら、あるいは運に恵まれながら、革新的企業者活動を展開し、社会の慣行軌道を変えていったのかを明らかにします。彼らの経験から、挑戦する勇気と希望を学び取りたいという想いで書きました。取り上げた企業家の多くは天才でもなければ、生まれながらの金持ちだったわけでもありません。普通よりも少しばかりの勇気と冒険心をもった人が苦労を重ね、ちょっとしたきっかけでビジネスに成功した者が大半だったのです。

　日本が今後も経済的繁栄を続けていくことができるかどうかは、絶えず新しい事業に挑戦する人々が澎ほう湃はいとして登場するかどうかにかかっていると思います。明治の企業家たちの経験、行動が、働き盛りである今こん日にちの皆さんの琴きん線せんに響くところがあればと願っています。








第１章　激動の日々のなかで








◆「大阪商人の興廃」

　開国、幕藩体制から近代国家体制への移行、そして富国強兵。私たちが想像する以上に、幕末～明治維新期は経済社会の激変期でした。この時代に企業家たちはどのような栄枯盛衰を見せたでしょうか。まずは面白いデータを紹介しましょう。

　１８９７（明治30）年ごろに書かれたと推定される『大阪商業史資料』第九巻には「大阪商家の興こう廃はい」と題する記事が載っています。明治維新以前に大阪には鴻こうの池いけ善右衛門家、住友吉左衛門家など「隆りゅう々りゅうたる家筋の」商家が36家ありましたが、「維新の際他ほかの旧家と共に殆ほとんど財産紊びん乱らんの渦中に陥らんとしたが、逆運を挽回し、昔の長者の地位を保つ」家は住友家、鴻池家、広岡家など10家にすぎず、他の26家は「ほとんど将棋倒しのように潰つぶれた」と書いています。

　このように江戸時代以来の大阪商人たちが浮沈を経験する一方で、記事は「維新変動の機会に投じて程ほどよく才略をめぐらすか、もしくは不ふ時じの僥ぎょう倖こうを得て一躍出世した」人々が現れ、「維新前の長者富ぶ限げん者しゃに代かわりて現在大阪の金権自由にする」ようになったとして、松本重じゅう太た郎ろうや藤田伝三郎など18名の人物を挙げています。維新前には大阪に36の「大企業」があったが28に減り、うち半分以上は新興勢力だというのです。



◆５つの長者番付

　以上は大阪の状況でしたが、全国的にはどうだったのでしょうか。

　日本では江戸時代から「見み立たて番ばん付づけ」と称し、名物や流行、行楽地、役者、絵師等々について番付を作る風習があり、「長者番付」もしばしば刊行されていました。長者番付がどの程度信頼できるかについて疑問の余地はありますが、同一時点での「長者」の存在状況を俯ふ瞰かんできるという点では便利な資料です。

　そこでここでは、いくつかの時点について長者番付を利用し、歴史的に長者の存在状況がどのように変化したか追ってみましょう。利用した長者番付は以下のとおりです。

　　１８４９（嘉か永えい２）年刊「大日本持もち丸まる長者鑑かがみ」

　　１８６４（文久４）年刊「大日本諸商売分ぶ限げん者しゃ繁栄鑑」

　　１８７５（明治８）年刊「明治八大日本持丸長者委い細さい調しらべ大新板」

　　１８８８（明治21）年刊「大日本長者鏡」

　　１９０２（明治35）年刊、大日本経済会調査『日本全国五万円以上資産家一覧』

　この年代の資料を選んだ理由は、それぞれが刊行されるあいだに経済上の大きな事件が起きているからです。からのあいだに１８５９年の横浜など３港の開港、～には１８６７年の王政復古（明治維新）、～では殖産興業政策が積極的に展開されたのち、財政赤字とインフレ克服のため松方正まさ義よし蔵相によって緊縮政策が実施され、いわゆる松方デフレが起きています。～では松方デフレが克服された１８８０年代後半以降、企業勃ぼっ興こうブームとなり、軽工業を中心として産業革命が進行しました。幕末～明治期の経済変動は①開港、②明治維新、③松方デフレ、④企業勃興、⑤工業化の順で起きたといえるのです。

　そこで、以上５つの時期の番付に初めて載った長者をそれぞれ、「 江戸期長者」「 幕末新長者」「 維新期新長者」「 企業勃興期新長者」「 産業革命期新長者」と名づけることにします。半世紀のあいだに、それぞれの割合にはどのような変化が起こったでしょうか。

　次の表がその結果です。まず５期の長者番付に登場したのは延べで１３５８家、実数９７４家でした。顔ぶれを丹念に見ていくと、うち７４７家はいずれかの１期にしか登場せず、２期以上にわたって長者番付に載ったのは２２７家にとどまりました。一度番付に載った長者たちも次期の番付で約半数が脱落し、その後はじょじょに脱落していくというのが一般的パターンでした。幕末～明治の半世紀は、資産家の栄枯盛衰が誠に激しい時代だったのです。















◆消えていった老舗

　表の最上段にある「 江戸期長者」２３１家を例にとって、それぞれその後の長者番付にどれだけ残ったかを見てみましょう。

　数でいうと、15年後ので１０２家、その11年後であるで89家、13年後（）で34家、14年後（）20家と推移しました。このうち～間の減り方が最も大きく、伝統的商家への影響という点では、松方デフレ期に最大の激震が生じたといえます。

「 幕末新長者」「 維新期新長者」「 企業勃興期新長者」の運命も安泰ではありませんでした。、すなわち１９０２（明治35）年の番付では「幕末新長者」は13家に、「維新期新長者」は６家に、「企業勃興期新長者」は５家に激減しています。幕末から企業勃興期に登場したベンチャー企業家たちのビジネスは、３者とも非常に不安定だったといわなければなりません。

　結局、数えてみると～、すなわち１８４９～１９０２年の５時点で連続して長者番付に載ったのは17家にすぎませんでした（表の１段目は、途中の期間では漏れたものの１９０２年に復活した３家が加わっているため、20家になっています）。１８４９年には２３１家いた長者のうち、50年間にわたってその地位を維持し得た家は１割に満たなかったことになります。

　それぞれの時期に番付から消えた商家を少しご紹介しておきましょう。

　からに至るまでに番付外に去った者としては、大阪の有力両替商だった鴻池家、加島家など有力４家の分家や別べっ家けが目立ちます。では平安から続く京都の名家・島本三郎九郎家、では司馬遼太郎の小説「菜の花の沖」に登場する北風家とゆかりがあると思われる兵庫の廻船業者・北きた風かぜ重兵衛家が姿を消しました。江戸時代に鉄山業・酒造・川船で栄えた加か計け八右衛門家は、中世から続く中国地方の土豪でした。他にも肥前の捕鯨家・益ます富とみ又左衛門家、近江の豪商・中井源左衛門家、出雲のたたら製鉄で有名な田部たなべ長右衛門家などの名前が長者番付から姿を消しています。



◆生き残った者

　一方で、50年間を生き残った栄はえある20家は次の表のとおり。三井・鴻池・住友をはじめ、いずれもきわめて著名な商家です。広岡久右衛門家・平瀬亀之助家・和田久左衛門家・石崎喜兵衛家・殿との村むら平右衛門家は江戸時代の大坂の有力両替商でした。江戸の中井新右衛門家は１７１４（正しょう徳とく４）年に開業、寛政期には勘定所御ご用よう達たしを、明治維新期には新政府の会計官御用を命じられたほどの老舗両替商であり、１８８３（明治16）年に創設した中井銀行は１９２７（昭和２）年の金融恐慌まで続きました。















　以上の旧両替商の次に多いのは呉服商です。下村（大丸）家、大村（白木屋）彦太郎家、伊藤次郎左衛門家（松坂屋）、小お津づ清左衛門家のほか伊勢松坂出身の長谷川治郎兵衛家などは、江え戸ど店だな持ちで江戸時代を代表する呉服商であり、享保期を開業年代とする下村家を除いては、いずれも17世紀に創業した老舗でした。

　また鹿島清兵衛家は江戸の下くだり酒問屋で、寛政期には幕府の勘定所御用達となり、維新期には商法会所元もと締じめに任命されている家です。嘉か納のう治じ郎ろ右う衛え門もん家は灘なだの有力酒造家（「菊正宗」）、本間家は「本間様には及びはせぬが、せめてなりたや殿様に……」とまで豪福ぶりを謳うたわれた、山形県酒田の大地主でした。

　つまり江戸末期から明治中期の経済の激動期において、なお長者でいられるほどの巨大資産を蓄積できた江戸期の商家は、金融関係商人と呉服・酒など上方からの下くだり物ものを扱った都市商人たちであったことがわかります。

　ちなみにここで補足をしておきますと、これらのランキングが「株式会社××」という名称でなく、個人名で挙がっているのは、商人名が個人の名前というよりも店の名前、つまり法人名を意味していたからです。



◆企業家の５つのタイプ

　江戸期長者の９割が生き残れなかったことからもわかるように、幕末・明治期には企業家・資産家の目まぐるしい交代劇が演じられました。交代劇の主役を演じた企業家、つまり明治時代を率いたビジネスマンたちには５つのタイプがあったと私は考えています。本書ではこの枠組みにしたがって、めぼしい人々の事績をエピソードを交えながら取り上げましょう。

















　第１は、先にも見た豪商の生き残り。多くの江戸期豪商が没落していくなかで、思い切った経営改革や家政改革を断行して、近代企業へと再生した旧商家です。

　第２のタイプは幕末・明治期の動乱期にビジネスチャンスを見み出いだし、一挙に財をなした徒と手しゅ空くう拳けんのベンチャー企業家たちです。波瀾に満ちた時代でしたから、リスクが大きい半面でビジネスチャンスが大きく広がっており、数多くの新興企業家が台頭しました。彼らの志、ビジネスの繰り広げ方、資産形成方法はこの時期ならではといえます。

　第３は、技術者・職人出身の企業家たちです。明治日本は工業文明・工業技術の面で、欧米先進諸国に対して大きな遅れをとっていました。そのため、官民を挙げて西洋技術の導入、移植に多大の努力を傾注しましたし、国産技術開発に命をかける者もいました。こうした技術・技能を職能として活躍した企業家には、高等教育機関や海外留学経験のあるエリート技師タイプと、現場で叩き上げてきた職人タイプとがいました。技術開発における彼らの努力と工夫は、まさに時代を拓ひらく爽快さを感じさせます。

　第４は、今こん日にち「社会的企業家」と呼ばれているタイプの企業家です。貧困層に無担保で融資するグラミン銀行の創設者が２００６年にノーベル平和賞を受賞したのをきっかけに近年、「社会的企業家」という語がよく聞かれるようになりました。社会が求めている課題の解決を使命として、事業性・革新性をもって取り組む企業家のことです。明治時代にもこのタイプの企業家がいました。彼らの場合、多くはキリスト教などの信仰がバックボーンとなっていました。どのような使命に駆られて起業したのか、またそのビジネスはどのような特色をもっていたのかは６章で見ていきましょう。

　第５番目のタイプは東の渋沢栄一、西の五ご代だい友とも厚あつを典型とする、いわゆる財界リーダーです。渋沢栄一の関係企業は５００社以上にのぼり、その多くは今こん日にちでも日本を代表する企業として生き残っています。五代は幕末・維新期に沈滞した大阪経済を立て直すために力を注ぎました。渋沢と五代はともに政府官僚から民間実業界に転じ、自ら事業を興すだけではなく、東京と大阪の商法会議所（現商工会議所）や株式取引所、商業講習所等の経済団体や教育機関を設立するなど、いまでいう「財界人」の役割を日本で最初に果たしたのです。このような財界リーダーを必要としたのが、明治時代の特質だったといってもいいでしょう。また彼ら財界リーダーも資質、条件において時代の要請によく応えました。

　幕末から明治時代にかけては、右に挙げた５タイプの企業家たちが切せっ磋さ琢たく磨まして、生まれたての「近代国家」日本を支えてきました。それぞれの横顔に迫る前に、彼らの生きた時代の経済事情を次章で概観します。








第２章　江戸の遺産と明治の挑戦








◆江戸時代は「近代」だった

　江戸時代といえばいまでも、暗いイメージをもって思い浮かべる読者が多いことでしょう。農民たちは「生かさぬように殺さぬように」と生存水準ぎりぎりの生活を強しいられ、「間引き」や「姥うば捨て」と呼ばれる社会慣習が広く行きわたっていた。鎖国によって海外の文明との接触がなくなり、経済発展や科学技術の進歩の面において先進世界から遅れをとってしまった。都市は発展したが、それは一部の特権的豪商を潤すものでしかなかった……などなど、「江戸時代」＝イコール「停滞社会」、「ゼロ成長の社会」という歴史観をもつ人は多いと思います。

　そのイメージのまま、江戸時代は「近世」とこれまで呼ばれてきました。そこには資本主義や市民社会を前提とする時代区分である「近代」とは異なる時代、つまり「プリ・モダン（pre-modern、前近代）」という意味合いが込められています。しかし21世紀に入った今こん日にち、その歴史観は塗り替えられつつあります。日本の「近世」を「アーリー・モダン（early-modern、初期近代）」と考える歴史学者が多くなっているのです。日本の近代は江戸時代から芽を吹き始めたというわけです。

　いくつかの証拠を挙げてみましょう。まずは基本的な生産力です。

　今こん日にちの推計によると、日本の人口は１６００年ごろ（慶長年間）で１２００万人、１７２０年頃（享保年間）３１３０万人であったとされています。この江戸前期の増加率は年率０・８％、近代の人口増加率に匹敵します（例えば１９８０〈昭和55〉年のそれは０・９％です）。江戸前期にこれだけ人口が増加した背景には、それに見合う生産の増加がありました。新田開発によって優良耕地が拡大、さらに農業技術も進歩して土地生産性が向上し、増えた人口を支えたのです。人々の結婚率が上昇して出生率が高まる一方、衣食住全般において生活水準が上がったために、平均余命も伸びました。

　ところが18世紀中期になると日本の人口は停滞し始め、19世紀初めまで減り続けます。１７９２（寛政４）年の記録では３０００万人と、１７２０年ごろより１３０万人ほど減少していました。

　問題はその原因です。過去には、この人口停滞は人々が貧困から間引きや堕胎を行って生じたもの、つまり18世紀に国内の経済が停滞したことを物語っているという説が唱えられました。これに対して近年の研究は、江戸中期の人口停滞をそのように単純な「貧ひん窮きゅう仮説」では説明できないとしています。

　確かに、東北地方では天明飢饉（１７８２～87〈天明２～７〉年）、北関東地方では１７８３年に浅間山の大噴火があったために、飢えと貧困から人口が減少しました。しかし同じ時期、九州・中四国・東とう山さん（現在の中部地方内陸部）・北陸などで人口はむしろ増加傾向にあったのです。

　このとき南関東や近畿でも人口は減少していましたが、これは経済的停滞が原因というより、都市化のためでした。というのは、商家では奉公人がほとんど男性であったために、都市の人口の男女比がアンバランスになり、結婚率が低くなったり結婚年齢が高くなったりしたからです。当然、出生率は低くなります。また人口密度が高い都市では災害や流行病で人命が失われる危険性が高くなり、死亡率も高くならざるを得ませんでした。

　江戸時代の身分別人口構成では農民が86％を占めていました（工商６％、武士６％）が、江戸後期の「農民」は必ずしも農業専業者ではありませんでした。農業生産性の向上により、農民には余剰時間が生まれ、その時間は綿紡・製糸・織物などの非農業生産に投じられました。さらに従来、江戸時代の農民は土地に縛りつけられ、移住や離農はできなかったとされていましたが、美濃地方の農民の行動を研究した研究では、19世紀において男子農民のうち50％が、女子では62％が生涯で少なくとも１回、村外に出稼ぎしていたと報告されています。農村から町場に出稼ぎに出た人は出稼ぎ期間中には結婚せず、帰村してから結婚することが多かった（特に女性の場合）ため、これもまた結婚年齢を高める原因となり、日本全体で出生率の低下をもたらしたのです。つまり江戸中期の人口停滞は、経済停滞の結果というより経済発展の結果であった可能性が高いのです。

　人口は19世紀初頭から再び増加を始めました。１８２２（文政５）年には３１９０万人、１８４６（弘化３）年には３２３０万人となり、１８７５（明治８）年には３６５０万人になっています。人々の平均余命は17世紀の20歳台ないし30歳台初めから、18世紀には30歳台半ば、そして19世紀には30歳台後半から40歳台を獲得して、明治中期頃の水準に到達しました。日常生活水準の確実な向上があったと見てよいでしょう。



◆江戸の知的遺産

　幕末、維新と続く時代を見ていくうえで、江戸時代が培った文化的、知的遺産はさらに重要かもしれません。

　幕末期には寺子屋が全国に１万１０００校も存在したといわれ、庶民の就学率は男子43％、女子で10％にのぼったといわれています（Ｒ・ドーア『江戸時代の教育』）。庶民教育の普及は生活水準の向上を意味していましたが、その投資効果は国家的に見ても絶大でした。識字率など庶民の教育レベルが高かったことが、明治以降、外来の文明・制度の受容を容易にしたといえるからです。

　武士層の知的水準の高さや、幕府・藩の整然たる官僚組織が果たした役割も無視できません。江戸後期、幕府や藩は財政の悪化に苦しみ、その立て直しのために種々の殖産政策を実施しました。反射炉を備えた大砲製造所を設けた肥前藩、日本初の機械紡績工場を設置した薩摩藩などが有名でしょう。これらを立案・企画し、遂行した武士官僚たちの一部は明治新政府に入り、一部は民間経済界に流れ、ともに維新以降の経済近代化をリードする中心人物となっていったのです。

　本書の主人公たちである企業家、つまり商家も江戸時代のあいだに長足の進歩をとげています。武士が集中していたのは江戸でしたが、その給金である米を現金化したのは大阪の商人でした。その流通・換金・支払いシステムは両替商など「金融」のプロを生み、高度な為替かわせ制度を発達させたのです。また大きな商家は経営組織を整え、わけても「番頭経営」は資本家と経営の分離を果たした点で近代の先駆けといえます。複式構造をもつ帳簿を生み出すまでになった会計技術、家族主義的な労務管理、丁稚でっち制度に見られる従業員の養成制度なども、近代企業経営への遺産となりました。

　生産力の向上に加えて、各階層における教養と技術の蓄積。以上のいくつかの例を見ただけでも、江戸時代が決して停滞社会でなかったことがおわかりいただけたと思います。江戸時代には、すでに近代国家として経済成長するための潜在能力が培われていたのです。

　とはいえもちろん、こうした江戸時代の経済がそのまま「連続」して、日本の近代的経済発展を導いたわけではありません。幕末・維新期、いざ日本が欧米列強と接触して明らかになった列強との経済力、技術力、軍事力の格差は想像を絶していました。ギャップを埋めるための、官民を挙げた懸命な努力が急務でした。その必死にして性急な努力の結果として、多くの側面で、江戸時代と明治維新以降とのあいだに大きな「断絶」が生じたことは事実です。江戸時代に栄えていた商家でこの移行期に衰亡、消滅したものは数多く、その一方でこの時期に頭角を現し、日本経済の担にない手てとなった新興企業家も多数誕生しました。ここにも経営史的に一つの断絶があります。しかしながら、この未曾有の経済社会の激動期に日本が他の多くのアジア諸国のような破滅に陥らず、なんとか近代社会に移行することができたのは、江戸時代の社会が培った「転換能力」がモノをいったからでしょう。



◆騰貴と混乱の開国

　江戸時代の「底力」を確認したうえで、幕末から明治維新にかけて日本の経済活動がどう揺れ動いたかを駆け足で見ていきましょう。

　１８５３（嘉永６）年、アメリカの東インド艦隊司令長官ペリーが浦賀沖に来航し、翌54年に日米和親条約、続いて58（安政５）年に日米修好通商条約が結ばれます。この結果、神奈川（横浜）・長崎・新潟・兵庫（神戸）の開港、江戸・大阪の開かい市しが行われ、鎖国体制は終わりました。

　この突然に始まった欧米諸国との接触は、日本の政治・社会・経済のあらゆる面に大きな影響を及ぼします。まず、和親条約や修好通商条約は列強に治外法権を与え、関税自主権を喪失するなど日本にとって不平等な条約でした（が、「この条約を改正したい」という思いがのちに国家と国民を結ぶ悲願となり、西欧的な近代化政策を推し進めるうえで一定の役割を果たすことになったことも事実です）。江戸幕府が条約交渉を巡ってもたついたことは、幕府の統治能力の低下を白日の下にさらし、尊皇攘夷論を台頭させ、幕府の崩壊を促進する結果にもなりました。軍事経費が膨らんだことも、幕府の瓦が解かいを早めました。

　このとき経済面では、まず貨幣制度の混乱とそれによる物価騰とう貴きが生じています。

　開港場では、日本の貨幣と外国の貨幣の交換が始まりましたが、そこに最初のつまずきがありました。当時、国際的には金と銀が、金１ｇに対して銀15ｇ程度で交換されていました（金銀比価１対15）が、日本の貨幣制度では金銀比価１対５と、金安銀高となっていました。このギャップに目をつけたのが外国人商人です。彼らは日本に銀貨を持ち込んで日本の金貨（小判）と交換し、金貨を大量に国外市場に持ち出しました。金の流出を避けるため、幕府が１８６０（万延元）年に実施したのが貨幣の改かい鋳ちゅうです。小判に含む金の含有量を３分の１にした結果、金貨の流出はやみましたが、改鋳によって通貨自体の流通量が約３倍に増加し、今度は物価が著しく高騰しました。

　物価のわりには賃金が上がらなかった奉公人、生活物資を貨幣で購入しなければならない零細農民や下級武士はインフレによって苦しみ、やがて幕末の社会不安と結びついて打ちこわしや百姓一揆、世直し運動などを頻発させる原因となりました。また「大だい名みょう貸がし」など、資産を債権という金融資産で所有することが多かった都市の大両替商のなかには、インフレによって資産が実質的に目減りし、倒産の憂うき目めにあう者も少なくありませんでした。逆に奉公人、つまり賃金労働者を多く雇用していた事業経営者は利潤増大の恩恵を受け、この利潤を再投資して事業を拡大するチャンスに恵まれました。酒造業者や綿織物業者など奉公人を多数抱える製造業者と、借金が実質的に減額となった大名などお金の借り手には、インフレ利得が生じたわけです。太平の眠りを覚ました幕末のインフレはこうして、人々によって異なる影響を与え、従来の階層構造に変化をもたらしました。

　貿易の開始も国内産業に大きな影響を与えています。

　特に綿織物や綿糸では外国産の安価な製品が大量に輸入されたため、国内の関係者が大きな打撃を受けました。とりわけ農家の副業として生産されてきた手紡ぎ綿糸は壊滅的な打撃を受け、明治中期以降、輸入紡績機械を使用して生産される機械製綿糸に市場を奪われます。現在、日本国内で綿づくりがほとんど行われていないのはこのためです。

　生き糸いとの場合、貿易開始は逆に追い風となりました。当時はヨーロッパで蚕かいこの伝染病が蔓まん延えんして生産が極度な不振に陥っていたため、国内の生糸が大量に輸出されることとなり、長野県など東山地方の農村における養蚕・製糸業の発展を促します。ただし生糸輸出の拡大には、西陣など旧来の絹織物業への供給が不足するなどの影響もありました。江戸の文化を彩った着物産業が打撃を受けたわけです。

　貿易開始の影響は物資の流通ルートにも大きな変化をもたらしました。大阪や江戸などの旧来の全国市場を避けて、横浜や神戸などの開港場を中心とする流通ルートが生まれ、そこで外国商人と取引する一群の新しい商人が登場することになったのです。江戸や大阪の市中で老舗の多くが、物資や情報の流通に乗り遅れていきました。



◆武士身分の解体

　１８６７（慶応３）年の大政奉還、王政復古の大号令で、いよいよ明治維新政府が成立します。

　新政府は近代的な国民国家体制を樹立するために、様々な制度改革を断行しなければなりませんでした。株仲間（商工業者の同業組織）の解散、士農工商の身分制度の撤廃、農民の田畑勝手作りの公認、農民の職業選択や移住の自由、田畑永えい代たい売買の解禁などが主なもので、これらはかなりの程度、幕末までに実体化してはいましたが、法制的・制度的に確認された意義は大きかったといえます。

　大名領主制の解体と中央集権国家の樹立は、政府の最も大きな政治的課題でした。１８６９（明治２）年の版籍奉還と71年の廃藩置県によって旧大名は領地の支配権を喪失し、華族と肩書を変えます。１８７２年の徴兵令で、旧大名や士族と名を変えた元武士たちはその軍事的役割も失いました。これらの補償として、政府は藩債（大名の負債）と藩札の肩代わり償還を行ったほか、全華士族に対して、家禄５年ないし14年分の額にあたる公債証書（金禄公債）を交付しました。いわば武士の退職金です。これらの支払いは政府にとって相当の財政負担になりましたが、同時に旧大名などにお金を貸付けていた商人にも大きな犠牲を強いるものでした。商人たちが債権として保有していた藩債は８割が、藩札は半分以上が切り捨てられたからです。

　にもかかわらず、さほど大きな社会的・経済的混乱を引き起こすことなしにこうした古い借金を清算できたのですから、近代国民国家に移行するコストとしては割安だったといえるでしょう。また、失職することとなった士族のなかには、金禄公債を元手にビジネスの世界に入っていく者も少なくありませんでした。

　新政府は発足当初、江戸時代の年貢制度を引き継ぎましたが、全国的に通用するルールがないなどの問題があり、租税制度の改革も焦しょう眉びの課題でした。そのため行われたのが１８７３年の地租改正条例の発布です。地租改正は土地の私的所有権を確立し、土地所有者に納税の義務を負わせるとともに、全国一律・定率・金納の税制を確立したこと、租税収入の安定化を実現したことなどの点において、大きな意義をもつ改革でした。それまでその年の収穫量に応じて米で物納されていた税が、全国的に地価の３％を金納する制度に変わったのです。

　華士族の既得権や土地などを金銭的価値に置き換えたこれらの改革は、続いて起こる会社資本の形成に貢献していきます。

　なおこれらのお金は維新当初、政府が太政官札という紙幣を発行して賄いましたが、その信用性は低かったため１８７２年、「国立銀行条例」を発布して政府が認めた銀行が紙幣を発行していい制度に移行しました。多くの実業家が各地で銀行を設立しましたから、民間資本による国立銀行創設は実に１５３行にのぼります。82年に国営の日本銀行が設立され、紙幣発行を一手に担うようになるまでは、これら多数の銀行が自らの責任において紙幣を供給していたわけです。これはインフレを助長した一方で、商人や華士族の余剰資本を集めて必要な事業へ回すという、激動期に必要な役割を果たしました。



◆官から民へ

　産業の近代化によって「富国」を図ることは、「強兵」と並ぶ明治期の大きな政策目標でした。そのため政府は殖産興業政策と呼ばれる様々な産業政策を実施しています。

　まずは政府内に専門の省を設け、実際の事業にあたらせることにしました。１８７０（明治３）年に設置された工部省がそれです。同省は新橋─横浜間や東京・大阪・京都周辺の鉄道建設、郵便事業、電信事業、鉱山開発、軍事産業などインフラ建設に力を注ぎました。しかし、外来技術の直輸入によって国が直接に産業の近代化を図ろうとする工部省の殖産興業政策は、巨額の費用（１８７０年の創設から85年の廃止に至るまでの工部省興業費総支出額は２９２万円にのぼりました。これは１８７５年の明治政府の財政支出額６９２０万円の42％にあたります）を使ったために財政負担と貿易赤字を招き、日を置かず批判にさらされることになります。

　国家的大投資による近代化には限界があるとして、方向修正を図ったのが大久保利通らです。約２年に及ぶ岩倉遣けん欧おう使節団に参加し、欧米の近代国家体制と高い経済力に驚いた大久保らは、１８７３年に帰国するとすぐ、内務省を新設しました。西欧からの移植産業を中心とする官営事業中心の殖産興業政策を修正し、繊維産業や農牧業など在来産業の近代化を政策対象に含めるとともに、民業の育成を重視する方針をとったのです。頻繁に開催された各種の博覧会や共進会（交流会）も、民業奨励のうえで大きな役割を果たしました。

　こうして内務省の殖産興業政策は広範囲に及びましたが、依然として官営事業は赤字続きだったため、政策転換が避けられなくなりました。１８８１年に農商務省が設立され、財政負担を軽減するため殖産興業政策の縮小を決定、赤字続きの官営事業は民間に払い下げることが決まります。後述する事績にも出てきますが、例えば政府が約１６７万円の資本を投下した阿あ仁に銅山は85年に古河市兵衛（戦前の古河財閥の開祖）に34万円弱で、同じく１１３万円投下した長崎造船所は87年に三菱に46万円弱で払い下げられました。こうして１８８０年代末までには軍事工業、鉄道、電信を除くすべての鉱山や工場が民間の手に渡ることになったのです。

　官業払い下げについては、払い下げ価格が投資額に比してきわめて低い場合が多かったために、一部の企業家を「政商」として保護したという批判がしばしば展開されました。また払い下げ事業の多くがその後の財閥の中核をなす事業に成長したことから、財閥を意図的に育成しようとしたのだともいわれます。いまに至るもかまびすしい、国家と企業の癒着の始まりである、と。

　しかし当時の状況下では、官業を受け継ぐことができる資本と経営能力をもつ人々は限られていましたし、赤字続きだった官営事業の買い取り価格が投下資本額を大幅に下回るのはやむを得ませんでした。払い下げ事業がのちの財閥の基礎となったことは事実ですが、安く払い下げられたという経緯よりも、経営難に陥っていた事業を立て直して自らの中核事業に育てた民間企業側の経営努力を、忘れてはならないと思います。

　読者の皆さんのなかにも、中学の歴史の授業で「富国強兵」の用語とともに富とみ岡おか製糸場など官営事業の取り組みを教わった人は多いでしょう。が、殖産興業政策の成果について、官営事業のほとんどが経営難に陥り、財政に大きな負荷をかけたとする見方が現在は一般的になっています。原因には日本の実情に合わない外来技術を直訳的に移植しようとしたことや、公共事業特有の非効率性がありました。また、洋式綿紡績所のほとんどを従来の綿作地に設置するなど、在来産業に外来技術・設備を無理やり接つぎ木きしようとして失敗した事例も少なくありません。そういう意味で明治政府による近代産業の創出は、直接的には成功を収めたとは確かにいい難いでしょう。

　しかし、官営工場が国民にとって「文明開化」のシンボル的役割を果たしたこと、お雇い外国人技師や海外留学、国内の高等技術機関によって育成された技術者や官営工場で技能訓練を受けた人々が、のちに国民へ広く技術を伝えていった功績は否定できません。官営事業が払い下げというパイプを通じて、民間産業が勃興する基礎を築いたことも事実です。殖産興業政策は決して「魔法の杖」だったわけではありませんが、産業近代化のリスクと初期コストを政府が意思的に負担したという意味で評価されるべきものでしょう。








第３章　老舗を生き残らせた者たち








◆豪商が落ちた６つの罠

　江戸時代の豪商の多くが幕末・明治維新期に没落ないし衰退していったことはすでに述べたとおりです。特に衰退が著しかったのは江戸・大坂・京都など三都の都市商人でした。

　原因として、次の６点を挙げることができるでしょう。

①鎖国下及び分権的領国体制のもとでは国を超えての貿易事業や他藩の生産事業に投資するのが困難だったため、蓄積された資本は幕府や大名への貸付けや不動産購入に向けられました。その結果として、彼らの仕事が生産・流通面から遊離していたこと。

②都市の先進的な生産技術や商業・金融のノウハウが地方や農村にも伝でん播ぱされ、都市商工業・金融の優位性が失われたこと。

③幕藩権力から営業上の様々な特権を与えられたために、御用金や借り上げといった権力からの要求を拒否するのが困難であったこと。特に幕末・維新期に幕府と倒幕側双方から命じられて上納した巨額な軍用金の大部分は回収不能となり、大きな損失になってしまいました。

④維新後、株仲間の解散などにより、都市商人に与えられていた諸特権が廃止されたこと。

⑤経済がインフレ基調で推移したうえ、維新期の幣へい制せい改革のため富商の貨幣資産が大きく目減りしたこと。

⑥幕末の開港によって三都を中心とした流通機構が大きく動揺する一方、開港場を中心とする新しい流通ルートが登場し、都市商人の商権が脅かされるようになったこと。

　要するに市場環境や政治経済情勢、規制行政など外的環境の変化が都市商家に大きな影響を与えたといえますが、問題は「こうした環境条件の変化に多くの都市商家がなぜ対応できなかったのか」です。



◆変化に弱かった老舗

　先にも少し触れましたが、江戸期の大商家では所有と経営の分離、いわゆる番頭経営が一般的になっていました。１７２３（享保８）年に制定された大阪の豪商・鴻池善右衛門家の家訓「家いえ定さだめ記き録ろく覚おぼえ」は、家督・家産は当主個人の所有物ではなく先祖からの「預リもの」で、子孫に譲り渡していくべきものと規定しています。当主の役割は「輪りん番ばん」、すなわち次の人に渡すまでの当番にすぎないとされていたのです。京都の商家などでも同様の家訓が見られ、「家を起おこすも崩すも、すべて子孫の心得である。亭主たるものはその家の名みょう跡せき、財産、自身の物と思ってはいけない。先祖より支配役を預っているだけであるから、名跡をけがさないよう子孫に教えなければならない」（京都・西村彦兵衛家）などとしていました。

　つまり江戸中期以降の大商家では、当主個人の財産処分権や経営裁量権に厳しい枠がはめられていたのです。当主はオーナーとしてより、法人企業のなかの役職の一つとして位置づけられていました。実質的な経営は支配人・番頭など、上級雇われ経営者が担になうのが一般的でした。このような状況下では、当主が経営において個性的なリーダーシップを発揮するのは非常に難しくなります。

　同族企業は一般に、その営業財産を同族に継承させようとする傾向をもっています。そして欧米の場合は同族が自ら経営を継承していこうとする意思も強く、結果的に所有と経営の分離はさほど進みませんでした。これに対し、日本の江戸期商家では家督を相続する当主は必ずしも経営への意思や能力というような基準で選択されず、経営は番頭たちに委ゆだねられたのです。

　江戸期の大坂における商家の慣習を明治初期に調査した「大坂商業習慣録」という資料は、「支配人というものは元げん老ろう（筆者注：‥勤務期間の長い奉公人で、支配人・番頭などの地位についたもの）であって、子こ僧ぞう、丁稚でっちそのほか全店のもの、あるいは主人といえども遠慮するくらいである。もしその店に関する一大事があれば、主人を引退させるほどの力をもっていた」と記しています。家産の運用、経営の意思決定は支配人や番頭たちの合議制に委ねられたのです。大商家では営業資金と主人の家計費を区別し、両者の混同使用を禁じるのが普通のことになっていました。

　番頭経営のメリットは、所有者家族のわがままによる経営の妨害を防げる点にあります。実際、例えば江戸中期の三井家でも同族たちが様々な名目をつけて同族資産を使おうとしたり、他から借金をしたことがありましたが、番頭たちがこれを抑えています。番頭経営は放漫経営の防止、家産の分散の抑止におおいに貢献し、江戸時代の商家が数世代にわたって続く大きな要因となったのです。

　しかしながら、支配人・番頭に任されたのはおおむね日常的管理業務であり、戦略的意思決定までは含まれていませんでした。また、支配人・番頭たちに経営委任が行われる場合、多くの商家では同時に、「家訓」「店たな掟おきて」などが制定され、家産維持・運用、相続法、帳ちょう合あいの方法、奉公人の労務管理、取扱商品などなどの大方針についてルールが定められていました。ここに、大きな変化に対応できないというネックが生まれます。

　家訓において最も重視された項目は家業の永続的維持であり、必然的に多くの場合「新しん儀ぎ停止ちょうじ（新しいことをしてはならない）」「祖そ法ほう墨ぼく守しゅ（祖先の決めたルールを厳格に守る）」が基本理念となっていました。番頭の裁量権には制限があったのです。

　また、もし制限が緩かったとしても、番頭経営には知識面での限界がありました。

　大商家における奉公人の教育は、主としてオン・ザ・ジョブ・トレーニング（ＯＪＴ）です。すなわち、働きながら現場で教える方法。商家での教育の第１は商人としての作法、倫理を学ぶことであり、第２は読み書き・算盤そろばん・帳簿づけ・貨幣の鑑定・手形の書き方などの基礎的商業技術、第３は商家ごとに固有の商品知識、取引の方法など商売のやり方を修得することでした。これらをそれぞれの商家が蓄積している経験とノウハウに基づいて、ジョブ・ローテーションを通じたり、あるいは先輩従業員をとおしたりして、後輩従業員に教える教育方法なのです。

　ＯＪＴはその商家での過去の経験やノウハウから学ぶやり方ですから、求められる知識や技能が緩やかに変化する時代には適しています。しかし、商家の外部もしくは内部で経営環境に大きな変化が生じたときには、過去の経験やノウハウの多くは役に立たなくなってしまいます。ましてや大商家で経営を任されるような番頭は、10歳前後からその店で働いている「生はえ抜ぬき」であることが多く、他の店のやり方を学ぶ機会がありません。

　伝統厳守の意識に加えて、汎用的な知識の不足。経営を任された番頭たちが各商家の伝統的経営方針から逸脱して行動するのは、きわめて難しかったのです。それが幕末・維新期のような激変期には、経営革新を妨げる大きな要因となりました。

　21世紀になったころから終身雇用制や年功序列制、さらに企業内での人材養成システム、雇用経営者（いわゆるサラリーマン社長）による支配など、日本的な経営慣行や制度が有効性を失ったとされるのも、今こん日にち、企業の外部および内部の経営環境に大きな変化が起こっているからです。これらの慣行や制度が普遍的に意味を失ったわけではありません。大変革期においては、それらの環境非感応性がデメリットとして現れてくるということなのです。



◆鴻池家の失敗

　江戸時代の代表的豪商でありながら明治に入ってその財産を減じ続け、三井や住友のように近代日本経済の表舞台で主役を演じることができなかった大阪の鴻池善右衛門家は、この環境非感応性を示した一つの事例でした。

　鴻池家は17世紀初頭の摂せっ津つ伊い丹たみで清酒の醸造とその江戸送りに成功し、財を築きました。その後、海運業や商品取引を行い、次いで両替屋を創業し、17世紀末ごろには金融業に専門化、元禄期には32藩の大名と取引をもつに至り、大阪随一の豪商となりました。

　しかし同家の経営は18世紀中ごろまでは急成長を示したものの、以後は停滞します。大だい名みょう貸がしの不良債権化、利子不払いなどが経営悪化の直接の原因でしたが、この状況を打開する意思と能力を欠いていたことが、より根本的な不振の原因であったといえるでしょう。鴻池は江戸後期には幕府御用金の、維新期には新政府から会計基もと立だて金きんほかの上納を命じられたうえ、西日本で使われていた銀貨の廃止と大名貸債権の大幅な棒引きにあい、資金的にも大きな被害を受けました。

　他の豪商も同様にこうした幕府や新政府からの圧力を受けてはいましたが、鴻池が三井や住友と異なっていたのは、この政変に対して中立的、もしくは腰の定まらない動きをとっていたことでした。例えばのちに述べるように、三井などは維新後新政府に接近、官金取扱いなど政府御用を積極的に引き受けて、そこからうま味を得ています。が、鴻池はこうした動きに積極的ではありませんでした。

　１８７７（明治10）年、鴻池家は分家・別べっ家けと共同して第十三国立銀行を興します。資本金25万円で、大阪の国立銀行のなかでは最大規模だったのですが、官金や預金の獲得、貸付けに熱心ではなく、自己資本を中心に公債買付けを資金運用の中心に据えるという消極的経営方針の結果、１８９７年に満期解散となって鴻池銀行となったころには、資本金規模で大阪第６位の銀行に後退していました。

　また鴻池では、大おお元もと方かたという機関によって同族資本を一つにまとめていた三井家や、吉左衛門家に家産が集中していた住友家と異なり、有力な分家・別家が存在していました。本家である善右衛門家への資本集中度が比較的低いという問題点があったのです。このため、経営の実権は分家・別家や子飼いの番頭たち、特に「老おい分ぶん」と呼ばれる古参の番頭たちが握っていました。さらに幕末・明治初年になると、分家・別家のなかには本家の援助が必要なほど困窮するものも多くなり、本家にとって重荷となっていました。そのため、第十三国立銀行設立の際には分家・別家の株式を本家が預かる形式で資本の集中を行い、１８７９年には分家・別家制度の廃止まで試みています。が、経営面では依然として老分の権力が強く、家政改革は進みませんでした。















　こうした状況を打破するべく、鴻池家に土ど居い通みち夫おなる人物が顧問として迎え入れられます。土居は１８３７（天保８）年、宇和島藩士の家に生まれ、幕末には脱藩して倒幕運動に参加。新政府が発足すると宇和島藩主・伊だ達て宗城むねなりに随伴して、新政府の役人となりました。一時、官を辞しましたが、１８７２（明治５）年に司法省に出仕、以後12年間は司法畑を歩き、１８８４年に鴻池家へ迎え入れられたのです。元げん服ぷく以降に雇い入れた者を「中ちゅう年ねん者もの」と呼んで出世させなかった江戸時代とは異なり、このころには官・民を問わず、優秀な人材を顧問などの人物の紹介によってどんどん「中途入社」させるようになっていました。

　土居の任務は家政改革にあったので、まず分家・別家３００人を若干の涙なみだ金きんで出入り差し止めにしました。いまふうにいえば、子会社と従業員のリストラを行ったのです。次いで89年には「鴻池家憲法」を制定、98年にはその改訂も行っています。この家憲は家主の権限を明文の規定で制約し、「家か政せい会かい」という同族資本の管理機構を設けるなど、形式的には従来の家訓より整ったものでしたが、いかんせんその内容は基本的に同家の伝統的な経営慣行に沿っていました。例えば老分・支配人・手代・分家などに関する規定は、内容的に江戸中期に定められたものとほとんど変わらなかったのです。

　土居通夫が鴻池入りした当時の家主、10代目・幸ゆき富とみは趣味人として俳句をひねって日を送っていました。俳句を趣味としていた土居も「一家の人々と俳諧を楽しみ、悠々自適する内うちに知らず識しらず感化を及ぼし、方針を指示してじょじょに改革を成し遂げ」（『土居通夫君伝』）ることを方針としていました。この穏おん便びんな土居の姿勢に、土居が大英断を振るえないような複雑な家政の事情があったのだろうことが想像されます。

　経営が停滞した原因がそれまでの経営者層の保守性にあったと思われるのに、老分制度に手をつけるのは不可能だった。結局、土居には徹底的な改革ができなかったわけです。そして、土居が鴻池を去った後に経営を任された雇用経営者も保守的な経営方針をとり続けたため、鴻池家は資産家として一定の地位を保持しながらも、三井や住友などのような財閥コンツェルンを形成することなく終わりました。

　ちなみにこの後、土居通夫自身は大阪財界で活躍します。鴻池家の雇用経営者の地位をステップとして１８８８年に設立された大阪電燈会社の社長となったほか、日本硝子ガラス製造、大阪実業銀行、明治紡績、大阪土地建物、山陰瓦ガ斯ス、京阪電鉄などの社長や頭取に就任し、役員として関係した会社は数十社にのぼります。１８９５年には大阪商業会議所会頭に選ばれ、その後22年以上の長きにわたり大阪随一の財界リーダーとして活動しました。

　名門企業の経営者がその地位ゆえに財界人として推され、活動するうちに、出身企業の経営がおかしくなるという事態は、この平成不況下においてもままありました。土居はその先駆けだったともいえましょう。



◆三井家の成功と外から来た男

　幕末維新期に多くの豪商が没落するなかで、三井家と住友家は近代企業へと再生できた代表的事例です。彼らこそ１章の企業家の５つのタイプで紹介した第１のタイプにあたります。まずは苦難の末に銀行業を確立した三井家の例を見てみましょう。

　三井家は17世紀後半に伊勢松坂から京都、江戸に出て、越後屋呉服店を開業。「現げん銀ぎん掛かけ値ねなし」「店前売り」の革新的小売商法で成功を収め、次いで幕府公金を扱う両替業にも進出、三都を股にかける江戸時代屈指の豪商となります。

　しかし、幕末になるとさしもの三井も呉服業、両替業とも不振に陥っていました。そのうえ、開港後幕府から預かっていた輸出代金を貿易商人に又貸しして焦げつかせるという失敗までしでかしてしまったのです。幕府はこの弱みにつけ込み、三井に２６６万両もの御用金上納を命じます。当時の三井の資産は約１００万両。大ピンチに陥ります。

　救いの神は、店の外からやって来ました。

　そのころ、三井に出入りしている小両替商に美み野の川かわ利り八はちなる者がいました。美野川は出で羽わ庄内藩士の出と伝えられていますが、放浪の生活を送ったのち江戸に流れ着いた男です。商家奉公や幕府勘定奉行・小お栗ぐり上野介こうずけのすけ家での仲ちゅう間げん奉公を経て、当時は銭両替という小両替商を開業するに至っていました。

　かねて美野川の機敏な商いに注目していた三井は、御用金減免について美野川に勘定奉行小栗への斡あっ旋せんを依頼します。無学であっても明晰で、抜群の交渉の才をもっていた美野川の奔走が功を奏し、三井は御用金の大幅な減免に成功しました。美野川はこの功績により三井に迎えられ、三野村利左衛門と名を改めて支配人に採用されます。子飼いの奉公人たちの序列が確立していた老舗では、これは異例の大だい抜ばっ擢てきでした。

　幕府が倒れた後、幕府とのパイプ役だった三野村もお役ご免になっておかしくなかったのですが、三野村は引き続き三井にとどまり、さらに大活躍することとなります。

　三野村の第１の功績は三井の事業を、政府御用を担当する銀行業中心に再構築したことにありました。一般人からの預金獲得が期待できない当時においては、無利子の官公金を預かり、運用できるメリットは非常に大きかったのです。三野村は大蔵省の高官であった井上馨かおる・渋沢栄一らとの関係を深めて官公金取り扱い業務を拡大、１８７３（明治６）年には小野組と共同して第一国立銀行を設立します。のちに第一国立銀行が渋沢栄一の監督下に置かれると独自の銀行設立を企図し、76年、三井銀行を発足させました。以後、三井銀行は日本最大の銀行として三井財閥躍進の原動力となっていきます。

　三井銀行設立の少し前、政府御用金融業者としての三井の強力なライバルは、これも元豪商の小野組と島田組でした。この均衡を破ったのは横暴ともいえる政府の横よこ槍やりでしたが、ここでも三野村の知略が光っています。

　官金を取り扱う政府御用金融業者は、最初の無抵当から預かり官公金の３分の１を抵当として差し出すように変わっていました。が、74年10月、政府は突然に預り額と同額、つまり従来の３倍の抵当を差し出すよう命じます（この命令がなぜ出されたのか、判然としないところがありますが、当時行った台湾出兵のための戦費調達目的が一つの大きな要因であったと思われます）。結果、「まさか、そんな変更はなかろう」と楽観視していた小野組と島田組はこの突然の増額に応じられず倒産しました。が、三井では三野村がこの情報を早めにキャッチしていたために必要資金が手当でき、ライバルを出し抜くことに成功したのです。

　三野村の第２の貢献は、営業不振となっていた三井の創業以来の事業である呉服店を分離し、三みつ越こしとして独立させたことです。三野村が三井子飼いの奉公人であったなら、２００年以上にわたって続いてきた三井の祖業をこれほど簡単に分離することはできなかったでしょう。他方で三野村は三井銀行創立と同時に、井上馨らが経営していた「先せん収しゅう会社」という商社を継承し、三井物産として発足させています。

　家政改革を断行したこと、これが三野村の第３の大きな仕事でした。















　２代目高たか平ひらが制定した「宗そう竺ちく遺い書しょ」（１７２２〈享保７〉年）以来、三井では同族９家（ないし11家）が持ち分について所有権をもつ機関である大元方が財産を一括して所有、運用することとされてきました。番頭たちに経営委譲されていたとはいえ、最終的な所有権と経営権は同族にあるとみなされてきたのです。これに対して、三野村は大元方を「主従持ち合いの身しん代たい（三井同族と従業員の共同所有）」であるとして、同族の権限を制限しようとしました。実際、三井銀行創設にあたっては三井同族と従業員との共同出資とし、自ら総長代理副長として実権を掌しょう握あくしたのでした。



◆住友の危機を救った奉公人

　有能な奉公人によって窮地を免れたのは住友家も同様でした。

　住友家は16世紀末に「南なん蛮ばん吹ぶき」と呼ばれる銅精錬の秘法を習得し、１６２３（元げん和な９）年ごろ京都から大阪に出て、銅どう吹ぶき屋やと銅貿易商を営みました。17世紀後半になると銅山経営に乗り出し、なかでも伊予の別べっ子し銅山は抜群に優良な鉱山であったため、大きく発展することとなりました。しかし江戸末期になると別子銅山の採掘高は大きく減少し、その他の事業も不振となって、幕末から維新期にかけて住友は危機に瀕していました。

　この難局に対し、敢然と立ち向かったのが広瀬宰さい平へいという人です。

　宰平は11歳から別子銅山に奉公にあがり、１８６５（慶応元）年、37歳のときに異例の抜擢で別子銅山の総支配人に昇進していました。激動の時代に、衰退する幕府の請うけ負おい事業を行うわけですから、様々なトラブルが広瀬を襲います。

　それまで幕府は長崎から輸出する銅を確保する目的で別子保護政策をとり、低い価格で銅を買い取る代償に、市価より格安な値段で別子に米を供給していました（買かい請うけ米まい制度といいます）が、幕末に銅買い上げ停止とともに買請米を停止します。買請米は別子銅山で働く人々３０００人の生活の糧かてでしたから、暴動が起きました。広瀬は幕府の高官に陳情するとともに、熱心に鉱夫たちの説得を続けました。翌年、量を減らされたものの買請米は復活、この事件を契機に広瀬は鉱夫たちの信望を得ることになったのです。

　第２の危機は戊ぼ辰しん戦争でした。このとき倒幕派は住友の銅山事業を幕府の直営事業と誤解し、土佐藩の一隊が別子銅山を、薩摩藩が大阪鰻うなぎ谷だににある住友家の銅蔵を押さえてしまったのです。これに対して広瀬は新政府の実力者・岩倉具とも視みや土佐藩出身で新政府の参議となった後藤象二郎らに働きかけ、銅山稼か行こうの継続を嘆願しました。この奔走の結果、別子銅山の継続稼行権は認められ、鰻谷の銅蔵も封鎖解除になります。















　当面の危機は回避されましたが、経営上の窮状には変わりはありません。財政不ふ如にょ意いの住友に対して外部から「別子銅山を10万円で売らないか」という話が寄せられると当然、これに乗ろうという空気が本家の番頭たちのなかからも生まれました。しかし、広瀬は猛然と反対し、経営の合理化を通じて銅山経営を継続していくことを主張、売却論を撤回させます。住友では歴代、大阪の本店に勤務する番頭たちが最高経営幹部。そんな彼らがただ手をこまねくなか、彗星のごとく登場した広瀬が危機突破に抜群の才を発揮したのです。これ以後、改革は広瀬を中心にして進められるようになります。

　広瀬が行った改革の第１は洋式技術の導入による別子銅山の再生でした。広瀬はフランス人鉱山技師ルイ・ラロックを雇用して、西洋の採鉱・冶や金きん学の見地から「別子銅山目もく論ろ見み書しょ」を作成させます。ラロックの近代化プランは、在来技術と洋式技術をミックスして、比較的安上がりに改革が実施できるよう練られたもので、企画の遠大性、内容の緻ち密みつ性せい、実施の現実性、いずれにおいても優れたものでした。ラロックの招しょう聘へい費用は約１万３２００ドル（現在の価値で約６０００万円）と非常に高額でしたが、ラロックの見積書は広瀬が「その価値は10万円にのぼる。今後千年にわたって福音をもたらす」と激賞するほど、値打ちがある投資だったのです。

　ラロック案に沿った別子近代化プランは１８７６（明治９）年から実施に移されました。この結果、別子の産銅量は１８６８年の４２２ｔから80年には１０００ｔを超え、90年には２０００ｔ台、97年には３０００ｔ台に達し、明治末には９０００ｔ近くにのぼるようになりました。江戸時代の技術の限界から、幕末には疲弊した老山に見えた別子鉱山はみごとによみがえり、財閥として発展する住友のドル箱となったのです。



◆「浮利を追わず」

　広瀬のいま一つの貢献は住友の家政改革を断行したことです。１８７７（明治10）年２月、住友家第12代家長・友親ともちかは病気のため、広瀬宰平を総理代人に指名して経営権を委譲しました。広瀬が第一に断行したのは人材の登用。後述する伊い庭ば貞さだ剛たけ（広瀬の甥にあたります）のほか工部省鉱山技師や大蔵・内務省、工部省鉱山寮の役人、東京府師範学校教諭など多様な人材を受け入れ、枢要の地位につけました。彼らはのちに住友で大活躍します。

　１８８２年１月、広瀬は家長の命を受けて、「住友家法」を制定しました。全文19款かん１９６ヵ条からなる厖ぼう大だいな家法の第一款は「家か憲けん」と称され、別子銅山を「万ばん世せい不ふ朽きゅうノ財本ニシテ、斯し業ぎょうノ盛衰ハ我わが一家ノ興こう廃はいニ関シ重且かつ大ナル　他ニ比スベキモノナシ」と、住友における絶対的位置に置きました。また、「我わが営業ハ確実ヲ旨むねトシ時勢ノ変遷理り財ざいノ得失ヲ計リ之これヲ興廃シ、苟いやしクモ浮ふ利りニ趨はしリ軽けい進しんス可べかラザル事」と、今こん日にちでもしばしば唱えられる住友の事業精神「浮利を追わず」を明文化しました。

　このように広瀬宰平は住友の再生に大きく貢献しましたが、晩年になると、内部から批判される身となりました。広瀬が独裁的権力を強めたことが批判の的となったのです。

　それまでの住友では、家長・総理代人・支配人・同補助で構成される「重じゅう任にん局きょく」が合議制で重要事項を決することになっていましたが、82年に広瀬が定めた「住友家法」では合議制の規定が姿を消し、総理人（広瀬）が「営業上一切ノ事務ヲ総理監督ス」と改められました。さらに91年には、家長が未成年または女子、家か務むに堪たえない場合は総理人か支配人が一切の家務を処理することができるというふうに、総理人の権限をさらに強化する家法改正が行われています。これは、その前年に12代家長・友親と13代家長・友とも忠ただが相次いで病没するという事態に対応する処置でしたが、住友家の内部では単なる広瀬の専せん横おうと受け止められたのです。

　別子銅山を除いては広瀬の肝いりで展開した事業の成績が芳かんばしくなかったこと、内部から要望が強かった銀行設立に対して広瀬が頑かたくなであったことなど、事業戦略上の批判もありました。折から別子銅山の近隣では洋式銅精錬による煙害が激しくなり、住民からの怨えん嗟さの声も高くなっていました。こうした厳しい局面を迎えて広瀬は自ら引退する決意を固め、辞表を提出。受理されて94年11月、総理人を辞任したのです。



◆大企業は傍流が救う

　三野村利左衛門と広瀬宰平は、幕末・維新期に経営困難に直面した三井家と住友家にあって、事業と家政の変革に大きな功績を残しました。

　この時代に両家が直面していたのは、社会経済環境の変化により時代遅れとなった事業の再構築をいかに進めるか、そのためにどのように経営改革を進めるかという問題でした。したがって、問題を解決するためには、慣行軌道からの逸脱がどうしても必要だったのです。日常的業務のみをこなすかつての大商家の番頭たちには、このような任務を果たすことができません。出自も定かではなく、無む筆ひつだったといわれる三野村のような人物、本店幹部ではなかった広瀬のような人物に伝統ある商家の改革を委ねた大胆さには驚かされますが、こうした思い切った人材の登用と慣行軌道から逸脱する改革がなければ、創業２００年に及ぶ豪商といえどもこの時代を生き残れなかったのです。

　構造不況が指摘される今こん日にち、それを打開するものとして、ベンチャー・ビジネスの出現を待望する声がしきりです。しかし既存の企業の再生・再構築こそ、より重要なのかもしれません。三野村や広瀬の事例は、大企業では旧来の中枢部からでなく、むしろマージナル（縁えん辺ぺん）な部分から再生の活力が生まれてくることを教えているように思われます。



◆コストカッターの改革と悲劇

　以上のように三井と住友は、三野村利左衛門と広瀬宰平の活躍によって幕末・維新期の危機を脱し、再生の糸口をつかみます。が、旧豪商が近代的財閥に発展するためには、さらに第２弾の改革を必要としました。それをなしとげた三井の中な上かみ川がわ彦ひこ次じ郎ろうと住友の伊庭貞剛について触れておきましょう。

　三野村利左衛門の改革は、井上馨・大隈重信ら政府高官に巧みに取り入って獲得した官金取扱い業務を基礎として設立した三井銀行を軸に三井を発展させるというものでしたが、このような「政商路線」は危険をはらんでもいました。一時は三井銀行の総預金の半分強を占めた官金預かり金には無利子というメリットがあった反面、政府要人・政治家からの不利な条件での貸付け要求を拒み切れないデメリットもあったのです。三野村の死後５年が経った１８８２（明治15）年において、三井銀行には３５０万円（現在の貨幣価値で約１６０億円）もの不良債権がありました。その大半が政府要人・政治家絡みの貸付金です。

　こうして１８９０年代初め、三井銀行は破綻寸前となりました。三井銀行の顧問だった井上馨は、銀行内部の人材では経営改革は困難と判断し、中上川彦次郎なる人物に白羽の矢を立てます。















　中上川彦次郎は１８５４（安政元）年、豊ぶ前ぜん中なか津つ藩士の家に生まれました。福沢諭吉の姉の息子にあたるため、叔父の慶應義塾で学び、さらに福沢に費用を出してもらって１８７４年から３年間イギリスに遊学します。ロンドン滞在中、同地を訪れた井上馨の知遇を得、帰国後は工部卿となっていた井上の招きで工部省入りしました。しかし「明治14年の政変」が起こり、伊藤博文らとの政争に破れた大隈のブレーンであった福沢諭吉の関係者は政府内で敵視されるようになってしまいます。中上川は退官し、叔父の福沢とともに「時事新報」を創刊。その後にイギリス帰りの経験を買われ、慶應義塾出身である三菱の荘しょう田だ平へい五ご郎ろうの勧めによって山陽鉄道社長に就任していました。

　さて１８９１年に三井銀行入りした中上川は、翌年には副長となって実権を掌握し改革に着手します。まず官金取扱い業務を返上し、これに関連して採算性の悪い支店・出張所23店を閉鎖しました。無担保で融資していた東本願寺には寺院施設を抵当として登記させ、桂かつら太郎邸を差し押さえ、抵当流れの旧薩摩藩邸は処分、井上馨関係への融資拒絶など、人間関係や政治的影響を一切考慮することなく、徹底的な不良債権処理を行ったのです。

　官金依存、商業金融中心の戦略を脱却して中上川が目指したのは、工業化という国全体の流れに沿って三井銀行を発展させることでした。これは中上川が「商工の発展こそが立国の基礎となる」という福沢諭吉の「商工立国論」を信奉していたからです。

　三井銀行や三井家が出資・融資していた鐘かねが淵ふち紡績・芝浦製作所・新町紡績所・富岡製糸場などの経営に中上川は乗り出したほか、王子製紙・北海道炭砿鉄道を三井傘さん下かに収めました。また、政府から払い下げを受け、三井物産に属していた三池炭鉱を神岡鉱山と合併させて三井鉱山とし、これに巨額の投資を行って、のちに三井のドル箱となる基礎を固めました。このような中上川の改革によって三井は、政治家の思おも惑わく一つで命運を左右される政商路線から脱却し、近代財閥へ転身する基礎をつくったのです。

　慶應義塾出身など外部の人材を積極的に登用し、子飼い奉公人中心の経営体制を刷さっ新しんしたことも重要な改革でした。このとき採用された朝吹英二・藤山雷らい太た・和田豊とよ治じ・武藤山さん治じ・藤原銀次郎・日ひ比び翁おう助すけ・池田成しげ彬あき・小林一いち三ぞう・平賀敏さとしなどは、三井のみならずわが国の経済界でのちに華々しく活躍することになった人物です。高学歴者と才能ある知的エリートを重ちょう用ようする中上川の人事政策は、三菱の岩崎弥や太た郎ろうの人じん材ざい主義とともに、わが国の財閥や大企業における専門経営者の活躍、言い換えれば、「所有と経営の分離」への道を本格的に切り拓ひらくものだったといえるでしょう。

　組織面では、営業に関する意思決定において雇用経営者の意見がより濃く反映されるよう、同族と使用人の重役で構成される三井家仮評議会を作り、また同族によって雇用経営者の行動が細かく制約される懸念がある三井家憲の制定に反対するなど、家政に対する経営の優位を追求しようとしました。

　しかし残念ながら、中上川の経営改革は完遂されませんでした。芝浦製作所と絹糸紡績所、製糸場を統合した三井元もと方かた工業部は大部分の事業が経営不振で、１８９８年には解体され、芝浦は三井鉱山、繊維工場は三井呉服店の支配下に入りました。鐘淵紡績や王子製紙の業績も不振でした。これらにより三井銀行の経営内容も悪化したのです。工業化政策の不成功によって三井内部では中上川批判が起こり、次第に中上川は発言力を失って１９０１年、失脚同然の境遇で他界します。48歳の若さでした。

　しかし、三野村が危機に登板した火消し役投手であったとすれば、中上川は三井を政商から近代的財閥へと再出発させた本格派のエース投手だったというべきでしょう。



◆明治期のＣＳＲ

　広瀬宰平が去った後の住友に再び目を転じましょう。すでに述べたとおり、広瀬の独裁的権力には晩年、反発が強まり、住友内部で不協和音が高まっていました。これを鎮しずめ、住友の経営を安定成長へと導いたのが伊庭貞剛です。

　伊庭は１８４７（弘化４）年、近江国蒲生がもう郡西宿の神官職を務める家に生まれました。若いときに10年ほど司法官僚としてすごしたのち、79（明治12）年、叔父・広瀬の勧めで住友本店入りし、広瀬の補佐役を務めます。月給は40円、大阪上等裁判所の判事をしていたときの半分以下だったといいます。

　入社して10年ほど経ったころ、住友家の12代と13代当主が相次いで病没するという事件が起こりました。この危機に際し、伊庭は京都の名門公家・徳大寺家の６男隆たか麿まろ（西園寺公望きんもちの弟）を養嫡子として迎えることを広瀬に進言します。政治家や有力商家の子息の自薦他薦があるなか、あえて公家との縁組を図ったのには、住友の独立性と家格を高める狙いがあったのだと思われます。躊ちゅう躇ちょする隆麿に、伊庭は「住友の財産といったところでたいしたものではありませぬ。たかだか銅を吹いて儲けたくらいのものですから、つぶしてもらって結構です」と説いたと伝えられています。隆麿は15代当主・住友友純ともいととなり、大阪府立図書館や大阪市立美術館を寄附するなど社会貢献活動（フィランソロピー活動）に専念、住友のプレステージ（信望）をおおいに高めました。















　広瀬の項で触れたように、そのころの住友には外憂内患がありました。外では別子、新居浜で煙害が深刻になって地元から激しく批判され、内では「広瀬は専横である」として本店幹部だけではなく、別子のような事業所でも不満、反発が蔓まん延えんするようになったのです。広瀬派と反広瀬派が反はん目もくし、鉱夫たちの士気まで低下していました。

　このときにあたり、伊庭は当主と相談し、叔父・広瀬に勇退を勧めます。独裁者への進言は難しいものですが、甥だからこそできたことでしょう。そして伊庭は紛争解決のため、別子に渡ります。伊庭は毎日のように現場に行きましたが、しばらくのあいだは鉱夫たちと挨拶を交わす程度で何もせず、ひたすら宥ゆう和わを図って内部の求心力回復に努めました。

　やがて現場の信頼を獲得した伊庭は、別子鉱山の改革に乗り出しました。喫きっ緊きんの課題は公害対策です。排水坑道や新しい抗道の開削のほか、最も大きな煙害源の製錬所と製鉄所を閉鎖、代わりに瀬戸内海の無人島・四し阪さか島じまを買い取って、そこへの精錬所の移転を決めました。四阪島への移転費用の見積りは80万円、当時年間の別子産銅額は１２２万円でしたから、伊庭自身が「これぞ我わが精神に擬ぎして勇断せし最後の事業也なり」というほどの大事業でした。しかし、これによって住友はかなり煙害の緩和に成功します。また、99年には排煙の有害成分除去技術を利用して、肥料製造に乗り出すこともできました。

　ちなみに肥料製造開始と同じころ、別子銅山では豪雨による山やま津つ波なみによって死者５００人超、倒壊家屋１２０戸超の大災害が起こりました。天災ではあるものの、背景には住友の鉱山事業があります。燃料確保を目的とした長年にわたる山林の乱伐が、水害を増幅する要因となっていたのです。そこで伊庭はすぐさま植林事業を開始させます。晩年、「自分の本当の事業は別子の植林事業だけだった。他はなくても構わない」と回顧したと伝えられるほど、最も伊庭が力を入れた事業でした。

　これらは今こん日にちの住友化学、住友林業につながっていきますが、もともとは伊庭のＣＳＲ（corporate social responsibility・企業の社会的責任）精神の発露として始められた事業だったのです。

　経営改革上では、伊庭は広瀬時代に無計画に広げた製鉄業・生き糸いと・樟しょう脳のう・製茶などの事業を廃止した代わりに、住友内部で宿しゅく望ぼうされていた銀行を創設、住友伸しん銅どう場じょうや住友鋳ちゅう鋼こう場じょうを設立しました。これらはその後、住友銀行、住友電工、住友金属として発展し重工業財閥としての住友の発展を担う主役となってゆきます。また、総理事独裁の弊害を防止すべく、重役合議制を確立します。

「広瀬は力の人、策の人であったが、伊庭は心の人、徳の人であった。広瀬のあとに伊庭が来たことは、住友の幸運を完全に具現するものであった」と、のちに住友の経営者となった川田順は著書『住友回想記』に書いています。大阪の新聞記者・西川正治郎も伊庭貞剛の伝記で「徳の力に加うるに此この達人的眼識があって、しかも自ら用いず、よく部下をして其その才を尽つくさしめた」（『幽ゆう翁おう』）と評しました。いまでも住友グループには、伊庭貞剛を崇拝する経営者が多いといいます。

　若き日に国学思想に触れ、禅にも傾倒、親友・品川弥二郎らとの交友関係を通じて二宮尊徳の報徳思想を得るなど、伊庭には思索の果てに得た確固たる思想と宗教的信条がありました。ＣＳＲ精神と徳が、伊庭の最大の経営者資質だったといえるでしょう。

　１９０４年７月、伊庭は「事業の進歩発達に最も害するものは、青年の過失ではなくて、老人の跋ばっ扈こである」と述べて、総理事の座を降りました。ときにまだ57歳、その後は石山に隠いん棲せいして余生を送り、１９２６（昭和元）年に79歳で永眠しました。



　ここまで、維新の激動を生き残った江戸期豪商を見てきました。創業１００年以上に及ぶ豪商といえども、再生のためには死にもの狂いの努力が必要であったことがおわかりいただけたと思います。再生のために必要だったことは、①時代の変遷に合わせた事業の再構築、そのための、②組織と人材の思い切った刷新、③家政の改革、の３点だったと要約することができるでしょう。








第４章　明治のベンチャー企業家列伝








◆政商から財閥に──岩崎弥太郎

　幕末・維新期は星雲のごとくに数多くの新興企業家、いまでいうところのベンチャー企業家を生み出しました。１章の企業家の５つのタイプで示した第２のタイプです。ここではそのうち、今こん日にちの日本経済に大きな足跡を残している企業家数人を取り上げてみたいと思います。まずは代表的な人物から──。

　最低身分の武士から身を起こして三菱財閥の基礎を築いた岩崎弥太郎は、動乱期を象徴する最大のビジネスヒーローであったといえるでしょう。

　岩崎弥太郎は１８３４年１月９日（旧暦では天保５年）、土佐国安芸郡の地じ下げ浪人の家に生まれます。関ヶ原の戦い後に山内氏が入って成立した土佐藩では、それ以前の領主・長ちょう宗そ我か部べ氏の家臣団を懐柔するための郷ごう士し制度がありました。郷士は家臣団のうち上じょう士しと下か士しの中間の地位とされ、普段は農耕に従事し、非常の場合は藩兵として軍務に服する建たて前まえでした。のち郷士になる権利は売買を許されましたが、40年以上郷士を勤めた者はその身分を失っても苗字帯刀を許され、地下浪人と呼ばれたのです。

　少年時代から詩文に頭とう角かくを現し、21歳のとき江戸に出て、昌しょう平へい黌こうの教授であった安積あさか艮ごん斎さいの門に入ります。その後、土佐藩の政治の中心にあった吉田東とう洋ようの門下に加わり、東洋の推薦で１８５９（安政６）年、藩に出仕しました。東洋の流れを汲む後藤象二郎や板垣退助らの改革派が藩内で力を得て殖産興業政策が展開されると、弥太郎は後藤にしたがって土佐藩の出先機関である開成館が設けた長崎商会に赴き、主任に抜ばっ擢てきされました。弥太郎はここで土佐藩の長崎貿易をすべて管理し、内外の多くの商人と渡り合い、商才を錬磨することができたのです。















　１８６９（明治２）年、弥太郎は開成館大阪商会に移ります。大阪商会は汽船・武器の購入、外商からの借金、商品売買、外国貿易などを行っていましたが、これは土佐藩のためだけではなく、他藩の要請にも応えるものでした。弥太郎はここでおおいに力を発揮し、翌年には土佐藩大阪藩邸の最上席（少参事として土佐藩の大阪における業務を統括する立場）となりました。異例の抜擢だったといえるでしょう。この大阪商会でイギリス商人やベルギー商人から購入した汽船３隻が、弥太郎が海運業に手を染めるきっかけとなりました。

　しかし、明治政府は旧来の枠組みによる通商を嫌います。藩営の蔵屋敷や商会所を禁止する措置をとったため、開成館は土佐藩からの分離を迫られ、表面上、私商社・九つ十く九も商会となりました。実質は土佐藩の商事部門であり、弥太郎が指揮を執ったわけです。九十九商会は土佐藩の４隻の汽船を借り入れて海運業にあたるとともに、諸国物産の取り引き、貿易業務、さらに炭坑業、製茶業などを行いました。

　１８７１年に廃藩置県が行われると、さすがに九十九商会を完全に藩から分離する必要が生じ、「当面は関係者の共同事業とするが、将来は弥太郎の会社にする」という約束で72年１月、九十九商会を引き継いだ三みツつ川かわ商会が発足しました。続いて翌73年３月、三ツ川商会は三菱商会と改称し、弥太郎が正式に社主となったのです。

　社名の三菱は、過去に九十九商会の船舶の旗印に使われてきた紋様の名前からきており、この紋様は岩崎家の家紋である三さん階がい菱びしと土佐藩主・山内家の家紋三みツつ柏がしわを合成したものといわれています。こうして土佐藩から引き継ぎ、弥太郎が名実ともにリーダーシップを握った三菱商会は、本格的に海運業に進出していくことになりました。今こん日にち、私たちは海運の重要さをあまり意識せずに暮らしていますが、四し囲いを海に囲まれた日本では古来、沿岸海運は重要な輸送手段でした。海外貿易が始まるとその重要性は一段と増したのです。

　幕末の開港以来、日本沿岸の海運は、大型汽船を擁する英・米・仏の海運会社に席せっ巻けんされかねない情勢にありました。そのため政府は海運業の育成を目指し、政府所有船を払い下げて72年に「日本国郵便蒸気船会社」という半官半民の海運会社を発足させています。このバックには三井などもいました。そんな折に政府の保護を受けない形で船出した三菱商会は苦戦を強しいられましたが、思いがけないチャンスが訪れることになります。戦争です。

　74年の台湾出兵に際し、外国海運会社は局外中立の立場から、郵便蒸気船会社はその間に国内貨物市場を失うことを恐れて、政府の傭よう船せんに応じませんでした。これを見た弥太郎は政府に近づいて軍隊・軍需品輸送を引き受け、その功績として船舶13隻の無償貸し下げ、助成金、低利融資などの保護を受けることになります。

　三菱は郵便蒸気船会社を一挙に抜き去り、国内海運業者トップの地位に躍り出ました。次の標的は外国の海運会社でしたが、解散に追い込まれた郵便蒸気船会社の船舶を無償交付されるなどのさらに手厚い保護を受けて、アメリカのパシフィック・メール社やイギリスのペニンスラー・オリエンタル社など有力な海運会社を、75～76年には駆逐することに成功したのです。

　しかし、三菱にはジレンマが生じました。政府の保護を受けた代わりにその強い規制が課せられることになったからです。ところが再び三菱に天の恵みが与えられます。77年の西南戦争の際、７ヵ月にわたって全面的に政府の軍需輸送に協力した結果、１２１万円余もの巨大な利益を得たことです。この利益でそれまで貸し下げられていた政府船を買い上げ、堂々と政府の規制から免れる道を開くことができました。

　こうして三菱は77年末には全国の汽船総トン数の73％に匹敵する汽船61隻を所有し、国内の海上権をほぼ掌握するに至ります。

　が、あまりに強大な力は当然のごとく反発を生みます。三菱の庇護者であった大久保利通が78年に暗殺され、大隈重信が明治14年の政変で失脚すると、三菱は鋭い批判にさらされるようになりました。82年には三井など、三菱に反発していた海運業者が集まって共同運輸会社が設立されます。反大隈派の井上馨や品川弥二郎らのリードで政府もこの会社に手厚い保護を加えました。三菱をむしろ抑圧の対象としたのです。

　三菱と共同運輸は激しい戦いを繰り広げました。互いに損失が出るほどの運賃引き下げ、貨客争奪競争……その渦中の85年２月、弥太郎は世を去ります。弥太郎の死後は両社の調停が進み、85年９月、三菱の海運業部分と共同運輸の合併により日本郵船が成立しました。翌86年に弥太郎の弟・弥之助は三菱社を設立、海運業以外の業務を引き継いで三菱の再興を図ることになりました。日本郵船は表面上こそ三菱社と別会社になりましたが、日本郵船の株主構成では三菱関係者が優勢で、経営面でも三菱色が強くなり、結局は実質上、日本郵船は三菱社の傍系会社となってゆきます。



◆三菱、「海から陸へ」

　日本郵船が成立し、海運業が直営を離れてからは、三菱は弥太郎の実弟・弥之助のもとで「海から陸へ」の戦略転換を行い、財閥へと進んでいきました。

　その萌ほう芽がはすでに弥太郎時代に見られます。

　海運業以外の業務として、弥太郎は１８７２（明治５）年に旧土佐藩が所有する工場の払い下げを受け、樟しょう脳のう製造と製糸業に乗り出し、製茶業や薪しん炭たん業にも手を染めました。続く九十九商会のころには、新しん宮ぐう藩に売却した汽船の代金支払いが滞ったため、同藩から炭坑の稼か行こう権を得ています。73年には備中松山藩主から吉岡銅山を１万円で買収しました。幸い良鉱脈につきあたり、近代技術を導入したこともあって同鉱山の生産高は急増、三菱の収益源の一つとなりました。75年には、ボイド商会と共同出資で横浜に三菱製鉄所を造ります。日本郵船設立の際はその一部が長崎造船所に移され、他の一部は日本郵船に譲られますが、95年には別会社の横浜船せん梁きょとなります。

　１８７６年、激しい競争相手であったイギリスの海運会社ペニンスラー・オリエンタル社に対抗するためには荷主に荷為替金融のサービスを提供するのが有利な武器になると見て、政府から貸付金を得て荷に為替がわせ業務に進出します。これは80年３月に三菱為替店になり、倉庫業を兼営、保管貨物を抵当とする貸付けも行いました。この荷為替業務は、のち三菱が救済のため引き受けて合併させた第百十九国立銀行と第四十九国立銀行とともに三菱合資銀行部の母体となり、のちの三菱銀行につながることになります。

　さらに弥太郎は、海運業の発展のためには海上保険が必要と考えていましたが、大蔵省はその兼営を許可しませんでした。そこで財界リーダーであった渋沢栄一の要請に応じ、78年に設立された東京海上保険に筆頭株主として資本参加します。三菱は同社に役員を送って関係を強め、96年には三菱の幹部が同社の会長となって有力な準直系会社となりました。また81年には福沢諭吉の門下が設立した明治生命にも出資、役員にも三菱関係者が就任して、密接な関係をもちます。こうして海運から金融関係に事業を広げる一方で、80年に設立された貿易商会、81年に華族組合によって設立された日本鉄道（現在のＪＲ東日本が運行する鉄道のほとんどを開発した私鉄です）なども弥太郎が関係した事業でした。



◆エネルギーと流通と

　弥太郎が始めた事業のうち、のちの財閥形成との関連上で最も重要なのは高島炭坑と長崎造船所でした。

　もともと佐賀藩によって経営されていた高島炭坑は幕末に借金のかたとして外国人に採掘権が渡っていましたが、外国資本が鉱山を経営するのを嫌った政府が１８７４（明治７）年に買い取り、野やに下っていた後藤象二郎に50万円で払い下げました。多額の借財を抱えていた後藤の起死回生策ではあったものの、放漫経営によってかえって借金は増えてしまいました。実質的な経営権も、後藤の債権者であるジャーディン・マセソン商会に握られている状態だったのです。

　借金を重ねた後藤を見るに見かねて、三菱に救済を斡あっ旋せんしたのは福沢諭吉でした。弥太郎にとって後藤は出世の道を拓いてくれた恩人であり、長崎開成館時代以来の上司であり、弥太郎の弟・弥之助の妻は後藤の娘という深い関係にありました。弥太郎は、今後、後藤が高島炭坑とジャーディン・マセソンの関係を一切絶つ代わりに、後藤の負債60万円と政府からの拝借金25万円余りを肩代わりし、さらに10年間に毎年１万５０００円ずつ後藤に支払うという条件で、１８８１年３月に高島炭坑を買収します。約１００万円、現在価値にして約７００億円を要したわけで、高島炭坑だけの収支計算では高い買い物でした。しかし高島炭の輸送を外国船から取り戻せるなど、海運業にメリットをもたらすと考えて弥太郎は買収に踏み切ったのです。この思惑は当たり、やがて高島炭坑は三菱のドル箱となってゆきます。



◆９万で買った造船所がドル箱に

　現在の三菱を築いたもう一つの核である長崎造船所は、幕末・維新ならではの数すう奇きな転変にさらされた施設です。

　幕府は幕末、オランダ人技師を招いてオランダから購入した軍艦の修理場として長崎製鉄所（のち長崎飽あくの浦うら製鉄所と改称）を、製造所として長崎浦うら上がみ村淵ふちに立たて神がみ軍艦打うち建たて所（のちの立神造船所）を起工、１８６４（元げん治じ元）年にはフランスの技術を導入して横須賀製鉄所の建設を始めていました。明治になって、旧幕営のこれらの工場は新政府所有となり、横須賀製鉄所は海軍工こう廠しょうに、長崎飽浦造船所は兵庫造船所とともに工部省所管となりました。

　その後、政府は横須賀海軍工廠に力を注ぐために、兵庫造船所と長崎造船所の民間への貸し下げを決意、１８８４（明治17）年に岩崎弥太郎を貸し下げ先に指定します。これは将来における払い下げを予定したもので、貸し下げ段階で事業者の経営能力を見て、その結果によって払い下げの可否を決定する方針でした。

　官営時代は赤字続きだった長崎造船所を任されると、三菱は横浜の三菱製鉄所にいた外国人技師を移し、大阪鉄工所や大阪砲兵工廠などからも技術者や工員を引き抜くなどして改良に力を注ぎました。結果、木造船しか建造できなかった造船所の技術は鉄製船を建造できるまでとなり、三菱は87年６月、同造船所の払い下げを認可されます。長崎造船所の資産価格は45万９０００円と見積もられていましたが、50年分割のところ即金一括払いという条件で９万１０１７円に減額されました。１８６８年から15年間で政府が長崎造船所に投資した額は累積で62万８０００円でしたから、この点では安い買い物だったということになります。

　払い下げ後、三菱は東京工業学校や工部大学校の卒業生を採用して技術者を養成し、造船工場を拡大させました。89年には６８６ｔ級の鋼鉄船３隻の発注を大阪商船から受け、２年後に完成させています。長崎造船所は立神、向島、小菅の３ドックを備えて民間造船工場中トップの地位を築き、三菱のもう一方のドル箱として財閥形成に大きく寄与することになったのです。



◆人を作る

　通常、岩崎弥太郎は「政商」の典型とみなされています。確かに弥太郎の事業は政府の保護を受けることが多かったし、彼の活動は後藤象二郎、大久保利通、大隈重信、板垣退助ら有力政治家との密接な関係を抜きにしては語れません。政商の定義や「意義」については本章の最後で詳しく考えたいと思いますが、それでも弥太郎の場合は、政商的要素のみが彼の成功を導いたとするのは適切ではないでしょう。その裏側に弥太郎の卓抜な企業者才能があったことを見逃してはなりません。また、郵便蒸気船会社や共同運輸との競争においては、むしろ三菱との競争相手のほうが政商的であったともいえます。

　明治の財界評論家・山やま路じ愛あい山ざんは弥太郎を高く評価し、その成功の秘訣として第１に専制主義、第２に細心、第３に人じん才ざい主義を挙げています。専制主義とは強力なリーダーシップを意味しますが、愛山はこれがあったからこそ、三菱は政商でありながら政府の支配や役人の跋ばっ扈こから免れることができ、政府に頼るばかりであった共同運輸に勝てたのだとしています。

　３番目の人才主義とは、弥太郎が人材の登用と育成に熱心だったことを指しています。

　三菱には弥太郎のパートナー的存在で、創業の功臣と呼ばれる石川七しち財ざいと川田小一郎（のち日銀総裁）がいましたし、弥太郎の従弟で慶應義塾に学んだ豊川良平は三菱の人材育成に尽力し、慶應義塾出の荘田平五郎、朝吹英二（のちに三井に転じます）、吉川泰たい二じ郎ろうや、帝国大学出の近藤廉れん平ぺい、末すえ延のぶ道みち成なり、加藤高明（のち首相になりました）など、次代の三菱の経営中枢を担った人物を多数三菱入りさせました。このように早くから高等教育経験者を採用したのは三菱の大きな特徴です。弥太郎は、これら「学者書生流」の者は無ぶ骨こつなところがあるが、誠実で学識があり、困難な問題に対処する点で優れたものがあると評価していました。

　弥太郎は子弟の教育にも熱心で、長男の久ひさ弥やを慶應義塾に学ばせたのちにアメリカに留学させ、次男・秀弥と養子・豊とよ弥やもイギリスのケンブリッジ大学に送っています。弥太郎の弟・弥之助は土佐の藩校に学んだのち、アメリカに留学していますし、その長男・小弥太も東京帝大を中退してケンブリッジに学びました。

　その弥太郎自身は福沢諭吉の実業思想に共鳴し、福沢も弥太郎に助言を惜しみませんでした。このような高等教育の重視と人材の育成に対する強い関心は、ある種の知的エリート志向を弥太郎がもっていたことをうかがわせます。「知謀」「権略」「交際」だけを武器としていたといわれる弥太郎の、もう一つの側面である合理主義志向を示すものといえるでしょう。ベンチャー・ビジネスは興すのも容易ではありませんが、それを次代に継承することも同じくらい難しいものです。野や人じん・弥太郎が組織固めにおいても非凡な才をもっていたことに気づかされるのです。



◆個人プレーから組織へ──荘田平五郎

　三井に中上川彦次郎、住友に伊庭貞剛がいたように、三菱にも弥太郎後、近代化に駒を進めるキーマンが存在しました。

　弥太郎が育てた人材のなかでも三菱の多角化、財閥形成のうえで特筆すべき役割を果たしたのは荘しょう田だ平五郎という人物です。荘田は福沢諭吉の信任厚い英才でありましたが、三菱に入るや業務の近代化に力を尽くし、弥太郎亡き後は若い嫡子の岩崎久弥を助けて長崎造船所の経営を軌道に乗せ、丸の内ビル街の建設を実現するなど、三菱財閥の基礎固めに大きく貢献しました。

　荘田平五郎は１８４７（弘こう化か４）年、豊後国臼うす杵き藩士の家に生まれました。１８７０（明治３）年に慶應義塾に入学したところ福澤諭吉の覚えめでたく、２年後には塾長格的存在となり、慶應義塾の大阪分校設立にあたっては主導的役割を果たしました。弥太郎は荘田の学識と判断力を高く評価して75年に三菱に迎え、三菱の「社則」や「簿記法」の作成など会社組織の根幹にかかわる業務を担当させました。78年には弥太郎の姪と結婚、80年には第一等級管事に抜擢され、三菱の経営首脳部の一人になります。

　先に述べた三菱の東京海上保険や明治生命への出資は荘田の建けん言げんによるもので、荘田は三菱を代表して両社の重役になりましたが、その結果、三菱は損害保険や生命保険の分野に進出することができたのです。















　85年に弥太郎が死去すると、その息子・久弥社長が若年であったため、荘田は弥太郎の弟・弥之助とともに事実上のトップ経営者となりました。

　先に紹介した、三菱銀行の前身となる銀行の合併も荘田の建言によるものでしたが、荘田の最も大きな功績は長崎造船所の拡充・近代化と丸の内オフィス街の建設でしょう。

　政府から払い下げを受けた長崎造船所が本格的な造船能力を欠いていたのは先に述べたとおりですが、荘田がこれを磨き上げます。日清戦争後の96年、「航海・造船奨励法」を契機に日本郵船が６０００ｔ級の汽船６隻の建造を計画した際、荘田平五郎はその働きによって２隻の受注に成功、造船史上で画期的な意義をもつ「常陸ひたち丸まる」を新造して、近代化のきっかけをつかんだのです。その後も三菱は積極的な設備投資を行い、同造船所は明治末には世界水準の技術をもつようになるものの、長崎造船所の拡充には三菱内部でも反対があったため、荘田は長崎造船所長として約５年間長崎に駐在して陣頭指揮し、計画を達成しました。１９０５年には神戸造船所を建設、鉱山機械や電気機械の製造も行い、三菱の重工業部門の発展の礎いしずえを築いたのです。

　オフィス街の建設は、丸の内の官有地８万坪の払い下げを受けて行われました。払い下げ価格が総額１２８万円と当時にしては桁けた外はずれに高価でしたが、ロンドンに出張中だった荘田が同地のオフィス街に感銘を受け、電報で購入を強く勧めた結果、購入が決断されたのです。94年に三菱一号館が完成したのを皮切りに次々と洋館が建築され、丸の内は洋風の街に生まれ変わります。世人はこれを「一丁ロンドン」と称しました。

　弥之助・荘田コンビは「海から陸への転換」といわれるように、岩崎家の蓄積基盤だった海運業を放棄し、資本・人材・その他の経営資源を炭坑・鉱山・造船・銀行・ビル街建設など新しい事業分野に振り向けて、これを軌道に乗せました。それがこの二人の最大の成果だったといえます。なかでも荘田は社規社則を制定したり、西洋式簿記を導入して、経営の近代化に努めました。また造船所内に工業予備校を創設するなど、労務管理面でも功績を残しています。この点で「組織の三菱」の基礎を築いたといえましょう。

　福沢諭吉の薫くん陶とうを受けて合理主義と商しょう工こう立りっ国こくの理念に立ち、「理想の冷れい断だん家か」「重厚な英国風紳士」と評された荘田平五郎。東京海上・明治生命・日本郵船などの傍系会社から受けた報酬は三菱合資に納めるなど、金銭にもきわめて淡泊であったといわれています。



◆銀行王──安田善次郎

　岩崎弥太郎と並び称される立志伝中の人物に安田善ぜん次じ郎ろうがいます。安田財閥の創始者にして、幕末から維新期の動乱を利してのし上がった代表的企業家の一人。個人的財産の蓄積という点では戦前日本における最も大きな成功者であったといえます。

　安田善次郎は１８３８（天保９）年、越えっ中ちゅう富山の町外れの農家に生まれました。幼名は岩いわ次じ郎ろう。安田家は父・善ぜん悦えつのときに最下級の武士の株を買い、武士身分の末端に連なっていましたが、貧しく、幼い善次郎は花売りなどをして家計を助けました。寺子屋では抜群の才を示し、12歳ごろには手紙や帳簿の代書を頼まれるほどだったといいます。写本の内職で出会い、愛読したのが『太たい閤こう記き』で、藤吉郎の出世物語に感動して「働き次第に如い何かなる大たい業ぎょうもなし得る」との教訓を得ました。職人になりたいと思っていた善次郎はある日、農民を相手にすると威張る藩の勘定方の役人が、大阪の商人に対しては立派な駕か籠ごに乗せて護衛している姿を見て、商人になる決意を固めたといいます。

　商人として身を立てるべく、江戸に出たのが１８５８（安政５）年。まず小間物屋に奉公し、４年後、日本橋小こ舟ぶな町ちょうの海苔・鰹節問屋で両替業を兼営する店に２年間勤めました。この店で、両替商として最も大事な「貨幣の鑑定眼」を養ったのです。64（元治元）年、善次郎は26歳で貯めた25両を元手に人形町に銭両替兼乾かん物ぶつ小売の店、「安田屋」を開業します。零細な両替商にすぎませんでしたが、ここで善次郎は「千せん両りょう分ぶ限げん者しゃ」になるための誓いを己おのれに課しています。「独力独歩で人を頼らない」「ウソをつかず正直に世を渡る」「倹約に努め、生活費は収入の10分の８に抑え、２割は貯蓄に回し、住宅には１割以上をかけない」、などの誓いでした。

　寸暇を惜しんで働いたおかげで、開業２年後の66（慶応２）年に善次郎は４３０両で小舟町の家屋を買って移転し、安田商店と改名します。住宅には１割以上の資産を投じないという彼の主義から計算すれば、開業３年目ですでに千両分限者になったことになります。















　ここで少し両替商について説明しておきましょう。

　江戸時代は金・銀・銭の３種の貨幣が通用しており、この両替を行うのが両替商の本来の業務でした。しかし両替の手数料などわずかでしたから、大きな両替商では貸付け、手形の振り出しなどが重要業務となっていました。そうした事情が大きく変わったのが幕末です。幕府がたびたび貨幣改かい鋳ちょうを行ったために様々な貨幣が流通するようになったうえ、開港後は外国貨幣も流入するようになりました。同じ小判１両でも、発行年次によって品位・重量が異なりますから、交換比率も異なります。確かな目をもつ両替屋でなければ仕事にならなくなったのです。また金銀銭の両替は市中相場で行うのが常でしたが、開港以後は幣制が混乱して、その相場が日々大きく変動するようになっていました。それだけ両替業のリスクが高まったうえ、信用の置けない両替商からは客が離れることになりました。逆に見ると、新興の両替業者にはまたとないビジネスチャンスが開かれていたわけです。

　第２章の騰貴と混乱の開国で説明したとおり、開港後は日本と海外との金銀比価の相違から金貨が大量に国外流出し、銀貨が大量に流れ込みました。これを防ぐため１８６０（万延元）年に幕府は貨幣改鋳を断行するわけですが、それにはまず鋳い直なおすための古い金貨・銀貨を集める必要がありますし、新貨幣の流通も促進しなければなりません。この両面において、幕府は両替商の手を借りなければならなかったのです。

　善次郎は多くの両替商が休業に追い込まれるなかで幕府の御用を引き受け、古金銀の引き替え業務を行い、莫大な利益を得ました。67年初めの安田屋の資産は６５９両でしたが、翌年初にはその約３倍の１９８３両になったと記録にあります。利益の大部分はこの古金銀引き替えの手数料だったと推定されます。

　こうしてわずか25両の手持ち資金で商売を始めた善次郎は、３年ほどで２０００両近くもの資産を得ました。



◆危険な札に賭ける

　明治に入っても善次郎は、貨幣・金融の混乱に乗じてさらに蓄財を重ねます。

　すでに述べましたとおり、維新政府は１８６８（明治元）年、財政資金を得るため太政官札を発行しましたが、この不換紙幣の信用は薄く、正価１００両に対して太政官札１２０両が交換相場となるなど、市場に出るなり大幅な減価をこうむりました。海のものとも山のものとも知れない新政府が、新しい紙幣を発行して「信用して使え」と言っても無理があります。とはいえ太政官札が価値をもたなければ、殖産興業の資金が捻ねん出しゅつできません。政府は両替商に太政官札を貸付けて、この流通促進を図ろうとしました。

　多くの両替商が忌避するなか、善次郎は太政官札を積極的に引き受けたのみならず、正貨との兌だ換かんを要求してきた太政官札の保有者の希望に応じたり、太政官札を担保とする貸付けにも応じました。そうやって安い価格で太政官札を買い集めたのです。

　69年、政府が金本位制に統一して混乱を収めるべく、太政官札の発行量を減少させ、72年までに鋳造予定の新貨幣と太政官札を兌換することを約束すると、太政官札の相場は持ち直しました。善次郎が保有していた太政官札も当然価格が上がり、彼はまたまた莫大な利益を得たのです。１８６９年１月に５２６３両だった資産は２年後の71年１月には２万１０９両と、４倍弱になっていました。

　彼が富をなしたもう一つの方法に公債買付けがありました。政府は73年以降、武士身分を撤廃する見返りとして士族に公債を発行します。発行量が巨額であったのと、生活に困窮していた士族が売り急いだため、公債価格は急速に下落しました。政府の将来性を不安視してためらっていた大多数の両替商を尻目に、善次郎は高利回りを期待できると見て公債を積極的に買い集めたり、これを抵当とする貸付けに応じたのです。

　実はこうした大量の公債を買いあさる原資を、善次郎は官公金取り扱いによって得ていました。１８７４年に官公金を取り扱う金融業者の小野組・島田組が倒産（第３章「三井家の成功と外から来た男」参照）、三井だけになってしまった間隙を衝き、官公金の権利を獲得したのです。安田商店の総預よ金きん中に占める官公金預金の割合は75年１月には38％にすぎませんでしたが、77年１月には78％まで伸びました。これは当時、第一国立銀行、三井銀行に次ぐ扱い額です。



◆百三十銀行合併事件

　こうして善次郎は銀行を設立できる資力を蓄えるまでになりました。１８７６（明治９）年、善次郎は38歳で資本金20万円の第三国立銀行を設立します。他の両替商なども出資に参加しましたが、善次郎の持株比率が高く、店舗に安田商店の土蔵をあて、行員も安田商店から有能な者を転出させてこれにあたらせましたから、実質的に善次郎の銀行といえるでしょう。

　次いで79年に善次郎は安田商店を改組、安田銀行を創立しました。資本金20万円の全株を安田家が所有し、頭取には養子の安田卯う之の吉きち（のち善四郎と改名）が就任しましたが、実際は善次郎が全面的に指揮を執りました。こうして、善次郎の銀行業務は第三国立銀行と安田銀行を車の両輪として営まれてゆくことになります。

　第三国立銀行・安田銀行とも初期には官公金の取り扱いが大きな比重を占め、両行が発展する大きなステップとなりました。82年には第十五・第一の両国立銀行に次ぐ東京の有力銀行である第四十四国立銀行を吸収合併しました。この大型合併は金融業者としての善次郎の地位を向上させ、その後に続く銀行合同戦略の端たん緒しょとなるものでした。

　１８８４年には、安田・第三国立銀行は預金量で三井・第一国立銀行に次ぐ大銀行となっていました。82年に日本銀行が設立され、安田・第三国立銀行の官公金のウェイトは減ることになりましたが、善次郎は三井の三野村利助とともに日銀の理事に任命されており、日銀の中枢である割引・計算・株式の３部局長を兼務したため、日銀設立によって銀行家としての善次郎の信用はかえって大きく高まったのです。官金取り扱いの代わりに第三国立銀行・安田銀行は明治20年代になると民間預金を急速に増加させ、この資金を株式投資に運用して巨額の利益を挙げました。

　同時に、善次郎は地方銀行との関係を深めていきます。１８７０年代後半から多数の国立銀行や私立銀行の設立を援助し、これらが経営困難に陥ったときには救済し、株式を取得したり役員を派遣したりして、安田系銀行の数を増やしていったのです。銀行設立ブームが起こった日清戦争後や１９０１年の銀行恐慌後にこの戦略はさらに強化され、安田系金融網が全国的に張り巡らされました。１９０３年末には安田系の銀行は13行にのぼり、その預金残高総計は４５５０万円、全国の預金総額の６・８％にまで達し、三井銀行をしのぐほどでした。その店舗も北海道から熊本まで23都道府県に及んでいます。

　善次郎の銀行合同戦略のうち、１９０４年の百三十銀行の救済は明治時代の金融史上、最も有名な事件です。

　百三十銀行は１８７９年、大阪経済界の大おお立たて物もの・松本重太郎によって設立された有力銀行でしたが、放漫な経営によって資金繰りが困難になりました。そこで日銀は１００万円の救済貸付けを行いましたが、これでは不充分であることが判明し、政府は善次郎にその救済を依頼します。調査を行った善次郎は「再建の見込みなし」として救済を辞退しましたが、ときはあたかも日露戦争。大銀行が倒産することの影響を恐れた政府は再度、善次郎に要請し、大阪財界の懇こん請せいもあって、善次郎はこれを引き受けました。政府が年２％、５ヵ年据え置きの低利資金６００万円を百三十銀行に貸し下げるから、というのがその条件でした。

　しかし、この政府救済と安田の関与はのちに批判を呼びます。いかに戦時中といえども一私立銀行にこれほど巨額の救済資金を与えることは不当であるとの政府問もん責せき決議が帝国議会において可決され、会計検査院もこれを不当と認定したのです。世間も善次郎が自己の利益を図るため、救済にかこつけて有利な条件を勝ち取ったと評しました。善次郎は悲嘆に沈んでいる銀行を傘さん下かに収めて金融支配を行おうとしている狡こう猾かつな人物とみなされたのです。これに対して、善次郎はあくまで「国家への奉公」であり、「慈善心の発はつ露ろ」であると反論しました。

　百三十銀行を系列下に組み入れたことで、安田系銀行はそれまで弱かった大阪の金融市場で競争力をおおいに強化しました。その意味で、これは長期的には確かに安田金融網の確立にとって重要な布石となったといえます。しかしながら善次郎がこの意図で、もしくは純粋に利潤目的で百三十銀行の救済にあたったと見るのは適切ではないでしょう。当時の政府や日銀には「銀行が破綻した際、大銀行は私的資本の利害を越えて金融システム全体の安定に役割を果たすべきだ」という考えがあったようですから、日銀の理事や監事を務めた善次郎がその期待に応えようとした側面は否定できないと思われます。

　さて、日露戦争後も安田銀行は経営難に陥った銀行の救済に努め、系列下に加えていきました。そのなかには中国や朝鮮半島の銀行も含まれています。１９１１年末現在で、安田系銀行は安田・第三・日本商業・明治商業・百三十銀行を中核として17行に及び、日本と「満州」、朝鮮に１７１支店を擁するまでになりました。預金合計は全国普通銀行・貯蓄銀行の預金総額の８％に達しています。

　そのころ都市銀行の多くは系列行をあまりもたず、もったとしても結びつきは緩やかでした。また、支店網が都会に偏在していた他の都市銀行に対して、安田系は都会のみならず全国に支店網を有していました。当時、地方は一般に預金が高金利でしたが、銀行が貸す際はさらに高金利だったため、利ざやもまた小さくありません。さらに都市部における安田の貸付先はほかの都市銀行と違って金利が相対的に高い中小企業が主でしたから、金利の高い地方での預金を原資にしても充分採算が合ったのです。地方に強い安田はその点が有利でした。

　しかし、高利・小口で浮動性が高い預金を地方から集め、小口でリスクの大きい地方商工業に貸付ける営業方針は、銀行の経営コストを高くする可能性がありました。前近代的な高こう利り貸がし的経営をしていた地方中小銀行が経営難に陥り、安田に救済を求めたのもこのためでした。その方針を維持しながら多くの地方銀行を立て直したのですから、善次郎にはそれだけの手腕があったといわねばなりません。

　善次郎は苦境に陥った銀行から相談を受けると、冷徹に算盤そろばんをはじき、厳格な整理案を定めて実施したといわれます。系列下に収めてのちは、安田財閥のヘッドクオーター（司令部）の安田保善社からその銀行に役員が派遣され、さらに安田一族が監督にあたりました。保善社の統制は細部に及び、各銀行では貸付などについて保善社から強い制約を受けたといわれます。安田はまた、薄給に甘んじる地味な子飼いの店員たちを各銀行に送り、徹底的な合理化を図りました。こうしたやり口は人情に欠け、利殖のみを考えるものとして善次郎は世人の批判を買いましたが、地方銀行業の合理化には大きな効果をもったのです。



◆「仕事は浅野がやる」

　金融財閥といわれる安田ですが、多角化も試みていました。保険・鉱山・紡績・製せい釘てい・倉庫・機械・造船・肥料・海運など、銀行業以外の様々な分野にも進出しましたが概して成功には至らず、その多くが明治末までに整理、縮小の方向をたどっています。

　非金融事業では成功を収めませんでしたが、善次郎はこの夢を、善次郎と同じ富山出身で10歳年下の企業家・浅野総一郎に託していました。善次郎は「自分は資金を纏まとめさえすればいい。仕事は浅野がやる」（小汀おばま利とし得え『安田コンツェルン読本』）と言っていたといわれます。東洋汽船、浅野セメント、鶴見埋まい築ちくなど浅野のほとんどの事業に、善次郎は資金的援助を与えました。

　徳富猪い一いち郎ろう（蘇峰）は浅野への追悼文で「浅野君はエンジンで、安田君は石炭であった」（浅野泰次郎ほか『浅野総一郎』）と述べています。善次郎と浅野の関係は、浅野が「安田財閥の産業部門的性格をもっていた」（『七〇年史』、日本セメント）のです。善次郎は自分では金融部門以外で必ずしも成功しませんでしたが、様々な分野への事業欲はもっていました。あきらめてなどいなかったのです。

　安田が産業部門で成功できなかった最も大きな原因は、多角化に対応できる組織づくりや人材養成が充分行えなかったためと思われます。産業部門に専門経営者は少なく、ほとんどが銀行職員の一時的な兼任でした。しかも、少数の専任スタッフすら短期間で安田を去る者が少なくありませんでした。産業部門を統括していた安田商事の組織が事業所の寄より合あい所帯としてしか機能せず、大規模な産業経営を行う管理組織になり得なかったわけです。産業経営では全事業を統括するリーダーシップだけではなく、各事業分野の経営において専門スタッフや組織への権限委譲が必要でした。善次郎は、銀行家としては巨大な安田系金融網を統括する手腕を有していましたが、そのやり方は産業経営では必ずしも適切でなかったといえます。















◆「克己」の信念

　産業部門で顕著だったように、三井・三菱などに比べて安田の組織・人事の近代化は遅れましたが、それは次のような善次郎の組織と人事のあり方に対する考えに基づく、当然の帰結であったと思われます。

「世間では安田の部下には人材が居おらぬ、安田は人材を迎えぬ、などと酷評するとかいふう事であるが、之これは誠にその評判の通りかも知れぬ。私は三井や三菱の如く『所謂いわゆる人材』と云ふものを集むることには強しいて努めなかったのである。（中略）私は元来自分で計画し、自分で実行することを主義として居いる者だ。即すなわち自分から司令官となり、且かつ参謀長になるのであるから、トンと幕僚の必要を感じたことがなかった。とはいえ何事を成すにも唯ただ一人では仕事が出で来きるものではないのである。相当に部下を要するのは勿もち論ろんであるが、其等それらの人は皆私の命ずることには絶対に服従して私の意志を確実に行ふものたるに限るのである。一言にて申せば、全まったく己おのれを殺して私の手足となり、而しこうして私の為ために働くものでなければならぬ」（安田善次郎『富とみ之の礎いしずえ』）

　安田善次郎はその事業活動の初期において官金取り扱いや太政官札の買い占めで財をなし、また日銀で要職に就いたことなどによって政商の一角に位置づけられますが、三菱や三井と比べれば、はるかに政商色は薄いといえます。同時代の評論家・山路愛山が「安田氏の自己中心主義」「世間の風潮に頓着せず、単に一家の富を成すことに汲きゅう々きゅうとして、そのほかを知らず」「渋沢男だん（爵）は経けい国こく済さい民みんの念を以もって起たちたるものなり。其その人ひとは始めより公の人にして其その事業は公の事業なり。安田氏に至りては私の人にして其大なる富は則すなわち安田家一家の富のみ。二氏を同じ種類の金かね持もちと思うは全まったく非ひなるに似たり」（『現代金権史』『現代富豪論』）と述べたように、善次郎を分類するなら個人主義的ビジネスマンの代表的存在であったといえるでしょう。

　善次郎は同時代の世間からは必ずしも評判がいいとはいえない企業家でした。その理由は、善次郎が稀き代だいの「吝りん嗇しょく家か」「ケチ」「守しゅ銭せん奴ど」と見られたからです。これについて善次郎のエピソードは数多くあります。最初の妻は浪費癖があるといって離縁した、一昼夜囲碁を戦わせた相手から借金を申し出られたが、仕事と遊びは別といって、敢然とはねつけた、つき合いとしての寄付が嫌いで、１９１１（明治44）年に慈善団体の済さい生せい会かいが設けられ、政府が男爵位授与をほのめかして富豪に寄付の要請を行った際、他の安田クラスの富豪は１００万円を出したのに対し、善次郎は30万円の寄付にとどめた……これらはよく語られるエピソードです。

　善次郎が生涯にわたって信念としたのは「克こっ己き」の人生観であったといわれます。己に克かち、勤きん倹けん生活を送ることが彼の人生哲学であり、自ら「勤倹堂松しょう翁おう」と称しました。しかし善次郎は晩年、東京帝国大学に安田講堂を建て、東京市政会に多額の寄付を行い、財団法人安田修徳会を設けるなど多くの社会貢献事業を行っています。また風流多趣味で、芸術家にも密ひそかに援助の手をさしのべていました。善次郎にとっては理屈の合わない、義理人情での支出が耐えられないことだったのです。

　ひとたび事業に入れば、善次郎は権威や人情に頓着することなく、冷徹で仮か借しゃくない行動をとりました。貸付においては厳格に危険を避け、銀行救済においても厳しい条件を課しました。こうした姿勢で次々と多数の銀行を支配していったことが、善次郎が反発を買った第２の原因であったといえるでしょう。

　１９２１（大正10）年９月28日、善次郎は大磯の別邸で朝あさ日ひ平へい吾ごという右翼に刺され、84歳で横おう死しをとげました。朝日は社会的義憤のため、ことに及んだと見られましたが、善次郎に寄付を申し込んで拒絶されたという金銭的トラブルもあったようです。

　後年、プロレタリア作家の宮島資夫すけおは善次郎をモデルとして『金』という作品を書きました。大正デモクラシーの代表的文化人・吉野作さく造ぞうは『中央公論』誌上にこの作品に対する感想を書き、善次郎の生き様に批判を加え、朝日平吾の行為に一定の理解を示しました。吉野にしてみても、善次郎のような企業家は私利のみを追求する伝統的商人としか映らなかったのです。

　しかし、独立独行、冷徹な計算合理性といった善次郎の特性は、決して前近代的なものではないでしょう。それはむしろ銀行経営者に求められる重要な資質だったと思われます。善次郎に欠けるところがあったとすれば、独裁制に終始し、近代の大規模産業経営に必要な組織づくりや人材養成への関心が薄かった点ではないでしょうか。



◆機を見るに敏、果敢な政商──大倉喜八郎

　次にご紹介したいのは、「死の商人」と呼ばれた男です。

　大倉喜き八はち郎ろうや大倉財閥といっても、いまでは知らない人が多いかもしれません。が、第二次大戦後に解体指定を受けたとき関係会社48社を擁し、全国の会社資本金の１％を所有する資本金規模第８位の財閥だったのです。大倉関係の事業は今こん日にちでも大成建設・サッポロビール・帝国ホテル・ホテルオークラ・帝国劇場・日清製油・あいおい損害保険・東海パルプ・日本化学工業・東京製綱・日本無線・大倉山ジャンプ場などとして残っています。

　大倉喜八郎は１８３７（天保８）年、越後北きた蒲原かんばら郡新し発ば田た城下の資産家に生まれました。10代半ばに父母が他界すると、姉からもらった20両を懐ふところにして江戸に出ます。麻あざ布ぶ飯いい倉くらの鰹節店の住み込み店員となって勤勉に働き、３年後に独立して乾かん物ぶつ商・大倉屋を開きました。しかし横浜で鉄砲が盛んに輸入される光景を見て、１８６６（慶応２）年に鉄砲店を神田和泉いずみ橋ばしに開店。横浜の外国商人から武器を買っては勤きん皇のう・佐幕両軍に売りつけました。両軍に売るのは非常に危険でしたが、それだけに儲けも小さくありませんでした。

　機を見るに敏びんな喜八郎は、明治になると外国貿易業に転身します。72（明治５）年、喜八郎はアメリカとイギリスに渡りました。このときロンドンで岩倉遣けん欧おう使節団の大久保利通・木戸孝たか允よし・伊藤博文らに会っています。偶然の出会いだったのでしょうか、この機会を狙っての渡欧だったのでしょうか。当時は珍しかった私費、単独の洋行です。翌年帰国した喜八郎は早速、軍需品を中心に各省庁の御ご用よう達たしを得ることを目的として大倉組商会を設立。津軽藩主や新発田藩主の出資協力を得て、欧米の会社組織を取り入れています。津軽藩は幕末のころ、東北唯一の勤皇藩として武器調達に困難を来きたしていましたが、これを喜八郎が救ったことがあったのです。その功への返礼として津軽藩は大倉組商会に５万円の出資を行いました。75年に同社は日本の会社で初めてロンドンに支店を置きました。このあたりの喜八郎の機敏さは特筆に値あたいします。

　74年、台湾出兵が起こると大倉組は、陸軍省から軍需物資の調達と、人夫・職人の募集の用命を受けました。この御用では用船契約をしていたアメリカ船から契約を破棄され、運送中の食糧が腐り、台湾では調達した人夫がマラリアのせいで多数亡くなるなどしたため、大倉組はあまり儲けることができませんでした。それでも一方で、藩閥政治家の信頼を勝ち取るという大きな成果を得たのです。















　１８７６年に日朝修交条規が締結されると、大倉組釜山プサン支店を開設、朝鮮貿易に乗り出します。これが朝鮮、大陸進出の足がかりとなりました。渋沢栄一と図って釜山に銀行を設立したり、大凶作となった朝鮮に救済米を送るなど機敏に立ち回りました。84年にはインド貿易に進出するなど、大倉組の貿易事業は目覚ましく伸張しました。

　大倉組は日清・日露戦争の両戦後のたびに、満州・台湾・朝鮮などで様々な利権を獲得しました。台湾では台湾鉄道と台湾銀行の設立に参加、朝鮮では釜山港埋立事業のため釜山埋築株式会社を設立、その後、農地買収を進めて２３００町以上の大倉農場を建設しています。満州では軍用の大倉組製材所を設立して鴨緑江おうりょくこう流域の森林開発を行い、さらに奉天ほうてん市に瀋陽しんよう馬車鉄道公司こうしや、林業・鉱山・紡績・織布・皮革・製材・製紙などの分野で合弁企業を作ります。中国の軍閥とも武器の販売などを通じてつながりをもちました。

　大陸におけるこのような直接投資のなかで、最も重要だったのは中国・本渓湖ほんけいこ鉱山への投資です。大倉組は日露戦争中に資源調査を進め、本渓湖の石炭や鉄鉱が有望なことを見抜きました。日露戦争が終わると炭鉱経営を開始、１９１０年に清国政府との合弁で本渓湖媒ばい鉱こう有限公司を設立、製鉄業も加えました。官営製鉄所の技術指導を受けて14年、本渓湖第一高炉は操業を開始し、その銑せん鉄てつは日本鋼管などに供給されたのです。

　国内では、冒頭に挙げた事業のほか東京電燈・宇治川電気・帝国製麻・新高製糖・東京毛織・大倉製糸などに関係しています。事業の傍ら喜八郎は、１８９８年に大倉商業学校（現・東京経済大学）、１９００年に台湾協会学校（のちの拓殖大学）、08年には大阪大倉商業学校（現・関西大倉学園）を設立しています。また旧大名や寺社から、また中国で美術品や刀剣・家具類を買い集め、これを公開する大倉集しゅう古こ館かんを造りました。

　大倉喜八郎は典型的政商、あるいは日本帝国主義の尖せん兵ぺいといわれます。事績からすれば確かにそうといえましょう。しかし、企業者機会を鋭く嗅かぎつける臭覚、そのバイタリティ、機敏さ、危険を冒す勇気には目を見張るものがあります。単なる濡れ手に粟の御用商人ではなかったのです。１９２８（昭和３）年４月没、享年91歳の長寿でした。



◆長州閥大阪の政商──藤田伝三郎

　岩崎、安田、大倉は主として東京を舞台に明治維新の動乱期にビジネスチャンスを見み出いだし、急速にのし上がった徒手空拳のベンチャー企業家でしたが、大阪でもそのような人物は多数登場しました。藤田伝でん三ざぶ郎ろうはその代表的人物の一人です。実に手広く事業を行いながら、ついに財閥を作り得なかった実業家でした。

　藤田伝三郎は１８４１（天保12）年、長州萩に生まれました。生家は醸造業。下級武士相手の貸付も行い、士分の末端に連なるなど、比較的裕福な家でした。伝三郎は四男でしたが、早くから事業経験を積み、長州藩で尊皇攘夷論が起こるとこれに共鳴、志士たちと交わるようになったといいます。木戸孝允・井上馨・山やま県がた有あり朋ともらとこのとき結んだ人脈が、のちに伝三郎が政商として活躍する際おおいに役立つことになりました。

　維新後、伝三郎は木戸孝允の勧めで実業の道に入ります。初期の彼の行動については、講談に語り継がれるくらい様々なエピソードがありますが、真偽のほどは定かではありません。実際の伝三郎は１８６９（明治２）年、長州藩が陸軍局を廃止し、銃砲弾丸などを払い下げたときこれを一手に引き受け、大阪に搬送しました。このときに訪ねた兵部大輔たいふ・山田顕あき義よしが彼に軍ぐん靴か製造を勧めたため、伝三郎はドイツ人技師を招いて大阪に工場を設けます。これが伝三郎の事業の興りとなりました。73年には実兄の久く原はら庄三郎と藤田鹿しか太た郎ろうが上じょう阪はんし、この事業に加わります。

　軍靴製造を始めた伝三郎は陸軍御用達として他の軍需品を納入したほか、不要火薬の払い下げを受けて硝しょう石せきを取り出す事業や土建業にも進出しました。ときあたかも台湾出兵や不平士族の乱が相次いで起こったころ。伝三郎は岩崎弥太郎の軍需輸送と同様に大きな利益を得ました。大阪鎮ちん台だい（軍団）の司令長官に長州奇兵隊出身の鳥とり尾お小こ弥や太たが就任したことも幸いしたのでしょう、伝三郎は、大阪における長州閥政商としての地位を着々と築いていきました。

　特に井上馨との関係は密接だったようで、１８７６年、藤田三兄弟は井上と協約書を交わしています。

　この第１条には「藤田伝三郎は事業の目的を達するため、井上馨の差さし図ずをきっと守る」、第２条には「業ぎょう成なるまでは伝三郎は家産一切の処分権を井上馨に預け、伝三郎は支配人の心得をもって藤田家に勤務する」、第９条には「大阪鎮台の靴製造を主とし、井上馨の許可を得ずして、みだりにほかの事業にかかわることを許さない」と記されています。井上に家産の処分権を与え、伝三郎は支配人の心得をもって勤務する、などというと相当に奇妙な約束ですが、伝三郎が井上の庇護の下に事業を進めていた事実を如にょ実じつに物語っています。















　この年、井上はかねて経営していた先収会社という商社を政界復帰に伴って解散し、その事業を東京では三井に（これが三井物産となります）、大阪では伝三郎に譲りました。ただ譲るだけでは心配だったのか、この委譲に伴い、井上の配下にいた中野梧ご一いちが監督役として藤田の事業に加わっています。伝三郎が井上の子分であるかのような内容の協約書が交わされた背景には、こうした事情があったと思われます。

　伝三郎が一夜にして巨利を稼いだのは、西南戦争のときでした。伝三郎は中野梧一とともに、軍靴をはじめ食糧・被ひ服ふくなどあらゆる軍需物資の調達を一手に引き受けました。軍用夫や人夫の斡旋も請け負い、この儲けが特に大きかったといわれています。一方で、あまりに暴利を博したとして伝三郎らは世人の怨えん嗟さの的となりました。

　こうしたなか１８７９年９月、「藤田組贋がん札さつ事件」という怪事件が発生します。諸府県の納税金のなかから偽札が発見され、「これを流布させたのは藤田組である」と元藤田組従業員の一人が告発したのです。伝三郎以下、藤田組の幹部がすべて警察に拘こう引いんされました。告発によれば、贋札は井上馨がドイツ・フランスで造らせ、これを藤田組が国内で使ったことになっていました。しかしながら、厳しい訊問にもかかわらず証拠が挙がりません。結局伝三郎らは無罪となり、後日、別人が真犯人として逮捕されたため、贋札事件は法的には一件落着を見ます。しかしその間に藤田組のイメージはすっかり低下しました。83年に共同経営者の中野が謎の自殺をとげたこともあって、この事件を巡る世間の風聞はのちのちまで絶えなかったのです。

　贋札事件の２年前、伝三郎は兄二人と中野梧一を共同出資者として藤田伝三郎商社を組織し、さらに疑惑の渦中にある81年にこれを藤田組と改称しています。事件が一応解決した後の93年には商法施行に伴い、藤田組を合名会社組織にしました。資本金は60万円、半額は伝三郎の出資です。大阪の起業家・五ご代だい友とも厚あつが78年に大阪商法会議所を創立する際も伝三郎は協力を惜しみませんでしたが、五代死後の85年11月には、その第２代会頭となりました。贋札事件のほとぼりも冷めないころに大阪財界のリーダーとなったのですから、黒い噂を克服するだけの勢力が伝三郎にあったことを物語っているように思われます。



◆土木事業の草分け

　藤田伝三郎の事業活動はきわめて多彩です。

　土木請負業は初期の藤田組の主要事業でした。確認できる藤田組の最初の土木請負事業は１８７３（明治６）年12月着工の京都─大阪間鉄道建設工事です。藤田組はこのとき尾張・伊勢・土佐などからいわゆる「黒くろ鍬くわ者もの（江戸時代から道路や川の普請、城の建設などが生業の土木工事者）」を集めて工事を行いました。労務者への賃金は日払いなのに鉄道局からの支払いは月２回。つまり藤田組が立て替え払いしたことになりますが、労務者は１５００人にのぼりましたから、藤田組には相当の運転資金があったことがわかります。

　次いで請け負ったのは１８７８年８月着工の京都─大津間の鉄道建設工事でした。この工事は測量設計から工事監督に至るまで一切外国人技師の指導を受けず、日本人だけで完遂した画期的なプロジェクト。藤田組は、京浜間鉄道工事の実績がある吉よし山やま組ぐみと共同でこの工事を請け負いました。工事中の最難所だった逢おう坂さか山やまトンネル（６６４・８ｍ）は、わが国最初の山岳トンネルとして知られています。１８８０年４月に着工した長浜─敦賀間鉄道工事は他の４社との共同請け負いでしたが、藤田組はこの線の第一の難所で当時最長となった柳やなヶが瀬せトンネルの工事を成功させて力を示しました。さらに、実質的にわが国における最初の民間鉄道である阪はん堺かい鉄道（現・南海電鉄）の大阪─堺間鉄道建設も請け負っています（85年）。

　鉄道以外にも、伝三郎が発起人になり初代頭取を務めた大阪紡績会社の建設があります。同社が83年に建てた三さん軒げん家や工場は煉瓦造りの瀟しょう洒しゃな建物で、大阪の文明開化を象徴する建物の一つになりました。

　大阪紡績会社の設立を契機に、伝三郎は同社の大株主であった大倉喜八郎と親交を深めるようになります。贋札事件以降、陸軍や大阪府、警察など官庁への独占的納入が難しくなっていた製靴業を自社から切り離し、大倉組製せい革かく場じょうと資本金折半で「内外用達会社」を設立したのが87年のこと。これは陸軍と海軍が利用する一切の物資を供給する目的をもつ会社でした。東京に本社、大阪とロンドンに支社が置かれ、経営には藤田組と大倉組の幹部がこれにあたりました。伝三郎は大倉とともに顧問に就任しています。

　藤田組と大倉組はまた、共同して土木建設工事にあたるようになります。１８８５年の大洪水で被害を受けた大阪の五大橋（天神橋・天てん満ま橋・木津川橋・渡辺橋・肥後橋）を鉄橋に付け替える工事、琵琶湖の水を京都に引いて水運・水力発電に利用した琵琶湖疎水工事、佐世保や呉の鎮ちん守じゅ府ふ（海軍が軍港に置いた機関）建設工事などがそれです。

　大倉組との協力関係はやがて、両社提携による日本土木会社の成立に進みます。

　明治10年代末から20年代のはじめ、わが国では企業勃ぼっ興こうブームとなり、鉄道工事、官庁・軍関係施設、学校、工場など建設需要が大幅に増えていました。しかし、建設業界では小規模業者が多数乱立するのみで大規模工事や需要の急増に適応する能力を欠いていたため、政府は、財界有力者と大規模建設の請負業経験者による建設会社が設立された暁には主要官庁工事をこの会社に請け負わせる、との構想を示していました。この構想に加えて財界有力者・渋沢栄一の斡旋があり、１８８７年３月に有限責任日本土木会社が成立したのです。資本金２００万円という巨大会社で、うち伝三郎が90万円、大倉喜八郎は80万円、渋沢は20万円出資しています。東京に本社、大阪に支店を置き、社長に大倉、取締役に伝三郎、相談役に渋沢が就任しました。藤田組はこのとき、土木関係の従業員56名を日本土木会社に移しています。

　日本土木会社は日本最大の土木建設業者として、東海道線の静岡─愛知地区の工事、山陽鉄道（現・ＪＲ西日本山陽線）・九州鉄道（現・ＪＲ九州）・讃岐さぬき鉄道工事、横須賀鎮守府工事、利根川運河開削工事、日本銀行・東京郵便電信局・大阪裁判所・日本赤十字社・歌舞伎座・帝国ホテルなどの工事を破竹の勢いで行いました。

　このように日本土木会社はおおいに発展しましたが、藤田組は89年になると先の内外用達会社と日本土木会社から手を引き、これを大倉組に委ねてしまいます。日本土木会社はその後、大倉喜八郎によってさらに発展、現在の大成建設につながってゆくわけですが、藤田がこれを手放した理由は、鉱山業に専念するためでした。



◆旧藩主の焦燥

　藤田組は１８８０（明治13）年ごろから鉱山業への進出を企図し、専門技師を招いて鉱山の探索にあたらせたり、技師をヨーロッパに派遣したりして多くの鉱山を開発していましたが、いずれも小規模なためうまく行きませんでした。鉱山経営がようやく本格化したのは、84年に政府から秋田県の小こ坂さか鉱山を払い下げられて以後です。小坂鉱山は幕末に南部藩によって銀山として開発され、維新後官収されたのち南部氏に貸し下げられながら、西南戦争後は政府に返還されていました。官営鉱山のなかでも利益が第５位。当然、優良鉱山と見られていた小坂鉱山は、藤田組に27万円余りで払い下げられました。投下された政府資金は54万円以上でしたから、安い買い物だったといえます。しかし、払い下げ当初こそ経営は良好だったものの、次第に銀の枯渇が明らかとなり、藤田組による小坂の経営はすぐに苦境に追い込まれました。

　資本金60万円の藤田組にとって小坂の払い下げ代金27万円は手に余るものでしたから、そのうち20万円を長州の旧藩主・毛利家から借金して賄っていました（斡旋したのは井上馨です）。藤田の行動に懸念をもっていた毛利家はこの貸付にあたり、毛利家が人選した監督を藤田組に派遣すること、藤田組が相場に手を出すのを禁じることなど様々な条件をつけていましたが、小坂鉱山は欠損続きで、藤田組は返済期限の５年後になっても一銭も返済できなかったのです。

　それでも毛利家は第二次、第三次の融資を行います。この間、毛利家は藤田組に徹底的な事業改革を迫り、藤田家の生活態度や消費生活にまで細かい注文をつけましたが、伝三郎には浪費癖と相場好みがあったようで、借金は雪だるま式に膨らんでゆきました。１９０３年ごろまでに、融資額はなんと累計約１８０万円に達しています。１８０万円といえば、当時としては非常な大金です。業界最大の三井銀行でその預金総額が２５００万円でしたから、１８０万円はその７％を超えています。毛利家など旧大藩の華族がいかに巨大資産家だったかがわかりますが、これだけ藤田組に貸し込まざるを得なかった背景には、手を引けば当然、元も子もなくなる危険があったから。こうなれば一いち蓮れん托たく生しょうです。しかし96年から98年にかけての第三次融資のとき毛利家はさすがに、「藤田組は鉱山事業から撤退し、児島湾干拓事業（後述します）に専念するべし」という条件をつけました。

　こうして藤田組も小坂の閉山を決意し、久原庄三郎の嫡子・房ふさ之の助すけをその事務処理にあたらせました。房之助は１８６９年萩に生まれ、13歳で上京して商法講習所（のちの東京商業学校）や慶應義塾に学び、元は江戸時代から続く老舗馬具商であった森村市左衛門が創業した森村組に入社しましたが、91年藤田組に入り、小坂鉱山に赴任したものです。

　小坂に赴任した房之助は「小坂鉱山は銀山としての将来性はないが、豊富に埋蔵されている黒くろ鉱こうという特殊な鉱石から銅を取り出す製錬法を開発すれば、経営は好転する」と考えました。房之助は藤田組首脳の意思に逆らって新進の技術者・武田恭きょう作さくを大森鉱山から迎え、技術者たちを督とく励れいして黒鉱自じ溶よう製錬法の研究開発を進めます。そして藤田組の本店を通さずに井上馨と毛利家にこの計画を示し、小坂鉱山を整理の対象から一時的に外すことを承諾させたうえ、追加融資の約束を取りつけることに成功したのです。

　そして１９００年、ついに小坂鉱山技術者は生なま鉱こう吹ぶきという製錬法の開発に成功します。この日本の銅製錬技術を一変させる技術によって、閉山寸前だった小坂鉱山はみごとによみがえりました。小坂鉱山の産銅高は急上昇を続け、07年には国内第１位の銅山となり、藤田組の経営再建に大きく貢献することになったのです。ピンチヒッターに送られた房之助がまさに起死回生の逆転満塁ホームランを打ったといえます。



◆分裂……！

　鉱山業と並んで伝三郎が手がけた事業として重要なものに岡山県の児島湾干拓事業＝イコール藤田農場の建設があります。

　児島湾の干拓はすでに江戸時代から行われてきましたが、大規模な土木工事が必要だったため、その完成は容易ではありませんでした。明治に入り、士族などから請け負い願いが出たり、官営工事案も検討されたものの、紆う余よ曲きょく折せつの末に開発権を得たのは伝三郎です。工事については地元の反対が強く、着手は１８９９（明治32）年からでしたが、１９１６年までに大部分が完成します。約１６００町歩、わが国で最初の直営機械化農場が誕生したほか、岡山港や陸軍飛行場も設けられました。さらに工場用地・商業用地・住宅地なども順次開発され、第二次世界大戦後には臨海工業群がここに展開することとなりました。ただしこの開発資金についても、藤田組は毛利家からの借金に大きく依存したのです。

　以上のほか伝三郎は様々な事業に関係しました。大阪硫酸製造会社の設立（１８８０年、現・日産化学）、５章で詳述する大阪紡績会社（82年、現・東洋紡）、山陽鉄道（86年、現・ＪＲ西日本山陽線）の設立に参加、宇治川電気（１９０６年、現・関西電力）の発起設立など枚挙に暇いとまがありません。また、毎日新聞の前身「大阪毎日新聞」が経営的に苦境に直面すると、伝三郎は資金を出すととともに、藤田組の支配人をしていた姻いん戚せきの本もと山やま彦ひこ一いちを主筆兼相談役に送り込み、同紙を支援しました。本山は編集と経営に大改革を加え、大阪毎日新聞を大新聞に育て上げたのです。

　そんな快進撃のなか、藤田組はようやく毛利家の監督から逃れ、１９０３年に自主経営を回復しました。05年には藤田組の資本金を３００万円に増額し、伝三郎と、すでに死亡していた藤田鹿太郎の嫡子・小太郎、隠居した庄三郎の嫡子・房之助の３人を出資社員とする合名会社に変更します。

　そこまではよかったのですが、伝三郎と甥たちの間に亀裂が生じたのはそのすぐ後のことでした。同じころ、伝三郎は「家か憲けん」を制定し、伝三郎家を「宗そう家け」に、自分が創始した事業はすべて伝三郎の嫡子及びその相続者が継承すべきと主張したのです。当然、同族間に不和が生じました。小太郎・房之助はこの提案を受け入れず、05年、両名は各４７０万円余りの財産分与を受けて藤田組を退社、藤田組は伝三郎家単独のものとなりました。

　藤田組を退社後、小太郎は分与金を土地・株式などに投資しましたが、房之助はただちに赤沢鉱山を買収、これを久く原はら鉱業所日ひ立たち鉱山と名付けて開業しました。房之助は小坂時代の部下を集め、採鉱・製錬に最新技術を導入し、また鉱山電化にも熱心に取り組みました。同時に各種鉱山の買収を進め、買ばい鉱こう製錬事業に積極的に進出します。この結果、久原鉱業所は目覚ましく発展し、大正初年には古河・藤田に次ぐ産銅業者となっていました。第一次大戦後も鉱山業は発展しましたが、房之助はそれにとどまることなく海運・造船・製鉄・商事・電気機械などの諸分野に多角化を進めました。

　藤田組が三菱・大倉と同じような政商活動を展開しながら、明治後期には三菱はもちろん大倉にさえ遅れをとったことについて房之助は、藤田組が多角化に消極的だったためだと考えていたといいます。藤田組首脳の経営方針に疑問をもっていたのでしょう。房之助の多角化戦略もスムーズに展開されたわけではなく、苦難もありましたが、ともあれのちの日産コンツェルンの種が播まかれたのは事実でした（１９２８年、久原房之助は政界に進出し、その事業を義兄の鮎あい川かわ義よし介すけに譲りました。久原鉱業所は日本産業株式会社と社名変更し、いわゆる日産コンツェルンとして発展してゆきます）。また、電機メーカー日立製作所はもともと久原鉱業の電気機械部門にいた小お平だいら浪なみ平へいによって切り拓かれたものでした。

　こうして見れば、小太郎・房之助の離脱は藤田組の発展に大きな打撃を与えるものだったといわねばならないでしょう。同族資本の結集を妨げただけではなく、藤田組を支える人材形成を大きく滞らせたはずだからです。久原房之助や小平浪平が残っていれば、藤田組はよほど異なる道をたどったのではないかと思われます。政商としての成功が必ずしも財閥の成立を導かなかった一つの例といえるでしょう。

　伝三郎は１９１２年３月、72歳で他界。伝三郎について三井物産の益ます田だ孝たかしは「頭脳明晰で、近代教育を受けていないのに科学的思考に優れ、他人の意見によく耳を傾け、失敗をしても屈することなく初志を貫く姿勢をもち、不思議な調整能力をもっていた」と評価しています。また伝三郎は古美術品や古文化財に強い関心をもち、その収集に力を注ぎました。嫡子・平太郎もこれを受け継ぎ、国宝９点、重要文化財51点を含む２代のコレクションは現在、元藤田家本邸の藤田美術館（大阪市都島区網島町）に保存されています。



◆関西実業界の帝王──松本重太郎

　藤田伝三郎が大活躍していた明治期大阪には、いま一人、忘れてはならないベンチャー企業家がいました。それが松本重じゅう太た郎ろうです。松本重太郎の研究家である東京大学名誉教授・石井寛治氏は、重太郎が絶頂期にあったころの１８９７（明治30）年について調査し、重太郎が役員をしている会社は29社に及び、うち12社は頭取ないし社長であったこと、これに対し渋沢栄一は23社の役員を務め、うち12社の頭取ないし取締役会長であったこと、19世紀末ごろに重太郎は資産額・所得額で大阪では住友吉左衛門に次ぐ地位にあり、渋沢とほぼ互角であったことを見み出いだし、松本はまさに「大阪の渋沢」「関西実業界の帝王」と呼ばれるにふさわしい企業家であったと述べています（「百三十銀行と松本重太郎」）。しかし、松本重太郎は城山三郎氏の『気張る男』で小説化された程度で、今こん日にちでは一般の人々にはあまり知られなくなってしまっています。

　松本はどんな企業家だったのでしょうか。

　松本重太郎は１８４４（弘化元）年、丹たん後ご国竹野郡間人たいざの農家に生まれました。10歳のとき、京都の呉服商菱屋勘七に丁稚でっち奉公にあがります。13歳になると、大阪天満の呉服商・綿わた屋や利り八はちの下に移り、十数年間勤めました。綿屋は大阪の有力呉服問屋の一つで、ここで重太郎は商人として生きる術すべを学んだようです。

　１８６８（明治元）年、23歳のときに兵庫と大阪が開港しました。山口吉郎兵衛や伊藤九兵衛など輸入洋よう反たん物ものの取り扱いで急速にのし上がった商人が大阪にいることを知っていた重太郎は、機敏に動きました。独立して洋反物のブローカーを始め、一財産を作ったのです。最初は行商でしたが、２年後には早くも大和屋という名門料亭の主人から８００両を借り、大阪船せん場ばの一等地に「丹たん重じゅう」を屋号とする店舗を構えるまでになりました。開店にあたり、重太郎は「毎日の売上高に応じて利益の幾分かを分与し、売上高の率に従って、その分与を上下する」歩合給制度を店員に約束するなどの新機軸を示しています。

　重太郎はこの店で断だん髪ぱつ令れいを見越して帽子や襟巻を買い集め、台湾出兵や西南戦争の際には毛布、羅紗ラシャなど軍用品を買い占め、さらに巨利を得たといいます。みごとに時代のニッチを突いたのです。

　洋反物商として一定の地位を築いた重太郎は１８７８年、大阪船場に資本金25万円で第百三十国立銀行を設立しました。パートナーは、丹後国出身の豪農・縮ちり緬めん問屋で、幕末には阿あ波わ藩士として尊攘運動で活躍した小室信しの夫ぶ。重太郎は小室と組んで宮みや津づや福ふく知ち山やまの旧藩士を説き、金禄公債を資本金として出資させるのに成功したのです。当初は取締役兼支配人だったのですが、80年には頭取となりました。















　第百三十国立銀行は大阪のほか京都府・滋賀県・名古屋市などに支店・出張所を置き、好成績を挙げました。好成績の要因は休日抜きのサービス、無手数料による送金、高い預金金利など、顧客へのサービスにあります。重太郎が多数の新設企業にかかわっていただけに、その関連の預金・貸出も多くなりました。もっとも、この手厚い顧客サービスと重太郎関係企業との深い結びつきがのちに、同行の蹉さ跌てつの原因となります。

　１８９６年に第百三十国立銀行は預金額２５２万円、貸出額で２７８万円に達し、住友銀行とほぼ肩を並べて在阪銀行のトップの座を占めるに至りました。目を見張る急成長を示したのです。１８９８年、国立銀行の満期解散によって、同行は普通銀行・百三十銀行に組織変更しました。が、その後も多くの銀行を吸収合併、１９０２年末には大阪・京都・滋賀・福井・福岡に15店舗をもつ大銀行となりました。99年10月に重太郎は大阪銀行集会所委員長となっていましたから、名実ともに押しも押されもせぬ、大阪の代表的な銀行家になったのです。

　ところが、このあたりから百三十銀行の経営はおかしくなっていきます。それは、重太郎が手を広げた他の事業の動向と深く関係していました──。

　重太郎の関係事業としてはまず、１８８２年に設立された大阪紡績（現・東洋紡）があります。同社は、渋沢栄一・益田孝・大倉喜八郎らの東京資本に華族資本を加えた紡績会社計画と、松本重太郎・藤田伝三郎らによる大阪勢の紡績会社計画が合体したものです。しかし藤田・松本らの斡旋で大阪での立地が決まり、創立後は藤田伝三郎が初代頭取に、松本が取締役に、また大阪の老舗縮ちり緬めん問屋の番頭が商務支配人に就任するなど大阪側の役割が増していました。その後も大阪商人の持株比率は高くなり、重太郎は87年１月に頭取（93年から社長と名称変更）に就任、97年１月までその職にあります。ただ経営は、実質的には工務支配人や商務支配人に委ねられていました。

　１８８４年には、政府の紡績機械貸し下げによって成立しながらも経営不振となっていた渋谷紡績所を買い取り、これを堂どう島じま紡績所としました。95年１月には紡績・織しょく布ふ業の日本紡織を設立して社長となり、翌年、堂島紡績所をこれに吸収合併させます。さらに96年には輸入織物のうち最も需要の多かったモスリンの国産自給を企て、稲いな畑ばた勝かつ太た郎ろうはじめ大阪の舶来物品商とともに毛斯倫モスリン紡績を創設、社長となりました。そのほか京都製糸、内外綿、大阪毛糸などの設立にも関係し、設立後はその重役となっています。



◆鉄道にカネを集める

　鉄道業は重太郎のもう一方の柱となる事業で、多くの鉄道会社に関係しました。その皮切りとなったのは、１８８４（明治17）年に藤田伝三郎らとともに設立した阪はん堺かい鉄道。これは事実上日本で初めての私鉄でした。同鉄道の経営は順調で高収益を挙げたため、さらに重太郎は堺から和歌山まで36マイルの鉄道敷設を計画。他にもあった同じような計画を統合して95年に南海鉄道を設立、その社長となりました。南海鉄道は98年に阪堺鉄道を吸収合併、難波─和歌山をつなぐ鉄道が完成したのです。

　88年に重太郎らが発起人となって成立した山陽鉄道（現・ＪＲ山陽本線）は92年までに神戸─三原間の敷設を完了しましたが、90年不況の影響を受けて工事がストップしてしまいました。92年に社長となった重太郎は借入金と社債発行により資金調達の道をつけて三原─広島間の敷設を完成させ、日清戦争期の軍需輸送に貢献します。山陽鉄道は食堂車・寝台車を導入したり、洋式ホテルを兼営したほか、関門連絡船を介して九州鉄道と連絡するなど、官営鉄道に先んじる新機軸をもたらしたことでも知られています。

　２００５年４月、兵庫県尼崎市で大脱線事故を起こしたＪＲ西日本の福知山線も、もとは１８９３年に重太郎が住友家や大阪の豪商出身である田中市いち兵べ衛えらとともに設立・発起した阪はん鶴かく鉄道として敷設されたもので、丹後出身の重太郎には思い入れの強かった鉄道でした。そのほか浪速鉄道（現・ＪＲ片町線）、七尾鉄道（現・ＪＲ七尾線）、豊州鉄道（現・ＪＲ日にっ豊ぽう本線）、などにも関係し、西日本の鉄道ネットワーク形成に大きく寄与したのです。

　銀行家の松本重太郎が鉄道に深くかかわった背景に、当時のわが国における資本主義の未熟さがあります。

　鉄道業は巨額の資本を要する事業だったため、株式会社の形で設立する必要がありましたが、資本市場が未発達でしたので、会社資本金は少数の設立発起人とその縁故に頼って集められるのが普通でした。発起人たちは各地方のビジネス・リーダーで、通常その下に投資行動を共にする投資家集団を抱えていました。さらに鉄道は政府から敷設の免許を得なければならない事業でしたから、免許出願のためにも、投資家たちにはそのような集団を組む必要があったのです。

　こうして明治中後期の大阪では銀行家などの資産家がこの種の投資家集団を形成、鉄道敷設の免許獲得を巡って互いに激しい競争を演じることになりました。例えば京阪から舞鶴への鉄道敷設に関しては、６つの競きょう願がんがあったほどです。免許を獲得できるかどうか、投資家集団のリーダーの力量が問われました。

　鉄道設立後も、社債や借入金の調達は会社役員の座についた彼らの個人的信用や、銀行とのコネに依存してなされる場面が少なくありません。重太郎は鉄道社債を自分で一手に引き受けたほか、頭取を務める百三十銀行が引き受けの鉄道社債を発行したり、元利保証をして銘柄の信用を高めたり、優先株を発行するなど、鉄道に対する金融に新機軸をもち込んだのです。



◆銀行マン経営者への批判

　重太郎は、銀行・紡織・鉄道以外にも多くの事業に関係しました。日本精糖・大阪アルカリ・大阪麦酒・日本火災保険・日本教育保険・明治生命・明治炭坑・太湖汽船・内国通運・汽車製造などです。これらの多くで社長もしくは取締役、相談役、監査役の地位についていましたが、当然、これらの会社すべてに日常出勤するわけにはいきませんでしたから、経営は大阪紡績同様、他人に任せることになりました。

　当時、このような松本タイプの会社重役は非常にたくさんいました。すでに述べたように、当時の投資家たちは集団を組んで様々な企業に投資しています。それら投資家集団のボスたちは複数の投資先の重役を兼任していました。したがって企業側からすれば、彼らは非常勤重役にすぎず、日常的経営業務を担当する存在ではなかったのです。

　１８９７（明治30）年ごろになると、銀行家がこのように多数の企業に関係することについて、実業界内部からも批判が起こるようになりました。同年大阪を訪れた岩崎弥之助日銀総裁は阪神間の多数の銀行家を前にして、「いまの銀行家は他の種々雑多な事業を兼ねているが、今後小銀行を合併して大銀行を設立するようになれば、今こん日にちのような兼業では銀行家としての本分を尽くすことは困難となる」「将来は諸君がなるべく分業の方針をとることを希望する」（「岩崎日本銀行総裁の演説」『東洋経済新報』）と忠告しています。自分の事業のために、自分の銀行の資金を融ゆう通ずうする、これを「機関銀行」といいますが、岩崎日銀総裁はその弊害を指摘したのです。岩崎と時を同じくして蔵相・松方正義も同様の発言を行いました。

　岩崎日銀総裁や松方蔵相の頭のなかにあった「多企業にかかわる危険な企業家」は、大阪の松本重太郎や田中市兵衛・金沢仁兵衛（平野紡績等の社長）らであったと想像されます。実際、重太郎が取締役を務めていた大阪アルカリは97年に40万円の累積赤字を抱えるに至り、重太郎は退陣を余儀なくされました。同様の状態となった大阪紡績・内外綿・大阪毛糸などでも重太郎は役員を次々に辞任しています。

　98年、大阪紡績の社長を辞任するにあたり、松本は「もはや大株主の名目だけで社長の座に就く時代ではなくなった。各事業に専心する人が社長に就くべきである」と演説し、社長の座を技師長であった山やまの辺べ丈たけ夫おに譲りました。

　それでも重太郎は依然としていくつかの会社の経営にかかわり続けましたが、１９０１～02年に恐慌が訪れると、関係する企業のうちのいくつかが深刻な営業不振に陥り、百三十銀行の経営に悪影響を与えました。特に深刻だったのは日本紡ぼう織しょくで、製品品質の低さや、大きなウェイトを占めていた中国市場での販売不振から経営不振となり、百三十銀行からの融資で糊こ塗とせざるを得ない状態になっていました。１９０４年６月に百三十銀行が破綻した際、同行から日本紡織への融資は１７０万円以上にのぼり、そのほとんどが不良債権化していたのです。また、百三十銀行は頭取の松本重太郎自身、あるいは洋反物商・松本商店へも巨額の融資を行っていましたが、そこでも１２４万円以上が焦げついていました。

　これらは銀行の本店で生じた不良債権でしたが、京都・福井・門も司じなどでも多額の融資焦げつきが生じていました。こうして１９０４年６月、百三十銀行は休業に追い込まれ、その再建は政府の特別融資を受けた安田善次郎の手に委ねられることになります。松本重太郎は百三十銀行に１０１万円以上を弁済したうえで、同行の頭取だけでなく関係していた会社一切から退きました。

　百三十銀行の失敗の原因は第一に、頭取・松本重太郎が自分の関係する事業の金融機関として銀行を利用したことにあります。が、原因はほかにもありました。同行は重太郎の考えに沿って、「人物が堅実で、手腕と技ぎ倆りょうともに優秀と認めた者には、その担保品の有無はあえて厳しく問うところなく、巨額の資金を貸しつける」、つまり「人物本位」の融資方針をとっていたといわれます。また、同行は取引が「敏びん活かつ」で大阪の商家に人気がありました。これは先に述べた顧客サービス重視の経営方針の現れでしたが、逆にいえば放漫な経営に流れる行こう風ふうを作り出すことともなりました。本店だけでなく支店でも融資焦げつきが多額に発生したのは、こうした内部統制の不備が招いた結果といえます。

　また、百三十銀行の救済にあたった安田善次郎は、百三十銀行の内情を調査し、重太郎の銀行経営の難点として、①日銀その他からの借入金利が平均７％、預金者に支払う金利が平均６％といずれも他行より高く、②銀行の建物や設備が贅沢であったこと、③本支店の管理経費（給料を含む）が高かったことを挙げています（由井常彦『安田善次郎』）。

　百三十銀行の破綻後、松本重太郎は隠いん退たいし、その整理が済んでも再び実業界には戻りませんでした。豪壮な堂どう島じまの本邸を引き払って、出入りの大工が提供した質素な住居で老後を送ったのです。１９１３年６月20日没、享年69歳でした。

　歴史ある企業が苦難に直面しているのを尻目に、ＩＴ関連や投資ファンド系の新興企業家が華々しく登場している現代の状況は、明治のそれを彷ほう彿ふつとさせます。この状況において私たちは、松本重太郎からどのような教訓を引き出すことができるでしょうか。

　みずほ銀行・東洋紡・南海鉄道・ＪＲ・日本火災海上保険・大日本精糖・アサヒビールなど、現代の有力企業で重太郎が造った企業は数多いし、その金融支援によって発展の礎いしずえを築いた企業も少なくありません。この意味で、明治という大変動期に重太郎が果たしたベンチャー・キャピタリスト（投資家）としての役割は忘れるべきではないでしょう。しかしながら、近代銀行家、あるいは産業経営者としては重太郎に欠点があったこともまた否定できません。

　ひるがえってみれば、重太郎はあまりに多くの事業に手を広げ、それらを自分自身や親しい者だけで経営しようとしたところに弱点がありました。関係したほとんどの企業で、重太郎は日常的経営業務を管理職社員に委ねましたが、のちに詳述する大阪紡績の山辺丈夫ほど有能な専門経営者に巡り会えた例は、わずかしかなかったのです。

　関係する事業範囲が広範になれば、すべての会社においてトップの職責を果たすのは困難になります。アメリカの有名な経営史家Ａ・Ｄ・チャンドラーも「企業が大規模になれば、複数事業単位・複数職能単位の企業組織や階層的経営者組織を構築すること、さらに、彼らへの権限委譲が重要になる」と指摘しています。現代の新興企業家たちが経済の新しいパラダイムを切り拓く主役となれるかどうかは、彼らが手を広げた事業分野において、しっかりとしたコーポレート・ガバナンスを確立できるか否いなかにかかっているのではないでしょうか。



◆ベンチャー・キャピタリスト─岩下清周

　アイディアや能力、志や勇気はあるが、お金がないので起業できない。あるいは起業しても資金難のために、死の谷に埋没してしまう──ベンチャー企業家によく起こる問題です。つまり、ベンチャー企業家が澎ほう湃はいとして生まれてくるためには、それに資金を供給する仕組みやベンチャー・キャピタリストが必要なのです。その意味で、松本重太郎はベンチャー企業家とベンチャー・キャピタリストを兼ねた人だったといえますが、同じころの大阪にはベンチャー・キャピタリストに徹した企業家もいました。岩いわ下した清せい周しゅうという人です。明治末期から大正期の大阪では工業化が著しく進み、同時に郊外私鉄が目覚ましい発展をとげました。この大阪の工業化や私鉄の発達を支えた銀行家が岩下清周です。

　岩下清周は１８５７（安政４）年、信州・松まつ代しろ藩士の子として生まれました。18歳のとき上京して私塾（現在の立教大学）、東京商法講習所、三菱商業学校などで学んだのち、三井物産に入社、フランス支店長などを務めました。１８９１（明治24）年、三井銀行の改革に奔走していた中な上かみ川がわ彦次郎に招かれ、95年に同行大阪支店長となりました。赴任後は大銀行が敬遠していた取引所仲買人や相場師などへの貸付けも行い、大阪経済界の要請に応じて、大阪支店の貸付け限度額１５０万円を５００万円に引き上げるよう本店に要求します。しかしこれは受け入れられず、横浜支店長に左遷となってしまいました。清周はしかし辞令を拒否、三井銀行を辞職します。大阪にあった北浜銀行の常務に招かれたのが１８９６年で、まもなく３代目頭取となりました。同行は株式取引所関係者などの金融の便を図るために藤田伝三郎らによって設立された銀行でした。

　当時の銀行では預金と貸付金の利ざやをとるのが本来のビジネスで、長期に資金が固定する工業投資資金融通や公社債の引き受けは避けるのが健全だと考えられていました。これに対し、清周は、「日本の銀行業者はすでに有利な事業にしか金を貸さない」と批判し、「これから芽を吹こうとする事業や、資金が足りないために苦心惨さん憺たんしている会社こそ救済すべき」「事業の将来を見込んで、これは安全・有利であると目星をつけたならドシドシ金を貸してやるがいい、そして儲かるまで待っているがいい」と主張しました。

　こうした方針で清周が目をつけたのは、個性的で天才肌の企業家たちでした。日清戦後の不況期に経営不振となり、多くの銀行が融資を回避するなかで紡績合同を推進し、大阪合同紡績（現・東洋紡）という大紡績会社を造り上げた谷たに口ぐち房ふさ蔵ぞう、資金調達に苦心していた大阪瓦ガ斯スの片岡直なお輝てる、豊田式自動織しょっ機きの豊田佐さ吉きち、森永製菓創業者の森永太一郎、電力事業へ積極果敢な投資を行った才さい賀が藤とう吉きち、新式醤油醸造業の発明などに才を示した鈴木藤とう三さぶ郎ろうなどです。

　これらのなかで最もよく知られているのは、今こん日にちの阪急・近鉄の前身である箕みの面お有あり馬ま電気軌道（以下、箕き有ゆう）と大阪電気軌道（以下、大だい軌き）の発起・設立、そして軌道敷ふ設せつ時における清周の活躍です。















　箕有は敷設免許こそ得ていましたが、住宅が少ない北ほく摂せつ田園地帯を路線としていたことから採算性が疑問視され、資本調達難で会社設立が難しくなっていました。しかし、三井銀行時代の部下であった小林一いち三ぞうが「住宅地を開発して乗客需要を造り出せば、採算に乗る」と主張すると、清周は箕有を設立して社長に就任。小林を専務に起用し、北浜銀行を通じて出資や融資、社債応募などで全面的にバックアップしたのです。

　１９０６年に設立された大軌は事業着手にあたって、大阪─奈良間に存在する最難所、生い駒こま山やまをどうやって通過するかという問題に直面しました。工事費の安い「ケーブル案」に傾く大株主が多いなかで、清周は「これからの鉄道はスピードが生命である、資本金３００万円の会社が６００万円投じたとしてもトンネル案を採用すべき」と断固主張、これに消極的な社長と監査役が辞職すると、社長を引き受けて建設工事にとりかかったのです。

　生駒山トンネルは落盤事故で19人の犠牲者を出すほどの難工事になりました。２００万円もの増資を要し、大軌や北浜銀行の経営を危うくするほどでしたが、１９１４年ついに掘削に成功、当時の官鉄では75分かかった大阪─奈良間を55分で結び、大軌発展の糸口を開きます。

　箕有・大軌の鉄道工事を担当したのは、岩下がかわいがっていた新進の土木建設業者・大林芳よし五ご郎ろうでした。なにかと両社を不安視する世間に対して、大林はなにより鉄道施設を早く完成させることが肝要と考えて突貫工事に取り組み、清周の期待に応えたのです。この成功は大林組にとっても重要な発展の契機となりました。

　しかし１９１４年、大軌が募集した優先株２００万円の応募が生駒トンネル事故との関連で不調となり、メイン・バンクの北浜銀行に取りつけ騒ぎが起こります。事件で清周は頭取を辞任しましたが、翌年にはさらに背任、横領、商法違反で起訴されてしまいました。清周個人の投資の焦げつきを銀行の金で穴埋めしたり、情じょう実じつ的てきな融資を行ったなどが罪状とされたのです。裁判では、清周の行状に一切の私心がなかったことこそ認められたものの、懲役３年の実刑判決が出ました。人物本位、事業本位で投融資するというのが清周の方針でしたから、リスクもそれだけ大きかったわけです。融資において人情を排し、冷徹で仮か借しゃくない態度をとった安田善次郎と比べれば、銀行家としての節度に欠けていたのではないかと批判することもできるでしょう。

　しかし、清周が愛した企業家の小林一三、大林芳五郎、豊田佐吉、森永太一郎などがその後大成功を収めたことで証明されているように、彼の「人」と「時代」を見る目は確かでした。

「１００歩先の見える者は狂人扱いされ、50歩先の見える者は多く犠牲者となる。１歩先の見える者が成功者で、現在を見得ぬ者は落らく伍ご者しゃである」。これは小林一三が清周からしばしば聞かされた言葉だといいます。そして小林は清周を「50歩先が見えた人」だったと評していました。また、『岩下清周伝』には「君（岩下）はその成功に死して、その失敗に生きた」との一文があります。清周自身は挫折したが、彼が愛した企業家たちがその後の日本経済を支える強者たちとして育っていったことを指しているといえるでしょう。まさに言い得て妙の清周評と思われます。

　１９１５年、岩下清周は一切の公こう事じを捨てて、恩おん顧こを受けた人々が提供した富士の裾野の農園に隠いん棲せい、10ヵ月の服役期間を除いて、１９２８年３月に死去するまでこの地で田園生活を送りました。若き日に立教学校で学びキリスト者となった清周は、フランス人宣教師によって運営されていたハンセン病患者のための神こう山やま復ふく生せい病院を支援しましたが、カソリック神父となった長男・壮一に至っては父の贖しょく罪ざいとしてこの病院長に就任し、生涯をその事業に捧げたのでした。三女・亀き代よ子こもイギリスに留学後、聖心女子学院の修道尼になっています。



◆政商とはなんだったか

　以上、明治期に登場したベンチャー企業家の幾人かについて書いてきました。これらのベンチャー企業家については、その政商的側面が成功の要因として指摘されることが多いと思います。それでは「政商」とはどういう企業家なのでしょうか。

　政商とは一般に、政治家や政府高官との結びつきを利用して、経済活動上の特権を得たり、政策を自己の利益に有利な方向に誘導して富を蓄積した事業家・企業のこと。そもそもが明治期に登場したこのタイプの事業家を指して作られた歴史用語でした。この語を初めて用いたのは山路愛山『現代金権史』（１９０８年）で、「政府自ら干渉して民業の発達を計はかるに連つれて自おのずから出で来きたる人民の一階級あり。我われ等らは仮かりに之これをなづけて政商といふう」と定義し、「明治の初期に其その時代が作りたる特別の時じ世せいに出で来きたる、特別の階級」だと表現しています。つまり民間資本が発達していないにもかかわらず欧米諸列強の圧力下で急速に資本主義化を図らねばならなかった当時の日本では、国家が主導して資本主義形成の担い手を保護・育成せざるを得ず、そこに政商が生まれることになったと愛山はとらえたのです。

　もっとも、こうした政商の保護・育成政策には、効率的な資源配分を妨げてしまう危険性があります。特定の者を保護することによって新たな参入が規制された場合、保護されている少数の者に超過利潤が発生します。この超過利潤を守るため、保護されている者は利潤の一部を政治家や役人に謝礼として支払い、政治的スキャンダルが起こることになります。ここに政商批判の根拠があります。

　新しい時代の経済活動に適格な経営資源（人材、技術、経営組織など）をもつ者が多数いて経済情報が得られ、資本が容易に調達できる環境なら、政府は直営事業をもちろん控え、民間経済人の保護・育成も最小限にとどめて、経済活動を市場に委ねるべきです。しかしそのような環境が望めず、また官民で目標が共有されている場合であれば、官と民がそれぞれ機能を補完しながら一体化して経済活動にあたる進め方には、それなりの合理性があります。

　もちろん、その目的が政治家・官僚・政商の癒着によって超過利潤を生み出し、それを分配することそのものにあった場合は、それは資源配分に歪みを生じさせる施策だといえます。また、市場が発達して自由な参入が可能な環境が整った段階になっても政商保護政策が続けられるならば、それは効率性を阻害するでしょう。政商とはこうした歴史的見地から評価されるべきものと思います。








第５章　技術者出身の企業家たち








◆産業革命の旗手──山辺丈夫

　明治日本は工業文明、工業技術の面で欧米先進諸国に対して大きな遅れをとっていました。欧米の産業・技術を導入する産業革命が必要とされ、実際に日本で産業革命への道を切り拓ひらいたのは繊維産業、特に綿紡績業です。ここでは、機械制綿紡績業を日本で初めて企業的に成功させた大阪紡績の技師・山やまの辺べ丈たけ夫おの事績を紹介しましょう。１章の企業家の５つのタイプの第３のタイプ「技術者・職人出身の企業家」の代表例です。

　江戸時代、木綿は庶民衣料として大量に消費され、綿花は重要な農産物でした。ところが幕末開港以降、安価で良質な綿製品が大量に輸入されるようになり、日本の綿業は圧迫されるようになります。このため、イギリスからの紡績機械を設置した官営および民間の紡績所が設立されましたが、「二千錘すい紡績」と呼ばれたこれら紡績所の大部分は成功しませんでした。スピンドル（糸を紡ぐ機械設備）が２０００本程度の小規模な機械設備であったためです。

　当時、第一国立銀行頭取であった渋沢栄一は綿糸輸入額が巨額なことを知って、国益のうえから紡績事業を興すことが急務と悟り、機械紡績業会社を設立する計画を練っていました。二千錘紡績失敗の一因が規模の小ささにあると見ていた渋沢は、従来よりも大規模な会社を興す必要があると考え、東京の実業家や綿業商人に声をかけるとともに、蜂はち須す賀か家・毛利家・前田家・上杉家などの旧大名にも出資を呼びかけ、賛同を得ました。次に、技術者・経営者に人を欠いていたことも二千錘紡績失敗の原因に数えられると見た渋沢は、技術の指導や事業の運営にあたる人物を見つけなければならないと考えました。先行の紡績所では外国人技師が招しょう聘へいされましたが、据すえ付つけ工こう程度の知識しかもたなかった者が多かったうえに、なにより日本人職工とのコミュニケーションが困難だったからです。これらの反省を踏まえて渋沢は各方面を物色し、そのなかで浮かび上がってきたのが山辺丈夫という人物でした。















　山辺丈夫は１８５１（嘉永４）年、石いわ見みの国こく津つ和わ野の藩士の家に生まれました。１８７０（明治３）年、東京に上って津和野藩出身の英学者・西にし周あまねの塾・育英舎に入り、さらに大阪の慶應義塾分舎に学んだのち、育英舎や慶應義塾で教きょう鞭べんを執りました。１８７７年、旧津和野藩主の養子・亀井茲これ明あきがイギリスに留学することになると、山辺はそれに随行してロンドンに渡り、ロンドン大学で経済学を学びます。そこにある日舞い込んだのが渋沢栄一からの手紙でした。「イギリスで紡績技術を学び、構想中の紡績会社に協力されたい」。思いがけない申し出に山辺は戸惑いましたが、受諾を勧める実父や友人の手紙も添えられていたため、これを受け入れました。

　山辺はロンドンでただちに機械工学の学習に転じましたが、紡績業の研究は理論だけでなく、工場で実習しなければ意味がないと考え、当時世界的な紡績業の最先端地であったマンチェスターに居を移します。

　マンチェスターで彼はいくつかの紡績工場を訪ねたり新聞広告を出したりして、実習生として採用してくれる工場を探しましたが、極東の国からやってきた見ず知らずの者を受け入れてくれるところはありませんでした。ようやくマンチェスターの北方の都市・ブラックバーン市に紡績工場をもつＷ・Ｅ・ブラッグスという人物に出会い、希望が叶えられることになったのは約１ヵ月後のこと。ブラックバーン市は当時アジア向け綿織物を生産していた街で、ブラッグスは日本を含むアジアへの旅行経験がある人物でした。山辺は教習料として１５０ポンドを支払い、毎日ブラッグスの工場に通いました。この教習料は渋沢が山辺に送った１５００円の研究費から支払われましたが、当時としては大金です。渋沢はのち「清水の舞台から飛んだつもりで出した」と語っています。

　山辺は紡績業全般について研究せねばなりませんでした。生産工程はもちろん綿花の買い入れ、製品の販売方法、包装や積み出しまで、紡績会社経営に必要なすべてを学ぼうとしたのです。こうして１９８０年５月、日本人として初めてイギリスの紡績業の理論と実際を学んだ山辺は、勇ゆう躍やく帰国の途につきました。帰国に際して、山辺はイギリスの有名な紡績機械会社プラット社やハーグリーブス社から紡績機械、蒸気機関などを買付けます。

　帰国すると早速、山辺は渋沢と相談し、工場立地の選定から取り組みました。当初は原動力に水力を想定していましたが、日本の河川では安定した水力を得るのが困難なことがわかり、プランを蒸気力利用に変更します。

　一方、ほぼ同じころ、綿業の中心地であった大阪でも松本重太郎や繊維関係商人のあいだで紡績会社を興す気運が芽生えていました。これを知った渋沢は松本と面談し、計画を一本化します。そして松本や藤田伝三郎の奔走で大阪府から西にし成なり郡三さん軒げん家や村の土地が工場用地に貸し下げられ、社名も大阪紡績会社と決定されたのです。

　25万円という巨額の資本金は渋沢や藤田・松本らが尽力して集めました。藤田が初代社長に、渋沢は相談役に就き、山辺は工務支配人に任じられます。

　１８８３年３月に創立総会開催、同７月に操業開始した大阪紡績は、創業当初から目覚ましい成績を挙げました。先行する紡績所より５倍以上の設備をもつ大規模工場であったこと、蒸気力を利用したこと、労働者の２交代制によって昼夜操業を行ったこと、イギリス製機械に不向きな短繊維の国産綿を使わず、中国綿やインド綿を使ったこと、細糸のインド糸やイギリス糸との直接の競合を避け、それまで日本で作られていた綿織物の原糸となる太糸の生産に集中したことなどが成功の要因でした。これらはいずれも、山辺丈夫の発案によるイノベーションだったのです。

　株主へも手厚い配当を行いました。従来、紡績会社は儲からないものと考えられていただけに、大阪紡績の成績は投資家の耳目を集めていました。山辺は「投資家は株価の上下や配当の額にのみ関心をもち、企業の長期的発展にみじんも関心をもっていない。しかしこれはやむを得ないことだから、会社の実務を担当する者は会社の基礎を固めて隆盛を図るとともに、なるべく配当を多くして、株主の歓心を買わなければならない」と述べています。大阪紡績は高配当によって、まず株主の要求に応えたわけです。

　大阪紡績の好成績に刺激を受けて、１８９０年前後以降、関西地方には天てん満ま紡績・浪華紡績・平野紡績・金かな巾きん製せい織しょく・摂津紡績・泉せん州しゅう紡績・尼崎紡績・岸和田紡績などが続々と設立され、89年に東京で設立されていた鐘かねが淵ふち紡績も兵庫工場・淀川工場を建設、本拠を事実上関西に移しました。こうして早くも91年には国内綿糸の生産高が輸入高を上回り、97年には綿糸輸出高が輸入高を凌りょう駕がするに至りました。紡績業は西洋から移植された近代産業のうち、もっとも早く自立できた産業となり、日本の産業革命の主導部門となったのです。大阪は「東洋のマンチェスター」と呼ばれ、工業都市として発展していく基礎を築きました。



◆経営すれど権利なし

　山辺はその後も次々と革新を遂行してゆきます。大阪紡績設立の４年後、１８８７（明治20）年には大阪織布会社を設立し、織布業に進出、のちこれは大阪紡績に合併され、兼営の織布部門として同社の中核事業となっていきました。１９００年には渡米して当時の最新鋭織機であったノースロップ自動力織機を購入、織布部門の増強に努めました。

　実は、大阪紡績は92年に失火して工場設備の半分を失うという危機に直面しています。しかし山辺はこれをむしろ奇き貨かとして、復旧の際に世界的な最新鋭機として名を馳せていたリング紡績機を導入しました。操作にかなり熟練を要したそれまでのミュール機に対し、リング機は慣れない女子工員でも操作が容易であったうえ、太糸生産に向いていましたから、生産性はまた著しく向上しました。やがて他社もこれに追随。日本の紡績会社はミュール機に固執していたイギリス紡績業を追い抜くことになったのです。

　大阪紡績は１８９０年に綿糸の輸出を始めましたが、日清戦争後はイギリス糸やインド糸との競争に勝って中国・朝鮮への輸出が飛躍的に伸び、98年には生産綿糸の約半分を中国・朝鮮などアジアへの輸出に振り向けることになりました。93年からは中国・朝鮮などへの綿布輸出も始めます。輸出にあたった当初は三重紡績・金巾製織と激しい競争を演じましたが、やがてこの３社は三井物産と組んで輸出組合を結成し、共通商標を定めて、中国在来綿布やイギリス綿布、アメリカ綿布との競争に打ち勝っていきます。この組合がきっかけで大阪紡績は１９０６年に金巾製織を吸収合併、14年には三重紡績と合併して東洋紡績株式会社になったのです。寄宿舎を設けて女子工員の遠隔地募集を始めたこと、中国綿・インド綿・アメリカ綿などを混合して用いる混綿技術を発達させ、原綿コストの低下を実現したことなども重要な経営革新でした。

　ところで先にも述べたとおり、大阪紡績発足時は頭取が藤田伝三郎、取締役・松本重太郎、設立のプロモーターである渋沢栄一が相談役に就任し、山辺丈夫の地位は工務支配人でした。87年１月、藤田に代わって松本が頭取に就任し、取締役にも若干の変更がありましたが、大株主の代表が役員に就任するスタイルは変わりませんでした。

　株式会社の形で企業を運営する経験が浅かったこの当時、大企業における社長や取締役の重要な役割は、異なる背景・系譜をもつ多数の株主たちの意見・利害をどのように調整するかでした。当時の株主は投資の成果に敏感で、いま以上に口うるさい存在だったのです。トップに要求される資質は調整役としての能力と、政財界における信望でした。大阪紡績でこの役割を果たしたのが藤田・松本・渋沢らです。彼らは日常、会社に出勤せず、経営実務を工務支配人の山辺や商務支配人に任せていました。工務支配人や商務支配人は役員ではなく使用人の身分で、実質的に経営者の役割を果たしていたのです。待遇が悪かったわけではありません。発足当時、月給が頭取30円、取締役20円であったのに対し、工務・商務支配人のそれが50円。そこからも、工務・商務支配人の役割の大きさがわかります。

　しかし経営状態が悪くなってくると、大株主たちはやかましくなります。株主たちは社長や取締役の責任よりも、山辺のような雇用経営者の責任を追及し、社長や取締役も株主の側に立ちます。１９００年ころ、日清戦争後の反動不況で大阪紡績が苦境に直面した際、山辺は松本社長ら大株主グループからの批判にさらされました。山辺は95年に取締役となってはいましたが、依然として株主からは使用人扱いされていたのです。山辺も弱気となり、東京飛鳥あすか山やまの渋沢邸を訪ね、辞任を申し出ます。しかし、渋沢は山辺を断固支持し、職にとどまるよう説得しました。

　１８９８年になると大阪紡績の経営は好転し、今度は松本が辞任を申し出たため、代わって山辺が社長に就任することとなりました。このとき松本は「最も早はや今こん日にちニテハ工業モ著シク進歩シ、従来ト異ことニシテ其その人ノ名ニ依よリ事ことヲ為なスニ非あらズ。大おおいニ経費ヲ節減シ、製せい額がくヲ登のぼシ、他ニ関係少ナキ専心其その事務ニ従事スル社長ヲ置カザルヲ得ザル時ニ際シタル」と演説して社長の椅子を去りました。山辺の大阪紡績社長就任は、技術者がいよいよトップ・マネジメントに就任する、雇用経営者支配企業の幕開けを告げる事件となったのです。



◆技術者から銀行家へ──菊池恭三

　日本の産業革命の開拓者となった紡績業は数多くの優れた企業家を生み出しましたが、山辺の東洋紡績のライバル会社・大日本紡績（現・ユニチカ）には、山辺に勝るとも劣らない足跡を残した技術経営者・菊池恭きょう三ぞうという人がいました。

　大阪紡績の成功に刺激を受けて、明治20年代に関西で紡績会社の起業が盛んになり、河かわ内ちの平野では名家・末すえ吉よし家や肥料商・金沢仁兵衛らにより平野紡績が設立されました。同社も大阪紡績にならって日本人技師による経営をもくろみ、その人物として菊池恭三に白羽の矢を立てたのです。

　菊池は１８５９（安政６）年、伊予国西宇和島川上村の庄屋の家に生まれ、大阪英語学校（第三高等学校の前身）を経て、工部大学校（現・東大工学部）で船舶機械工学を専攻。87（明治20）年からは大阪造幣局に勤務していた、当時数少ない高級技師の一人でした。紡績業に誘われた菊池は自分の専門と異なるため躊ちゅう躇ちょしましたが、英国に留学させてもらうことを条件にこれを引き受けました。

　87年10月、菊池はイギリスのマンチェスターに渡り、山辺が下宿していたリッチモンドという人の家に下宿。昼は紡績工場で実習を経験し、夜はマンチェスター・テクニカル・スクールに通い、紡績の原理の勉強をしました。リッチモンド宅にはその後も服部俊一（尾張紡績）、高たか辻つじ奈な良ら造ぞう（金巾製織）などが下宿しています。会社は異なっても技術者間の情報交換はされていたようで、興味深いものがあります。菊池の留学期間は約１年でしたが、工部大学校出の技師でしたから、技術習得の点では山辺よりも有利だったでしょう。

　88年11月に帰国した菊池は支配人兼工務長に就任しました。非常勤の金沢社長に代わって平野紡の経営を全面的に総轄する地位についたわけです。菊池の指揮の下、平野紡は順調に発展し、89年開業当初５０００錘（スピンドル）であった紡機は、98年には３万８４００錘となり、瞬またたく間まに有力紡績会社の一角を占めるようになりました。

　しかし、菊池の期待は次第に裏切られていきます。金沢社長はじめ、平野紡の株主や取締役たちは技術者としての菊池の能力は認めていながら、「技術者は重役になれぬ」との当時の大阪経済界の通念を疑うことなく、大株主や取締役とは明確な一線を引いていました。「一銭も出資していない技師は機械と同じであり、それを運転していればいい」という姿勢だったのです。金沢社長が義弟の仁に作さくを取締役に、次いで社長代理に任命するに及び、菊池の不満は高まりました。

　１８８９年、尼崎地帯がわが国最上の綿花である阪さか上じょう綿めんの産地であったことから、尼あまが崎さきの綿花商や大阪の銀行家たちによって尼崎紡績が設立されました。しかし同社には優秀な技術者がいません。ある日、大株主の一人で弱冠24歳の気鋭の銀行家・福本元もと之の助すけが菊池を訪問しました。尼崎紡に技師として来てほしいという来意でした。福本に惚れ込んだ菊池は「平野紡が許すなら移ってもよい」と答えます。しかし問題は平野紡が承諾するかどうか。平野紡の金沢社長は福本に菊池の留学費用の一部２０００円を負担すること、技術顧問として菊池が平野紡を兼務するという条件を飲めば、希望に応じると返しました。

　尼崎紡で菊池は、機械の選択・据え付け・運転開始など平野紡より自由に振る舞うことができました。ここで菊池は、従来の日本の紡績会社が太糸生産に特化していたのに対し、輸入綿糸が強い競争力をもっていた32番手撚ねん糸しと42番手撚糸という中糸の撚糸生産に果敢に取り組みます。この狙いは成功、尼崎紡は中糸・細糸に強い紡績会社という特色を得て、業界に独自の地ち歩ほを築き上げることになったのです。

　尼崎紡が設立されたのと同じ年、大阪道ど修しょう町まちの紅べに花ばな商・高田久右衛門、両替商・田中甚兵衛、伊藤九兵衛、洋反たん物もの商・平野平兵衛らによって摂津紡績が設立されました。平野平兵衛は平野紡社長である金沢の親戚でしたから、設立にあたって技術者として菊池を借りることを申し入れ、金沢もこれを承諾しました。このとき、平野紡、尼崎紡、摂津紡三社の支配人兼工務長となった菊池は、３社と「辞職解任約定書」を交わしています。これは当時、工場の運転が軌道に乗ると技師をお払い箱にするような風潮が大阪にあったため、そんな会社の勝手な振る舞いを防ぐために菊池が求めた契約でした。当時の技師の置かれた立場がよくわかります。

　ライバル会社に技術者の借用を申し入れる、また頼まれたほうもそれを承諾する、というといかにも牧歌的に映りますが、金沢社長も福本もきっちり算盤そろばんをはじいていました。３社で交渉の結果、摂津紡は平野紡に６００円、尼崎紡に７００円を支払うことになりました。これで摂津紡は１３００円の負担、尼崎紡も先に平野紡に払っていた２０００円のうち７００円が戻ってきたので、１３００円の負担となりました。他方、菊池を留学させた平野紡は、尼崎紡と摂津紡から合計２６００円受け取ったことになりますが、留学費用は３０００円（現在の価値で１６００万円程度）だったといわれますから、この点では最も得をしたことになります。とにかく技術者が引っ張りだこの時代、技術者の養成には高額の費用がかかります。これを割り勘にできたことは３社にとって幸いだったといえるでしょう。



◆酷使された技術者社長

　３社兼務となってから、菊池は毎日２社ずつ輪りん番ばんで回りました。平野紡は大阪の東南端、尼崎紡は大阪の西北、摂津紡は木津川尻とかなり離れていたため、菊池は乗馬で通勤したといいます。それでも菊池は、摂津紡については太糸生産に特化して輸出市場でシェアを広げる戦略をとり、尼崎紡においては中・細糸生産に集中して、国内で外国綿糸と対抗する戦略をとるなど、３社が直接的に競争関係に立たないように配慮しました。

　尼崎紡を中・細糸生産に特化させるについては苦労がありました。この分野では品質のいいイギリス糸との技術格差が著しかったからです。イギリスの技師に教えを乞うても、そのノウハウを明かしてくれる者はいませんでした。しかし、訪問したある紡績工場で糸を水に濡らしている現場を目撃し、ここから菊池は湿しつ撚ねん法ほうという方法を考えついたのです。また、多忙のなかアメリカに渡り、中・細にはアメリカの２種類の原綿を混綿するのが最適であることを発見しました。この湿撚法と混綿技術によって尼崎紡はイギリス品と遜そん色しょくのない42番手撚糸生産に成功、１８９９（明治32）年に同社は国内の42番手撚糸生産の68％を占めるに至ったのです。加えて菊池はガス糸紡（糸をガスで焼くことにより毛け羽ばを取り、光沢のある糸ができる）についても調査し、顧問をしていた日本紡績でわが国初めてのガス糸紡出を実現させました。１９０６年には別会社として東洋紡織を興し、他社が手がけていなかった細手綿布生産にも進出。同社の製品はまもなく輸入品を圧し、海外に輸出するまでになり、08年に尼崎紡に合併され、同社の収益部門となりました。

　菊池は技師長でしたが、事実上は３社のトップ経営者でした。しかし先に述べたように、株主や取締役たちは菊池を社長はおろか取締役などにも取り立てようとしません。特に商人意識が濃厚で、技師を軽視していた平野紡とは反りが合いませんでした。けれども次第に大株主たちも菊池の経営者としての力を認めざるを得なくなりました。93年に、菊池に好意的であった尼崎紡の大株主・福本元之助が社長に就任すると、件くだんの若き銀行家は大株主たちの反対を押し切って菊池を取締役に登用、それにならって摂津紡でも97年に菊池を常務取締役の地位につけたのです。意を強くしたのか菊池は翌年、嫌悪していた平野紡と絶縁します。１９０１年に関係会社が破綻した責任をとって福本が尼崎紡の社長を辞任すると、菊池はその後を継ぎ、続いて摂津紡でも１９１５年に社長となりました。菊池が去ったあと不振となっていた平野紡については、摂津紡がすでにこれを合併していましたから、ここにようやく菊池は３社を名実ともに支配するようになったのです。



◆糸へんから金融へ

　１９１８（大正７）年に尼崎紡と摂津紡は合併し、大日本紡績が誕生します。先に大阪紡と三重紡が合併して東洋紡績が生まれ、鐘淵紡績も多くの紡績会社を合同して大紡績会社となっているなど、紡績大合同は時代の流れでしたが、大日本紡績の場合、なんといっても菊池が両社の社長を兼任していたことが合併の促進要因になりました。

　大日本紡績社長として菊池は、綿紡績企業の多角化を図る必要があるとして、絹糸と毛糸の紡績を行う日本絹けん毛もう紡績を設立（１９２３年大日本紡績に合併）しました。１９１９～20年には、重要市場である中国が国内産業を振興させたために輸出が困難になると予見し、青島チンタオと上海に工場を建設します。明治時代には日本の製造業はすでに海外投資していたわけです。また第一次世界大戦後に綿花輸入が困難となり、綿糸の代替として人じん絹けん（レーヨン）が注目されると、いち早く子会社として１９２６（昭和元）年に日本レイヨンを設立しました（のち69年にこの日本レイヨンとニチボー〈大日本紡績から社名変更〉が合併してユニチカとなります）。このように、菊池は日本の産業革命の先導産業であった紡績業界において、常にパイオニア的役割を演じ続けたのです。

　菊池は銀行家としても活躍しました。菊地が初めて銀行にかかわりをもつようになったのは１９１５年に三十四銀行の監査役となったときで、18年には取締役に就任しました。ところが23年に菊池を取締役に登用した小山健けん三ぞうが死去し、図らずも菊池は三十四銀行頭取に推されることになったのです。三十四銀行は、明治期に大阪の企業に多数投資した大阪屈指の木綿問屋商人・岡橋治じ助すけらが設立した第三十四国立銀行が前身。大阪の糸へん関係を営業基盤とする堅実な銀行でしたが、特に１８９９年に元文部次官であった小山健三を頭取に迎えてからはさらに発展をとげ、大阪を代表する商業銀行となっていました。

　菊池は、綿業を本業とする彼が三十四銀行頭取に指名されたことを「あたかも操みさおを汚けがされたような感がある」と述べたといいますが、就任したらしたでアクティブな企業者活動を展開しました。菊池が頭取に就任してから経済界には関東大震災、金融恐慌、金解禁、昭和恐慌、金輸出再禁止など次々と混乱が生じて銀行界は大きく動揺、弱小銀行の取りつけ騒ぎや破綻、消滅もしくは他行への吸収が頻発しています。そのなかにあって三十四銀行は１９２４年から33年までに預金及び貸出をほぼ倍増させ、支店網を26店から１１２店に広げました。これは破綻に瀕した銀行を次々と合併した菊池の積極路線によるものです。

　菊池の銀行合同事業の掉とう尾びを飾る事業が、１９３３年における三和銀行の創設でした。三和銀行は三十四銀行・山口銀行・鴻池銀行の合併によって成立したもので、その推進者は当時の日銀大阪支店長であった中なか根ね貞さだ彦ひこ（初代の三和銀行頭取となる）といわれていますが、当の中根はこれを否定、「君（菊池）の主張がなかったならばこの合併は実現されなかった」と、菊池が主導者であったことを示唆しています。

　菊池について中根は「晩年の菊池君は紡績人としてよりも銀行家としての色彩が強く出ていた」と評し、また三十四銀行の常務であった佐野政まさ清きよは「翁おう（菊池）は技術者出身に似合わぬ経済理財の道に明るい方であった。算盤そろばんの確かな判断力、決断力に富んだ、銀行家に誂あつらえ向きの素質を具そなへて居おられた」と述べています。

　また第二次世界大戦後、大日本紡績の社長となった原吉きっ平ぺいは、「紡績人の菊池の経営方針は物心両面よりする徹底した合理化にあった。極力無駄を排除して生産の昂こう揚ようと資本の蓄積に力を注ぐことを要請した。社員が鉛筆一本、ペン先一本の支給を受けるにも、いままで使っていたものを提示して、使えなくなったことを証明することを求めた。これほどの合理主義であったからこそ、わが国の紡績業は民間の自力で世界との競争に勝ち抜くことができたのだ」と、菊池の人となりを紹介しています。



◆その他の技術系企業家たち

　そのほかにも明治期には数多くの技術系企業家たちが登場しました。

　繊維産業関連では京都の和菓子店の息子であった稲いな畑ばた勝かつ太た郎ろう。15歳で京都の公費留学生に選ばれ、８年間にわたりフランスのリヨン大学などで合成染料や染色技術を学び、帰国後、染料店を開業して日本の洋式染料産業の先陣を切りました。

　電気関係では、ともに工部大学校出身でアメリカ留学した藤岡市いち助すけと岩いわ垂だれ邦彦が、それぞれ東京電燈（現・東京電力）と東芝の前身である白熱舎、大阪電燈（現・関西電力）と日本電気の技師長から経営者となりました。藤田伝三郎の項でも触れましたが、東京帝国大学工科大学卒で久原鉱業所日立鉱山の電気技師として国産初の電動機を開発し、日立製作所の基礎を築いた小平浪平もこのタイプの企業家でした。薬業界では、幕府医学所に学び、西洋薬剤の生産・販売、医薬分業を唱えた資生堂の創業者・福原有あり信のぶ、工部大学校からグラスゴー大学で学んだ化学者で「タカジアスターゼ」（胃薬）を発明、三共の社長となった高たか峰みね譲じょう吉きちを挙げることができます。

　無学歴で徒弟から職人となり、天てん賦ぷの才と努力で発明者となった人々も多くいました。

　養殖真珠の御み木き本もと幸吉。自動織機の豊田佐吉（現在のトヨタの創業者）。東芝の源流をなす田中製作所を創業した「からくり儀右衛門」こと田中久ひさ重しげ。国内初のオルガンを製作した山やま葉は寅とら楠くす（現在のヤマハの創業者）。国産初の合わせ目がない鋳ちゅう鉄てつ管かんを開発し、水道管の国産化に貢献した久保田権ごん四し郎ろう（現・クボタ創業者）。仏具製造から理化学器械製造の島津製作所を創業した島津源げん蔵ぞう。幼少時代に銀細工術を習得、工部省電信寮技手として腕を磨いて電信機の国産に貢献、のち沖電気を創業した沖牙きば太た郎ろうなど──。いずれも苦心惨さん憺たん、不ふ撓とう不ふ屈くつの精神で独自の技術開発に成功した人々であり、「モノづくり日本」の礎を築いてくれた人々です。








第６章　社会的企業家たちのミッション








◆キリスト教精神で地域を守る──波多野鶴吉

　続いて第４のタイプ、社会的企業家を紹介します。

　近年、「社会的企業家」という語がよく聞かれます。社会が求めている課題の解決をミッションとして、事業性、革新性をもってこれに取り組む企業家というのがその定義ですが、明治時代にもこのタイプの企業家がいました。郡ぐん是ぜ製糸（現・グンゼ）の創業者・波は多た野の鶴つる吉きちがその一人です。

　鶴吉は１８５８（安政５）年京都府何鹿いかるが郡（現綾部市）の大庄屋・羽は室むろ家に生まれましたが、７歳のとき母の親戚の波多野家の養子となります。将来、波多野家の一人娘であった花（当時５歳）との結婚を前提にした養子縁組でした。ところが、鶴吉15歳、花13歳のときに養父母が相次いで死亡、幼い二人だけが取り残されることになりました。

　１８７５（明治８）年、17歳になると鶴吉は郷里にくすぶっているときではないと京都に出て京都中学に入学、数学の勉強に取り組みました。その後いったん帰郷して花と結婚しますが、すぐさま京都に戻り、結局、都合７年間を京都ですごしています。

　この７年間に鶴吉は熱心に数学の研究を続け、数学塾を開いたり、貸本屋のほかいくつかの事業に手を出しますが、いずれもうまくいきませんでした。それだけではなく二は十た歳ち前後の数年間には、「一時悪魔ノ誘惑ニ逢あヒいテ暗黒界に陥リ、放ほう蕩とうノ余あまリ養家ノ家産ヲ蕩とう尽じんシ、窮きゅう迫はく流る浪ろう、進退維こレ谷きわマリ」と後年鶴吉自身が告白するように、花か柳りゅう病びょう（梅毒）に冒されるほどの放蕩生活を送っています。妻の花は波多野家の土地など財産を売って夫に送金し続けましたが、それでも足らず、鶴吉は１０００円もの借金を抱えることになったのです。

　１８８１年、23歳のとき、悔いて帰郷した鶴吉は小学校の教員になります。当初は放ほう蕩とう三ざん昧まいの生活を送っていた者としてなにかと噂されましたが、専門書を出版するほど数学を学んでいた学識と熱心さによって、鶴吉は地元から次第に信用を得る存在になってゆきました。















　一方で彼は４年間の教員生活で教え子を通じ、地場産業である養よう蚕さんに従事する農民の貧しく苦しい生活を知ります。蚕糸業に関心をもった鶴吉は教員生活の傍らで蚕糸業に関する書籍雑誌を購入して研究を始め、農談会（農業の改良を目的とした篤とく農のう家かの集まり）や農産物品評会に出席したり、養蚕農家を訪れるなどして、次第に養蚕家に認められるようになりました。

　三さん丹たん（丹波・丹後・但た馬じま）地方の蚕糸業は古い歴史をもっていましたが、幕末の開港後、信州や群馬・福島の産地が輸出向けに品質の改良に努力し、増産を実現したのに対し、丹後や京都の西陣など従来からの仕向け先に送る生産に甘んじていました。この結果、１８８５年に農商務省が開いた共進会では、三丹地方の製品を含む京都府の繭まゆと生き糸いとは「粗そノ魁さきがけタラン」、すなわち「最も粗悪な製品」という評価を受けてしまいました。このため、地元の業者のあいだでは組合を組織して品質の改良を図ろうとする気運が起こり、86年に何鹿郡蚕糸業組合が設立されます。鶴吉はこの初代組合長に推薦されました。

　鶴吉に課された使命は繭と生糸の品質改良に指導的役割を果たすことでした。当時、何鹿郡には多くの製糸場がありましたが、いずれも個人経営の小規模なもので、蒸気機関を装備した施設はわずかでした。器械製糸とは名ばかりな製糸場がほとんどだったのです。また養蚕農家には互いに協力して繭の品質向上に取り組むという姿勢がなく、販売も問屋任せだったため、製品も安く買い叩かれているありさまでした。

　そのため鶴吉は製糸について、地元の業者が協力して大製糸場を設けるよう勧めましたが、これを理解して協力しようとする業者はいませんでした。自分でやるほかはないと鶴吉は決意、兄や親類の協力を得て、87年に羽室組と称する10釜規模の小さな製糸工場をつくります。幸いこれは成功し、89年には蒸気機関を導入して34釜まで拡張しています。次に養蚕についても自営することとし、部下２名を群馬・福島などの養蚕先進地に派遣してその技術を導入しようとしました。さらに養蚕伝習所を造り、蚕さん種しゅ製造や桑そう園えんの改良、蚕飼育法の研究・普及を行ったのです。こうした功績が認められて鶴吉は91年、京都府蚕糸業取締役頭取に推され、就任しました。



◆郡の急務、それが郡是

　こうして何鹿郡の蚕糸業は発展の兆きざしを見せ始めましたが、鶴吉はこの程度では満足しません。蚕糸業の改良のためには大資本の会社組織によって、最高級の設備をもつ一大工場を設立し、ここに郡内の産さん繭けんすべてを集めて製糸するべきだと力説したのです。

　ここで「品質改良」と言うとき鶴吉が目指したのは、単なる最劣等糸という地位からの脱却ではなく、より高い目標でした。幕末開港後、日本の生糸は大量に輸出されますが、多くの場合、日本の生糸は織物の緯よこ糸いとに使われ、経たて糸いとにはあまり使われませんでした。一般に経糸のほうには優等糸が、緯糸には普通糸が使われるもの。経糸に使われることが多いイタリア糸やフランス糸に比べて、日本の生糸は世界でさほど高く評価されなかったのです。鶴吉は大半の日本の製糸家が主力を置いていた普通糸（緯糸用）ではなく、優良糸（経糸）の大量生産を実現できるような技術改良を目指していました。

　このような鶴吉の構想はようやく日清戦後の企業勃ぼっ興こうブーム期に日の目を見ることになります。これを後押ししたのが、１８９５年第２回全国蚕糸業大会にやってきた元農商務省次官・前田正まさ名なでした。前田は在来産業、地方産業の振興こそが最も重要な産業政策であるとの持論をもち、報告書としてまとめた『興業意見』を刊行してその実現に努めましたが果たせず、90年に下げ野やしていました。大会に来た当時は役人時代に果たせなかった夢を実現すべく、「実業会」会かい頭とうとして全国を遊ゆう説ぜいしていたのです。

　前田は大会会頭の式辞のなかで「国、県、郡にはそれぞれ急務とすべき事業がある。国においてはこれを国こく是ぜというが、県においてはこれを県けん是ぜ、郡村においてはこれを郡是、村そん是ぜという」と演説します。これは鶴吉の琴きん線せんにいたく響く言葉でした。蚕糸業の振興こそ何鹿郡が「急務トスベキ事業」であり、これが「郡是」であるとの啓示を鶴吉は得たのです。こうして１８９６年５月、郡是製糸株式会社が創立されることになりました。社長には兄の羽室嘉右衛門かえもんが就任し、鶴吉は取締役となりましたが、トップの職責は事実上、鶴吉が担にないました。

　この会社の大きな特色は、まず株主構成に表れています。７３８名の株主はすべて養蚕農家で、うち２株未満の者が４４６名で株主総数の60％を占め、10株未満となると７０３名、95％にのぼりました。大株主のほうは社長の羽室嘉右衛門で３３５株、１００株以上は７人いて鶴吉もその一人でしたが、総株数は４９００株でしたから社長でも７％を満たしません。つまり、大株主支配の会社ではなかったのです。

　事業についても、郡是製糸の「目もく論ろ見み書」は「当面、何鹿郡の３５００戸の養蚕農家が生産する繭３５００石こくのすべてを引き受け、これを製糸する」として１６８釜の規模の工場でスタートし、10年後に養蚕農家数を５２５０戸、総生産高で１万５００石（すなわち１戸当たりの繭生産高を１石から２石へ増産させる）まで増加させ、その折に工場を５０４釜まで拡張する、という計画を明らかにしています。

　さらに、自家営業を廃止して郡是製糸の株主になる何鹿郡内の製糸家に対しては、彼らが雇っていた職工の「養成費」を製糸家に支払うとともに、その職工を郡是製糸で引き継いで雇用するとしていました。

　さらに「目論見書」は、「会社ノ性質は株式会社ナルガ故ゆえニ固もとヨリ利益ヲ重ンゼベキハ当然ノコトナルモ、設立ノ趣旨ハ、専もっぱラ蚕さん業ぎょうノ奨励機関タルニアルヲ以もっテ特ニ此こノ精神ニヨリ経営スルコト」と謳うたいます。

　以上の宣言は、郡是製糸が少数の株主の利益を目的とする会社ではなく、何鹿郡の蚕糸業関係者全体の利益を増進するという公共的使命、社会的使命を追求する会社として設立されたことを示しています。鶴吉は、小株主が多いと面倒なのではないかと尋ねられたとき、「この一株株主がありがたいのだ。大株主が多いと、配当のことなどやかましく言って真の経営ができない。郡是は、はじめは損得を度外に置いて、もっぱら養蚕のほうを発達させるつもりだから」と言ったと伝えられています。この弁にも示されているように、鶴吉が非常に重視したのは、製糸家と養蚕農家の共存共栄を図ることでした。

　郡是製糸創業のころ何鹿郡では、養蚕家と問屋の取引は「見本取引」という手法で行われていました。これはあらかじめ養蚕家が提出した見本で値決めしておき、後日、養蚕家が現品を持ってきたときに見本と比較検査し、合格品のみ問屋が買付けるという取引です。養蚕家は高い値段で売りたいので、上質の繭を見本品として持ってきます。いきおい見本と現品との品質の差は大きく、合格率が１～２割にしかならないありさまで、養蚕家と問屋とのあいだに再検査や値引きなど様々な手て練れん手て管くだが繰り広げられる醜態が続いていました。鶴吉はこうした不透明な取引は望ましくなく、「売って喜び、買って喜ぶ」ような方法がないものかと考えたのです。

　ここで考え出されたのが「正量取引」という方法でした。これは村単位で品質ごとにまとめて送られた繭を郡是製糸で試験製糸し、それを科学的な方法で品質鑑定し、価格を決める方法です。正量取引の導入により、ようやく駆け引きや相場によって左右されるところが少ない合理的な値決めが実現しました。養蚕農家には、品質のいい繭を作れば高い報酬が得られるというインセンティブが生まれ、また、村単位で納入することになったため、養蚕農家間で連帯責任の意識が強まり、繭の品質向上が促進される結果になったのです。



◆善い人が良い糸を作る

　鶴吉は、品質改善の実現には生産の技術や仕組みの改善だけでは不充分であり、それにかかわる人々の人格向上が重要と考えていました。１８９０（明治23）年に同志社神学校出身で社会改良家として活動していた牧師・留とめ岡おか幸こう助すけから洗礼を受けてキリスト教に入信していた鶴吉は、「善よき樹は善き果かを結び、悪あしき樹は悪しき果を結ぶ」という聖書の言葉から、「善い人が良い糸をつくり、信用される人が信用される糸を作る」との信念を得て、従業員の教育・養成にあたるようになります。

　彼の目標である「熟練ト親切ヲ以もっテ一いっ定てい優良ナル生糸ヲ多量ニ製造スル」において、「熟練」は技術指導を徹底し、勤続の安定を図れば成果は得られるものの、「親切」（鶴吉が考えた「親切」とは心を込めた丁寧な仕事と解釈されます）は工女一人ひとりの心の持ち方にかかわるものなので、愛情を込めて工女の能力と人格を高めなければならないと考えたのでした。そして、その拠より所どころとしたのがキリスト教の教えです。

　郡是製糸では当初からキリスト主義の修身教育や講話会が定期的に催され、従業員のあいだにはじょじょにキリスト教が普及してゆきました。工女の一般教養向上を目指して夜学が開かれ、読書・裁縫・算術などを教えました。

　さらに１９０２年、鶴吉はキリスト教主義による社内教育のさらなる充実を図るため、社内に教育部と郡是女学会を設置、東京で独立して伝道にあたっていた川合かわい信しん水すいを教育部長に招きます。川合は赴任するや、鶴吉の「善良な糸は善良な工女が作る」というのは真理だが、「善良な糸を作ることを目的として教育をするのは、事業の成功を目的として教育を利用しもしくは手段とするものである。教育は事業の手段ではなく、事業の利害を超え、人を愛する心をもってするものである」「職工を善くしたいと思うならば、あなた自身が善くなければならない」と説きました。ここにおいて、郡是製糸の教育は工女の職業教育の域を超え、会社構成員全体の精神教育へと深化したのです。人はこの郡是製糸を見て、「外から見れば工場だが、裏から見れば学校だ」と称したと伝えられています。

　１９００年、パリで開かれた万国博覧会において、郡是製糸の製品は金賞を受賞します。また02年以降、アメリカの有力な絹織物業者スキンナー商会の一手買い上げも決定しました。「世界市場で太刀打ちできる優良製糸の生産を」という鶴吉の努力が満面開花したのです。この後も郡是製糸は順調に発展、トップランナーの片倉組に次ぐ業界２位の地位を確保するようになりました。片倉組が普通糸を主力にしていたのに対し、郡是製糸は海外市場で強い優良糸に注力していましたから、外貨獲得という点で日本経済に大きく貢献したのです。

　以上に見たように波多野鶴吉は、キリスト教信仰という強いバックボーンに支えられて、幕末開港後の市場環境の変化のなかで苦境に直面していた郷里の伝統産業の再興と、地域社会の人々を物心両面で福利向上させるという社会的・公共的使命を、郡是製糸という営利企業を立ち上げることによって実現したのでした。私欲を排し、利他を重んじる精神、強い社会的使命、そして事業性と革新性が「社会的企業家」と呼ばれる企業家の要件であるとすれば、波多野鶴吉はまさにその先駆者の一人であったといえるでしょう。



　波多野鶴吉のほかにも社会的企業家と見ていい企業家がいます。

　キリスト教伝道者として来日し、のち建築家として活動しながら、キリスト教の伝道と救済を目的として「近江ミッション（のち近江兄弟社）」を設立したアメリカ人ウィリアム・メレル・ヴォーリズも代表的な社会的企業家だといえます。近江ミッションは建築設計、メンソレータムの販売などを行い、その収益の多くを投じて琵琶湖畔の各地に教会や療養院、基督キリスト教慈善教化財団、幼稚園、図書館を設立、地域貢献に務めたのです。

　このほか、倉敷の大地主であった大原孝こう四し郎ろう・孫まご三さぶ郎ろう父子は倉敷の地域起こしの一つとして紡績会社の設立が計画されるや、これに賛同。指導的役割を演じ、倉敷紡績を有力紡績会社に発展させただけではなく大原美術館、大原社会問題研究所、倉敷中央病院、倉敷労働科学研究所、孤児院などを設立しました。フィランソロピー（社会貢献）活動に情熱を傾けた企業家として知られています。








第７章　近代をつくった財界リーダー








◆ビジネス・リーダーの役割

「一般に、遅れて近代化にスタートした国ほど、先発国が永年かかって開発してきたいろいろな技術や制度を借用できる環境にあるから、発展のスピードは先発国より速くなる」

　これはアメリカの有名な経済史家Ａ・ガーシェンクロンという学者が述べた説で、「相対的後進性の有利性」と呼ばれるものです。しかしながら、先進国側に供給できる技術や制度が存在していても、後発国がそれを受け入れ、わが物として定着させることができるかどうかは別問題です。それを実現するためには、外からの刺激に速すみやかに適応する能力がその国に備わっていなければなりません。幸い明治期の日本では、その条件がかなりの程度整っていたのではないか、と、私は本書の冒頭で指摘しました。

　しかし、適応能力と同じくらい重要なことは、その国の人々が先進国との文明のギャップを知覚し、それを埋めようとする意識をもてるかどうかです。長いあいだ、その国の社会・経済の伝統的慣習・システムに慣れ切っていた人々にとっては、新しい文明・技術・制度を受け入れることは過去との断絶を意味しますから、どうしても心理的負担が生じます。幕末の「攘夷」運動はその端的な現れであったといえるでしょう。「攘夷」が「文明開化」に転じるには、人々の意識と行動の変革が必要だったのです。

　そして、こうした国民の意識や行動の変革には、一群の指導的知識人の存在が不可欠です。明治日本の場合でも、大多数の国民は生じた外的変化の意味を理解できませんでしたし、知覚したとしても、それに対応した行動をとるのをためらっていました。社会全体が変革にチャレンジするためには、いちはやく西洋の進んだ文明についての情報を得、彼ひ我がのギャップを認識して、革新的企業者活動に乗り出し、進歩へのイデオロギーを創出するビジネス・リーダーたちの出現が必要だったのです。彼らの前衛的行動は、社会経済の大変革期において進むべき道を探しあぐねていた人々を鼓こ舞ぶし、追従者を生み出すデモンストレーション効果をもっていました。

　明治日本はこのような血けっ気き（アニマル・スピリット）をもつビジネス・リーダーを生み出しましたが、なかでも東の渋沢栄一と西の五代友厚はその代表的な人物です。そこで、この二人にスポットライトを当て、明治期「財界人」とはどのような存在だったのかについて考えてみることにしましょう。１章の企業家の５つのタイプで第５に挙げた「財界リーダー」です。



◆日本資本主義の父──渋沢栄一

　渋沢栄一は１８４０（天保11）年、武蔵国榛はん沢ざわ郡血ち洗あらい島じま（現在の埼玉県深谷市の一部）に生まれました。渋沢家は農業・養蚕のほか藍あい玉だまの製造・販売、さらに質しち商を営む豪農であり、苗字帯刀を許された家柄でした。

　恵まれた家庭環境のもとで、栄一は８歳ごろから７年にわたり、ひとかどの漢学者として知られていた従兄の尾お高だか惇あつ忠ただに師事して四書五経を修めました。この教育で渋沢は「論語」の大半を暗唱するようになっていたといいます。尾高惇忠は水み戸と学がくに通じていましたので、同時に渋沢はその影響を受け、次第に尊皇攘夷思想に傾いてゆきました。

　当時の農村の少年としては異例に長い教育を受けたのち、栄一は家業の農耕・養蚕・藍らん葉ようの仕入れ・藍玉の製造販売に携わるようになります。このころ、渋沢家は藩主・安あん部べ摂せっ津つの守かみから５００両の御用金上納を命じられました。相当の資産家ならではといえますし、栄一もそうした環境で商才を錬磨できたのでしょう。しかし栄一は22歳のとき、父の反対を押し切って江戸に出、尊皇攘夷運動に加わります。従兄の尾高惇忠やその弟・長七郎の影響を受けてのことでした。

　１８６３（文久３）、渋沢栄一24歳のとき、尾高惇忠をリーダーとして、横浜の外国人居留地を襲撃する計画が立ちます。外国人を殺傷すれば外交問題となって幕府は窮地に陥り、倒幕の道が開けるとの発想でした。しかしこの計画は、京都での政変がことごとく失敗に終わるのを見てきた長七郎の諌かん止しによって中止となり、渋沢らは官憲の追及の対象となってしまいます。

　渋沢はかねて知己であった一ひとつ橋ばし家けの用よう人にんの斡あっ旋せんで京都に亡命、一橋家の家臣になりました。渋沢は一橋家の領地である播州の年貢米や木綿の販売市場の開拓、藩札整理など財政改革において、また兵隊徴募にも力を発揮し、一橋慶よし喜のぶの信用を得ます。その信頼は仕官２年後に同藩の御勘定組頭に任命され、25石七人扶持を給されるほど。異例の抜ばっ擢てきでした。

　１８６６（慶応２）年に一橋慶喜は15代将軍となり、渋沢も幕臣に出世します。倒幕運動に参加したにもかかわらず、幕臣となる、それなりに煩はん悶もんがあったことでしょう。さらに驚いたことに、パリ万国博代表使節となった慶喜の弟・徳川昭あき武たけの随行員という大役が26歳の渋沢に回ってきました。渋沢のたぐい稀まれな能力が認められたのです。

　翌年、横浜を出発した一行はその後約２年にわたり、フランスのほかイギリス、ドイツ、オランダ、ベルギーなどを巡歴しました。渋沢にとって成長著しい資本主義国は、見るもの、聞くもの、すべて驚くことばかりだったに違いありません。彼は、かつて渋沢に尊皇攘夷思想を吹き込んだ尾高惇忠に、次のような内容の手紙をしたためています。

「西洋の開化文明は聞いていたよりはるかに進んでおり、驚くばかりです。私は、深く外国に接し、その長ずるところを学ぶことが、わが国の利益となると思いました。これが天理というものだと思います。先せん年ねんの意見と覆ったことになりますが、日本が独立するなど思いもよらないことだと考えます。ご意見を伺いたく存じます」

　実に渋沢の目は、この旅によって世界に大きく開かれたのです。



◆財界人第一号として

　１８６８（明治元）年11月、王政復古の知らせを受けて、渋沢は急ぎ帰国します。翌年には大隈重信大蔵大輔の勧めで大蔵省に出仕、租そ税ぜいの正かみになりました。71年、大隈は参議となり、井上馨が後を襲いました。「井上馨侯こうは頗すこぶる機敏の人であって見識も高く、（中略）そして私をよく諒解していて下さったので、侯と私とはいわゆる肝かん胆たん相あい照てらす親しい間柄まで進んだ」（『渋沢栄一自叙伝』）と自ら記すように、渋沢は上司の井上と親交を深めます。

　渋沢は井上と組んで税制改革、度ど量りょう衡こうの標準化、禄ろく制せいの廃止、藩札の整理など、貨幣・金融・財政制度の調査・研究と改革にあたりました。「お金」にまつわる制度の近代化に励んだわけです。

　また大蔵省はこのころ会社設立に関する啓蒙を図るため、『会かい社しゃ弁べん』と『立りっ会かい略りゃく則そく』を渋沢の発案によって刊行しました。小資本を集めて大資本にする「合がっ本ぽん主義」、特に株式会社制度は、渡欧の際に渋沢が最も感嘆した西洋の経済制度でした。これをできるだけ早く日本に導入したいとの渋沢の熱意がよくわかります。

　しかしながら１８７３年、渋沢は、政府予算を節約する内容の財政整理案が政府内で拒否されたため、井上とともに大蔵省を辞し、野やに下ります。渋沢の経済人としての活動が始まったのはここからです。

　官を辞した渋沢が手がけた最初のビジネスは、第一国立銀行の設立です。何度か触れたように、乱発された太政官札（金札）に代わる紙幣を発券する銀行として、渋沢自身が大蔵省在任当時に立案した「国立銀行条例」に基づいて設立された銀行でした。三井組と小野組との共同出資で設立されましたが、両組の折り合いが悪く、そのため渋沢が総監役についたのです。渋沢は西洋で学んだビジネスセンスなどを武器として次第に実権を掌握し、以後43年間にわたり同行に君臨しました。第一国立銀行は常に渋沢の経済活動の母船として機能したわけです。

　その後、渋沢は多くの会社を次々と設立します。抄しょう紙し会社（現・王子製紙）・共同運輸（のち日本郵船と合併）・大阪紡績（現・東洋紡）・北海道炭たん砿こう鉄道・札幌麦酒ビール・東京人造肥料（のち大日本人造肥料、現・日産化学）・石川島造船所・帝国ホテルなど枚挙に暇いとまがありません。生涯に関係した会社は５００社にのぼるといわれますが、いま取締役等役員に就いた会社のみ挙げると49社となります。産業別には、煉れん瓦が製造・製綱・人造肥料・保険・造船・製紙・ガス・ビールなど欧米の技術や知識を導入した新産業と、鉄道・築港などのインフラにかかわるものが多かったといえます。

　これらはいずれも巨額の資本を必要とする事業でした。後年の渋沢家は大資産家としてこれらの企業に出資ないし貸付を行い、そこから得られるインカム・ゲイン（配当収入など）と保有株式の値上がりによるキャピタル・ゲインによって新規事業に次々と投資を重ねていったといわれますが、下げ野や直後はもちろん、何年か経っても渋沢家の資金のみでこれらの企業への投融資を続けるのは困難でした。渋沢は合本主義、つまり投資家を複数集めることでこれを解決しようとしたのです。これこそが渋沢が渡欧中に学んだ最大の知恵でした。会社設立のプロモーターとして活躍したことが、渋沢の最も特筆すべき企業者活動だったといえるでしょう。

　オーガナイザー（組織する者）としての渋沢の役割は会社設立にとどまるものではありませんでした。商法講習所・東京商法会議所・東京株式取引所・東京銀行集会所・東京手形交換所など、事業を円滑に進めるためのビジネス団体の創始者としても優れた手腕を発揮したのです。

　たとえば東京商法会議所（１８７８年設立）です。これは大隈重信や伊藤博文が不平等条約の改正交渉にあたり、経済界でそこに向けた意見をまとめてもらうため、その設立を渋沢らに勧めた団体だといわれています。が、他面では、町人の救済機関として機能してきた江戸町会所（１７７１〈明和８〉年設立）を継承した東京（営えい繕ぜん）会議所が解散され、「実業家としてお互いの連絡を図り、商工業の発展に資する上において、有力なる団体のないのは実に心細い」（渋沢）と考える商工業者のために新たに結成された団体でもあったのです。東京商法会議所の初代会頭には渋沢が就任しました。















　さらに渋沢は数多くの財界団体に関係して調整活動を行ったほか、経済界・企業の立場を代表して政治・外交・教育・文化などの広範な分野に対し発言を行いました。一方では政府の政策や方針を企業・財界団体に伝達し、政府と財界とを媒介する役割を果たしたのです。「財界人」とは、実は日本に特有の呼び方ですが、渋沢栄一はいわゆる「財界人」の、まさに第一号でした。



◆なぜ渋沢栄一が必要だったか

　渋沢のようなオーガナイザーが必要とされた理由の一つに、合本主義そのものの特質があったと考えられます。

　欧米列強の経済的圧力のなかで急速に近代化を図らねばならなかった後進国・日本にとって、合本制度、とりわけ株式会社制度は適切な資本調達法でした。というのは、鉄道・紡績・銀行・保険・製糖・製紙・電灯など西洋から移植する産業のほとんどは大資本を要し、かつ高いリスクを覚悟しなければならない事業だったからです。単独でそれを賄い得る個別資本の成長は遅れていましたし、それが可能かもしれない旧都市商人（豪商）には、高いリスクを背負う勇気がありませんでした。近代工業部門に大量の資金を一気に投入しようとすれば、株式会社制度に頼るほかはなかったのです。

　しかし、その実現は必ずしも容易なことではありませんでした。まず、江戸時代には株式会社組織がありませんでしたから、人々にその仕組みを理解させる必要がありました。渋沢が『会社弁』や『立会略則』などの会社に関する啓蒙書の出版に熱心であったのはこの理由からです。

　第２に、資本主義の遅れゆえに「人脈」に頼らざるを得なかった点があります。

　本来の株式会社制度は、当該企業の事業内容や収益性などについての情報が市場を通じて投資家に公開され、投資家はそれに基づいて投資するか否いなかを決定するシステムですが、資本市場が発達していない段階で株式会社制度を急速に導入する必要があった明治の日本では、この方法を採ることは不可能でした。結果として、発起人の縁故と信用にフルに依存する「非市場的方法」で株式資本を調達しなければならなかったのです。いわば寄附集めのように、「奉ほう加が帳ちょう」方式で募集しなければなりませんでした。

　しかも、大資本を要する近代移植産業では、調達の範囲が江戸時代のように同族間や地縁関係にとどまることは許されず、社会の様々な層から資本を集めねばなりません。明治維新当時、大規模な株式募集に応えることができるほどの資金をもっていた華族・地主・大商人たちは概して新事業への投資には消極的でした。それでも彼らの社会的信頼は高かったため、彼らの参加は他の小資本家を誘い込む意味でも重要です。したがって奉加帳の筆頭人には能力があって華族らなどからも信用の高い経済人、いわゆる財界リーダーが就く必要がありました。

　１８８２年に設立された大阪紡績はその意味で、奉加帳筆頭人・渋沢の腕力がいかんなく発揮された代表的事例でした。25万円という、当時の日本では破格の規模を要した大阪紡績の資本金は、渋沢の説得によって前田・蜂須賀・毛利らの華族グループ、木綿問屋など東京商人のグループや益田孝・大倉喜八郎ら東京の富豪、藤田伝三郎・松本重太郎・住友吉左衛門ら大阪の富豪など、なんと総勢95名から調達されたのです。

　第３に当時は設立時のみならず、会社運営にあたっても渋沢のようなオーガナイザーが必要とされたことが挙げられます。

　株式会社の資本金が右のような方法で集められたため、取締役などには資本家グループの代表を並べざるを得ませんでした。しかしこうした大株主は通常、リスクの分散のため多数の株式会社に分散投資していましたから、複数の会社の重役を兼任しました。彼らは非常勤であったうえ、その業務に対して専門知識をもたず、業績や利益処分についてのみ関心をもつ存在です。いきおい、大阪紡績における山やまの辺べ丈夫のように、日常的な経営管理業務や経営政策の立案の一切は支配人や技師長などの管理職社員に委任されました（大阪紡績成功の大きな要因が山辺の登用にあったことはすでに述べたとおりです）。

　出身を異にする資本家グループの寄り合い所帯だったため、当時の大規模な株式会社では株主間の紛糾がしばしば生じました。一方で会社は高配当を求める株主の圧力を絶えず意識しなければなりません。事実上のトップ・マネジメントを担になった管理職社員は、しかし多くの場合で非株主か小株主でしかなかったため、その経営方針について大株主からの非難をしばしば受けました。大阪紡績で山辺丈夫がトップ・マネジメントとなってからも、大株主から使用人のごとく扱われ、しばしば攻撃にさらされたのも先述のとおり。そしてこの場合、山辺を支持し、守ったのは、同社の社長でも取締役でもなく、相談役にすぎなかった渋沢でした。オーガナイザーは会社設立後に重役の座にあろうがなかろうが、経営に相応の責任を求められたのです。管理職社員の選任と監督、また大株主との調整もまた、オーガナイザーにとってきわめて重要な仕事でした。



◆商人からビジネスマンへ

　さて、そんなオーガナイザーに必要な資質とはなんだったのでしょう。いいかえれば、なぜ渋沢はオーガナイザーになり得たのでしょうか。渋沢の「財界人」や「顔かお役やく」としての力、カリスマ性の源泉を探るために、彼の言説と思想を見なければなりません。

　渋沢栄一の思想は儒教倫理を基本とするもので、彼自らは「道徳経済合一説」と表現しました。そのエッセンスは次のようなものです。



　　公益は即すなわち私利、私利能よく公益を生ず、公益となる程ほどの私利でなければ真の私利とは言へえぬ（中略）。商業に従事する人は、宜よろしく此この意義を誤解せず、公益となるべき私利を営んで貰もらひい度たい。これ総すべて一身一家の繁栄を来きたすのみならず、同時に国家を富裕にし、社会を平和ならしむるに至る所以ゆえんであろう。（中略）富を積み栄えい達たつするという様ようなことと、人間の道たる仁義道徳とが果たして並び行おこなはわるべきものであろうか。世間では動ややもすれば此この二者の関係を誤解して、仁義道徳を行えば利り用よう厚こう生せいの道にもとり、富ふう貴き栄えい達たつを欲すれば勢いきおひい人道に欠くる所ところができるといふうやように解釈して居いるものも無ないではない。併しかし乍ながら余よは、此の両者は飽あくまで合がっ致ち平行することの出で来きるものであることを信じて疑わぬ。



　要するに、「事業が正業であるならば、公益と私利とは一致する」というのが渋沢の最も主張したいことでした。単純な論旨ですが、実はこの考えは日本の伝統的教義に対して、重大な修正を迫るものだったのです。

　身分制度に「士農工商」を設けた徳川社会には、根強い「賤せん商しょう観かん」がありました。「商人の心は職人、百姓と違ひい、本ほん骨ぼねをおらずして、坐ざして利を儲もうける者なり」（荻生おぎゅう徂そ徠らい）、「町人と申もうし候そうろうは只ただ諸士の禄を吸すい取とり候そうろう計ばかりにて、外ほかに益ようなき者に御ご座ざ候そうろう、実に無用の穀ごくつぶしにて有これ之あり候そうろう」（林子し平へい）、「（商人は）ただ、利を知しりて義を知らず、身を利することのみ心とす」（山やま鹿が素そ行こう）などと、江戸時代の学者たちは商人を、口をきわめて批判します。儒学思想では「仁義道徳」と「生産殖しょく利り」は両立し得ない行為とされていました。「金」「銭」は汚れたものであり、政治的エリートたる者（武士）は富を求めず、義の道に務めるべきでした。それだけ、「私利」を追求する商人の社会的格付けは低かったのです。

　渋沢が幕末に渡欧して驚いたことは、西洋ではビジネスマンが軍人や政治家と対等の関係にあったことと、ベルギー王が他国に同国産の鉄を売り込んでいるなど、王侯貴族もビジネスに関心をもっていたことであったといいます。「生産殖利」「利用厚生」は卑しむべきものではなく、それこそ立国の基礎であると栄一は学んだのです。そのためにはビジネスマンの社会的威信を高め、有為な人材が実業界に入るモチベーションを高めなければならない。渋沢は、賤商意識の克服が日本の課題だと感じたのでしょう。

　１８７３（明治６）年、大蔵省を辞めるにあたって渋沢は次の言葉を残しています。

「国家の基礎は商工業にある。政府の官吏は凡庸でもよい。商人は賢才でなければならぬ。商人賢けんなれば、国家の繁栄保たもつべきである。古来日本人は武士を尊び、政府の官吏となるを無上の光栄と心こころ得え、商人となるを恥辱と考えるのは、そもそも本末を誤ったものであって、わが国現在の急務は、一般人じん心しんをしてつとめてこの謬びゅう見けんを去り、商人の品位を高たこうし、人材を駆って商業界に向むかはわしめ、商業社会をして社会の最も上流に位くらいせしめ、商人は即すなわち徳義の標本、徳義の標本は即ち商人たるの域に達せしめねばならぬ」

　またのちの１８８９年、東京高等商業学校（現一橋大学）の第１回卒業式に臨んでは、次のようにスピーチしています。

「日本では文ぶん勲くん武功に有名な人を称賛するようになりますが、……畢ひっ竟きょう此この妄想を生ずるも商業を地位の低いものと思い誤るからの事と存じます。私が商人の一部分であってこんなことを申すのもおこがましいが、商人が名誉の地位でないと誰が申しましたか。私は、商業で国家の鴻こう益えきをもなせます、工業で国家の富強も図り得られます。商工業者の実力は、能よく国家の位置の高進するの根こん本ぽんと申して宜よろしかろうと思います」

　渋沢はこのように「私利」の追求が「義」に背かぬことを講演や言論を通じて、さらになによりも自らが発起した会社の株式資金を募集する機会をとらえて、繰り返し力説しました。これらの言論によって、渋沢は新時代の「実業」が伝統社会の「農工商」とまったく別個のものである、との観念を社会に浸透させたのです。この意識転換は近代産業に優れた人材を供給するという点で、絶大な効果をもたらしました。幕末・維新期に留学や読書を通じて西洋先進諸国と日本のギャップを知覚し、変革の必要性を認識、その実現に責任を感じていた若きエリート層が、続々と実業界に身を投じることになったからです。

　渋沢の最も大きな貢献は、経済活動に対するこのようなイデオロギー革命にあったといえるでしょう。



◆大阪の再生をリード──五代友厚

　明治期、渋沢栄一と並び称せられた財界リーダーは、大阪で活躍した五ご代だい友とも厚あつです。

　よく知られているように、江戸時代の大阪は経済的に非常な繁栄を謳おう歌かしていました。この繁栄ぶりについて、１８５０年代（嘉永～安政年間）に大阪町奉行（現在の大阪市長にあたります）を務めた久く須す美み祐すけ雋としは、「浪花なにわの地は、日本国中船せん路ろの枢すう要ようにして、財ざい物ぶつ輻ふく輳そうの地なり。故ゆえをもって、世俗の諺ことわざにも大坂は天下の賄まかない所じょといい、または台所なりともいへえり」と述べています。

　ところが幕末から明治の初めにかけた歴史的な大転換期に、大阪の経済は沈滞しました。その主な原因として第１に京都から東京への遷都があり、上かみ方がた諸都市の政治的・経済的地位が低下したこと、第２に江戸時代の大阪経済において重要な意味をもっていた諸藩の年貢米関係のビジネス（蔵屋敷と堂どう島じま米市場）が閉鎖されたこと、第３に大阪の富商の重要な一角を占めていた両替商の経営が、幕末・維新期に幕府と新政府によって何度となく課された御用金負担や大だい名みょう貸がし債権の不良債権化（新政府は大名の負債を肩代わりしましたが、現実は３分の１ほどしか返済されませんでした）、銀ぎん目め廃止（銀貨建て取引の停止）などによって破綻し、金融不安が生じたことがまずあります。

　第４の原因には、かつて優位性を誇っていた大阪およびその後こう背はい地ちの工業生産力が手工業技術の地方移転によって低下し、いわゆる産業空洞化が生じたにもかかわらず、その代わりとなるべき官営工場が造幣寮や砲兵工こう廠しょう程度と、東京に比べて圧倒的に少なかったことがあるでしょう。第５には大阪の商業秩序を維持してきた株仲間が解散となり、商取引が混乱したことなども挙げることができます。

　こうして、明治維新期の大阪では江戸時代に築かれたビジネスの基盤が大きく揺らぎ、経済は危機的状況を迎えていました。このような状態の大阪に登場したのが五代友厚という人物です。

　大阪で活躍した作家・織田作さく之の助すけは五代友厚について、「明治の大阪の指導者として、開発者として、友厚の右に出る人は一人もない」と評しています。近代大阪の企業家が話題になるとき、五代友厚はこうして真っ先に取りあげられる人物ですが、五代が興した数多くの事業のうち、今こん日にち残っているものは実は数多くありません。まして彼は住友、三井、三菱のような財閥を築き上げたわけでもありません。五代の偉大さはその影響力にあるのです。















　五代友厚は１８３５年２月12日（旧暦で天保６年12月26日）、薩摩藩の儒者・五代直なお左ざ衛え門もん秀ひで堯たかの次男として生まれました。父・秀堯は漢学の造ぞう詣けい深く、町奉行を兼ね、藩主・島津斉なり彬あきらのブレーンの一人であったといいます。五代家は代々３００～５００石取りの家柄で、家格も禄高も高いほうに属していました。幼名を徳助もしくは才助、才助は友厚の才を認めた藩主の命名によるといわれています。

　五代は同時代に同じ境遇のなかで生まれ育った人々に比べて、ユニークな青年時代を送りました。その第一は、22歳のとき長崎海軍伝習所に遊学して以来、通算11年ばかり長崎ですごしたことです。

　長崎海軍伝習所は幕府がオランダの海軍士官を招いて、幕府および諸藩の派遣生に航海・砲術・測量・数学などを学ばせるために造った施設でした。各藩が有能な藩士をここに送りましたが、開明派で知られた島津斉彬も十数名の薩摩藩士をここに送り、友厚も一行に加えられたのでした。長崎伝習所には勝海舟、榎本武揚、本木昌造、佐野常つね民たみ、税さい所しょ篤あつし、川村純すみ義よし、寺島宗むね則のりなど、のちに政治家・高級技術者・新知識人として活躍する人々が集っていましたし、それ以外でも友厚は長崎で坂本龍馬、木戸孝允、高杉晋作、井上馨、伊藤博文などの志士や蘭方医の松本良順、さらに外国商人トーマス・グラバーらとも親交を重ねました。このような長崎での生活体験は、五代のその後の生涯にとって大きな財産となったのです。

　第２の特徴は、五代が早くから外国と接触をもったことでした。長崎遊学時代には、２回にわたって上海に渡航し、汽船や武器などを購入していますし、１８６３（文久３）年の薩英戦争の際には捕虜となり、イギリス軍人と直じかに接触する機会もありました。

　また決定的に重要だったのは、１８６５（慶応元）年、薩摩藩留学生の引率者としてイギリスに渡り、イギリス各地のほかヨーロッパ諸国を訪れたことです。

　五代はこの洋行においてイギリスとの親善を深める使命を果たす一方、マンチェスターやバーミンガムで紡績機械や武器を購入、フランスやベルギーではフランス人と貿易商社設立の契約などを行いました。五代が購入した紡績機械はその後、薩摩藩の紡績所に据え付けられ、日本最初の洋式紡績機械となります。成長途上にあった資本主義国の様相は、友厚にとって驚くばかりであったに違いありません。

　新しい産業こそが新しい時代を開くという確信を得た友厚は旅行中、薩摩藩主に富国強兵策18ヵ条を送っています。諸大名が協力して会社を設立すること、貿易を行うこと、紡績会社を設立すること、外国より技術者を招くこと、藩制改革を行うことなどの内容でした。鉱山の経営組織、商法会議所についての知識などもこの旅行で得たものと思われます。この渡欧によって五代友厚は実業家として開眼したといってよいでしょう。



◆出世より大阪を選んだ男

　明治新政府が成立すると五代はその新知識を認められ、外国事務掛がかりに登用されました。任地の大阪では、フランス水兵と土佐藩士とのあいだに起きた殺傷事件（堺事件）などの外交事件の善後処理で手腕を発揮し、１８６７（慶応３）年２月には大阪の開港、貿易事務を管轄することとなります。開港規則の策定、港湾整備に腕を振るったほか、密輸や不正外国商人も厳格に取り締まりました。

　この間、明治政府にはフランス商人から電信設置の、アメリカ商人からは鉄道敷設の願いが出されましたが、五代は「通信・交通の設備は国家が行うべきだ」としてこれを認めませんでした。また大阪に造ぞう幣へい寮りょう（現在の造幣局）を建設するにあたっては、旧友のグラバーに依頼して香港からイギリス造幣局の中古機械を購入することに成功しています。さらに新政府の肝いりで大阪通商会社・為替かわせ会社という貿易・金融機関が設立されることになった際にも、出資に消極的だった大阪の有力両替商たちを説得するのに奔走しています。このような活躍を通じて、経済官僚・五代の大阪財界における信望は急速に高まってゆきました。

　ところが突如、五代は会計官権ごん判事として横浜に転勤するよう命じられます。当然のことながら、大阪では五代の大阪留任を求める声が起こりました。五代もまた維新後は大阪での仕事に全力を注ぎ、大阪に愛着を抱くようになっていました。いったんは横浜に赴任したものの、まもなく五代は官を辞して大阪に戻る決意を固めます。このとき親友の大久保利通に対し、五代は「政府には人材が揃っているが、民間にはいない。自分は大阪に行って一般の商工業の発展に努力する」と述べたといいます。こうして実業家としての五代友厚の活動が始まります。１８６９（明治２）年の夏のことでした。

　五代の実業家としての仕事は金銀分析所から始まりました。貨幣を分析して地じ金がねを取り出し、これを造幣寮に納める事業で、その利益はのちに五代が企業者として活動する原資となりました。

　次いで乗り出したのは鉱山経営。天和てんな鉱山を買収したのを皮切りに、赤倉銅山・栃尾銅山（以上、奈良県）・半田銀山（福島県）など全国26ヵ所の鉱山を取得、一大鉱山王となりました。鉱山経営の本拠として１８７３年に設立された弘こう成せい館かんという事務所は、従来の日本の鉱山にはない近代的経営組織でした。多数の鉱山を総合的に経営するという弘成館の事業はこの時代では屈指の規模となり、大久保利通は「五代にして初めて可能な大事業」と賞賛したといわれています。

　さらに五代は製藍業も発展させました。明治初年ごろ、わが国の製藍技術が劣っていたために安価な輸入物のインド藍に圧迫されていたことを嘆いた五代は、インド藍の製法を国産藍に応用しようと、朝ちょう陽よう館かんという会社を１８７５年に設立します。ここで技術を磨いて国内市場を守り、さらに外国へ進出を図ろうというのが五代の意図でした。

　このほか１８７０年に大阪で最初の活版印刷所を開設、１８８１年にはイギリスから購入した機械で銅線・銅板を製造する大阪製銅会社を設立しています。84年、本邦最初の民間鉄道として阪はん堺かい鉄道や、神戸港で貨物の陸揚げ・運搬・保管などを行う「神戸桟橋」を設立しました。また、同年には過当競争に苦しんでいた海運業者の大合同を住友の広瀬宰平とともに策し、奔走した結果、大阪商船株式会社を設立するのに成功したのでした。

　注意すべきなのは、これらすべてが五代の単独事業ではなく、複数の人々との共同事業であったことです。金銀分析所は造幣寮の御ご用よう達たし・岡田平蔵や益田孝の資力と経営力、両替商・久く里り正三郎（その甥が五代の養子・五代龍作となります）の事業所と経験を借り、造幣寮の技術者・久く世ぜ喜よし弘ひろ、義之助父子を採用して興したものでした。また鉱山事業では豪商・小野組の出資を受け、経営には元長崎通つう詞じ・堀孝之、岩瀬公こう圃ほら長崎以来の五代の盟友が協力しました。

　朝陽館の場合は資金の大部分を五代が出したようですが、経営にはやはり長崎以来の五代軍団がこれにあたっています。活版印刷所も元長崎通詞・本木昌造との共同事業、大阪製銅会社は三井・鴻池・住友との合弁事業、阪堺鉄道は当時新興の事業家・松本重太郎と藤田伝三郎らの、神戸桟橋は藤田伝三郎・田中市兵衛・杉村正太郎らの協力を得て実現したものでした。

　株式会社が大多数の今こん日にちからすれば、このような五代のやり方にはなんの目新しさもありません。しかし、事業というものが商家それぞれのイエのビジネスでしかなかった時代、あるいはせいぜい同族内の本家・分家連合程度の共同事業でしかなかった時代に、血縁・地縁を超えて複数の人々によって共同事業を興すというアイディアは、明らかに一つの新しいビジネスモデルだったといえます。



◆イノベーターは死なず

　新規事業のタネは明治初期の大阪にも数多くありました。また、古くからの大阪商人たちには資力があり、豊かなビジネス経験と経営能力を有してはいましたが、新時代の知識に疎うとく、新しいビジネスを手がける勇気に欠けていました。他方で、資力はないが、新知識やチャレンジ精神旺盛な人々はいました。時代は、これらの人々を糾きゅう合ごうし、一つの事業体を結集させるオーガナイザー、ビジネス・リーダーを求めていたのです。五代はその役割を果たし、新しいビジネスモデルを持ち込んだイノベーターでした。

　五代のオーガナイザー的役割がもっと顕著に発揮された事業がありました。取引所の創設です。

　江戸中期以来、大阪堂島米市場で行われていた先物取引は、社会経済上で重要な役割を果たしていましたが、１８６９（明治２）年に新政府がこれを禁じたため、大阪では米の取引に多大な混乱が生じていました。この影響の大きさを悟って五代は１８７６年、田中市兵衛・土居通夫・鴻池善右衛門・三井元之助・磯野小右衛門らと共同で、株式会社組織の堂島米会所を再興しています。

　大阪株式取引所も五代の尽力によって成立したもので、五代は鴻池善右衛門・山口吉郎兵衛らとともに発起人となり、この創設を実現しています。

　財界団体としては大阪商法会議所の設立が重要です（１８７８年）。株仲間解散によって、大阪で盛んに行われていた信用取引・手形取引・大量取引の商慣習は乱れ、それが経済活動の衰退に拍車をかけていました。五代はこうした状況を打開するために確実な仲間組合（同業の商人たちが商取引のあり方などについて規則を協議することを目的とし、結成する組織）の設置が急務と考え、中野梧一・藤田伝三郎・広瀬宰平らと協議して、大阪商法会議所を設立しました。五代にリードされた大阪商法会議所は大阪の商秩序を正常化させるべく、株仲間の復活、商業仲間の設置、商業手形の流通促進など旧慣習を重んじる建議を行っています。これは、五代が単なる近代主義者ではなく、経済の実状を重んじるリアリストであったことを物語っています。

　教育の面でも五代は１８８０年、大阪商業講習所を造り、大阪の商家の子弟を新しい経済環境に適応させようとしました。この大阪商業講習所は大阪高商を経て、現在の大阪市立大学につながっています。

　一口にいうと五代友厚の役割は、江戸時代から明治維新の時代への移行過程で模索し苦悩していた人々に、新しい経済人としての行動の方向を示した点にあったといえます。

「最初のイノベーター（革新者）はたいていの場合失敗し、後のイミテーター（模倣者）は成功する」

　五代が興した事業で残ったものは必ずしも多くありません。五代はコストを支払い、後世の大阪はその果実を受け取ったのです。



◆渋沢栄一と五代友厚を比べると

　渋沢と五代はともに財界リーダー型企業者の典型でした。が、この二人にはいくつかの相違点があります。

　事業の種類で、渋沢の事業が銀行・鉄道・保険・紡績など西洋からの移植産業が多かったのに対し、五代のそれは鉱山業・製藍業・製銅業などの在来産業が中心であり、関心はその近代化にありました。また五代は株仲間の復活、堂島米会所の再興、両替商手形の流通促進、地租米べい納のう論など大阪の旧経済秩序の上に経済の近代化を考えていたのに対し、渋沢は、例えば西洋流の銀行制度に基づく手形制度の導入を図るべしと考えていました。

　事業の成功という面でも、渋沢の事業が第一国立銀行・日本鉄道・王子製紙・日本郵船・大阪紡績など華々しい成功を収めたのに比べて、五代の事業は経済的には必ずしも成功していません。これは一つに渋沢が１９３１（昭和６）年、90歳になるまで生きて日本の産業革命の進行をくまなく見守ることができたのに対し、五代は１８８５（明治18）年、わが国の本格的産業革命が開始される以前に49歳の若さで世を去ったためです。

　また、大阪を活動の舞台としたことも五代に制約を課したといえるでしょう。五代のブレーンであった加藤祐一は、当時の大阪商人について次のように語っています。

「関東の人は交易の事などは随分かしこければ、横浜の開港のはじめより日を経ずしてたちまち繁昌になりたれども、大坂は人じん気き（気風）のすすみ至いたっておそし。日本国中に大商富豪の多く集まりたる地は大坂に超こえたるはなき程ほどなれども、交易に人気のすすまぬは交易してもせいでも、是これ迄までの家業にて十分なりとて、手出しをせぬ人、或あるいは新規の事に手出しするは家風になき事こと也なりなど、姑こ息そくなる論をたててせぬ人などある故ゆえ也」（『交易心得草』）。

　こうした状況でしたから、このような大阪商人たちをなんとか目覚めさせ、企業家精神を喚起するとともに、他方で彼らの利害を汲み上げることが肝要と、五代は考えたのです。

　思想的な面では、先に指摘したように経済道徳合一主義を唱えた渋沢も「実業家は国家目的に寄与するものであらねばならない」と説き、そのうえで渋沢は「実業家は利を得ることによって国益に奉仕できる」と主張しました。これに対して五代は「天下列れっ藩ぱん志を一ひとつにして国政の大改革を起おこし、普あまねく緩急の制を立て富国強兵の基を相あい守り、国政を振しん起きせば、拾じゅう余よ年ねんの功をまたず、亜細亜アジアに闊かっ歩ぽすべし」が持論。さらにナショナリスティックだったといえます。それゆえ五代は事業に対し、営利性より国益性を重視しました。

　もちろん両者には共通するところも多くあります。

　渋沢は豪農の出身、五代は上層武士の出身でしたが、幼いころより漢学を学んだ知的エリート層でした。若くして郷里を離れ、激動の時代を身をもって体験し、様々な人々との出会いを通じて狭い郷党意識から抜け出、士農工商という身分秩序に収まり切れない存在となったのです。幕末には海外に出て、新知識を得、新政府の役人となったのち民間に下りました。

　事業面では、政府の殖産興業政策に緊密に協力する姿勢があったこと、一業専心型ではなく数多くの会社企業を興し、「よろずや」と呼ばれるほど多角的事業経営を行うゼネラリストであったこと、合本企業組織を採用することが多かったこと、専門的科学技術や経営についての知識は充分ではなかったため、外国人や高等教育あるいは海外留学の経歴をもつ人材を登用したこと、企業者間の協力関係を重視し、ビジネス団体を設立するなど財界の組織づくりに熱心であったこと──などの点において共通していました。そしてなにより、社会経済の大変動期に進歩のイデオロギーを創出し、進むべき道を探りあぐねていた大多数の人々を鼓舞するという点で、両者は同じ役割を演じたのです。



◆彼らを動かしたアニマル・スピリット

　彼らが現在では想像もつかないような数の企業にかかわったのも、明治ならではの理由がありました。繰り返しになりますが、明治期の新事業は多くの場合、外国からの制度と技術の導入によって可能となりました。つまり「引用元」は豊富に存在していますから、発明の才や事業に対する専門知識は必ずしも必要ではなかったのです。他方、資本蓄積の底は一般に浅く、また富をもつ者がいても事業意欲があるとは限らず、逆に事業意欲をもつ者は資本を欠いていました。

　こうした状況ですから、重要なのは第１に的確に経済情報をキャッチする能力でした。海外でもう成熟している事業といえども、それを後発国の日本に導入するにはリスクがつきまといます。情報の正確さは不可欠でした。第２に必要とされたのは、新しい技術や知識を活用する「組織」づくりの才能です。渋沢や五代が示したような、多数の人々からの資本を集める株式会社づくりの才能や、経営能力と知識のある人材を集める能力でした。つまり、企業、特に外国由来の近代産業分野で企業を興そうとする場合は、情報収集と組織づくりに最も大きなコストがかかったわけです。

　したがって必要なのは有用な情報をもつ政治家や外国人との人脈であり、ビジネスマンからの幅広い信用であり、異なる利害集団を調整する能力でした。しかし、このような個人の人徳や能力に負うところが大きい職能は、一種の希少資源です。したがって、この役割は一時代、一地域では限られた人物に集中するようになりました。京都では京都銀行や京都証券取引所の前身をつくった田中源太郎、名古屋では名古屋電力・名古屋瓦ガ斯スなどを創設した奥田正まさ香か。大阪では五代友厚、その亡き後は藤田伝三郎・田中市兵衛・土居通夫などがその役割を演じましたが、東京では明治・大正・昭和の長きにわたって渋沢栄一がこの役を担ったわけです。

　彼らに期待された役割は企業草創期における情報収集と組織づくりにありましたから、当該企業が軌道に乗ればその使命は終わります。彼らは仕事師のように次々と多くの会社に関係してはそこを去り、また新しい分野に進みました。相互に必ずしも関係のない分野に手を広げたため、一業を基礎にした蓄財をなすことなく、三井や三菱のような財閥コンツェルンを形成することもなく終わったのです。

　また、これらのリーダー型企業者には特有の理念が必要でした。公益と私利の調和を唱えた渋沢の「経済道徳合一説」や五代の国益志向性のように、ビジネスの目的を金儲けのみに置かなかったことは、これらの財界人に通有する理念でした。明治日本のように不確実な時代には、綿密な計算合理性に基づいて企業家活動を行うのは難しいものです。進むべき道に迷う人々を鼓舞するため、変革のイデオロギーを指し示し続けることも財界リーダーの大きな役割だったのです。

　日本と先進国とのギャップを埋めるためには、様々な意味で過去との、また当時の支配的価値観からの脱却を要求されました。このような「逸脱」「飛躍」を推進する理念となったものは、「社会のため」「国のため」という価値観や、リスクを賭とするアニマル・スピリット（血気）だったといえるでしょう。

　このように見ると財界リーダー型の企業家は、私的資本家としては恐ろしく非合理的な側面をもっていたといわねばなりません。しかしながら変革期の社会は往々にして、この種の非合理的信条に彩られたリーダーと、その追随者の逸脱的行動を求めるものです。明治日本において渋沢栄一や五代友厚らの組織的企業者活動は、社会全体から見れば合理性を有していたといえるのです。








［おわりに］　辺縁から社会を変えた男たち









　明治の近代産業の企業家たちは、いったいどのような層から生まれ出たのでしょうか。

　これについては、古くから学界で論争があります。武士主流説、商人主流説、武士・商人均等説などです。ここでは論争に深く立ち入るのは避けて、私の結論だけ述べますと、武士・商人均等説、もしくは、上級武士や伝統的な都市商人は少なく、大地主もほとんど存在しない。とはいえ、小作人など貧ひん窮きゅう階層からの出身者もほとんど見み出いだすことはできない。むしろ武士・商人・農民という階級区分に必ずしも治まり切れない「限界（マージナル）階層者」から出ることが多かった、という「限界階層者説」が最も妥当だと私は考えています。実際、渋沢栄一、岩崎弥太郎、三野村利左衛門、安田善次郎、藤田伝三郎などは士農工商、いずれの身分にも収まり難い背景をもっていました。

　この種の人物が多数登場したことは、幕末に至るまでに士農工商という身分制原理が緩み、身分・階層間の流動性が高まっていた事実を物語っています。

　幕末になると、商工業や農業に携わる下級武士や郷ごう士し、逆に、武士的教養と品性を身につけた商人や農民が生まれ、事実上限界的、つまり境界に属する階層の人々が至るところに生まれていました。酒造業を営む郷士の家に生まれた坂本龍馬もそう。世襲的な身分の価値を絶対視せず、能力と業績を尊重する価値観も、これら限界的な階層を中心に浸透したのです。このような社会情勢こそが、新しい企業家生成の社会的基盤になったといえるでしょう。

　社会的にマージナル（限界的な）位置にいる人ほど、既存の秩序や社会的価値に抵抗しがちであり、それが革新の源泉になるという社会学の仮説があります。このマージナル・マンが明治期企業家の主流であったとすれば、その価値体系や思想、行動様式について一方的に「武士起源である」とか「商人起源である」と決めつけることは適切ではありません。それらの融合体として理解すべきではないでしょうか。個々人では武士的要素の強い企業家、商人的要素の強い企業家が存在したでしょうが、社会全体として見れば、その両者の融合によって作り出された気風こそが、明治を覆う企業家精神であったといえるでしょう。

　

　本書ではここまで、近代日本を形成する上で大きな役割を果たした明治の企業家たちの活動の軌跡を追ってきました。幾人かの人物に光を当てたにすぎませんが、これだけでも幕末・明治が激動の時代であるとともに、志をもってそれに勇敢に立ち向かった企業家たちによって新しい時代が切り拓ひらかれたことがおわかりいただけたのではないかと思います。

　

　ひるがえって現状を見ますと、現在の日本では「ベンチャー・ビジネスは育たない」とよくいわれます。世界各国の起業家活動を研究するＧＥＭ（Global Entrepreneurship Monitor）という機関の２０１０年調査によれば、18歳から64歳までの人口のなかで起業活動を行っている者（起業準備中の者および起業後３年半以内の者）の割合は、日本の場合３・３％で、調査対象国59ヵ国中、下から２番目となっています。ブラジル17・５％、中国14・４％など現在成長著しい国々のスコアが高いのは当然ですが、成熟国であるアメリカ（７・６％）・イギリス（６・４％）・フランス（５・８％）と比べても、日本は後こう塵じんを拝しているのです。

　ＧＥＭは同時に、「６ヵ月以内に起業するチャンスはあるか」「起業家は尊敬される存在か」「起業家はビジネスパーソンのキャリア選択肢として評価されているか」「起業家の活動はメディアで注目されているか」などについてもアンケート調査をしていますが、いずれの項目でも日本のスコアは主要先進国中、最下位に近い結果になっています。

　このように現在の日本は新興ビジネスの興こう隆りゅうという点に関して、まことにお寒い状況にあるといわざるを得ないでしょう。しかし別の点では、日本が世界に誇ることができるデータもあります。帝国データバンクの調査によれば、同社の企業概要データに含まれている約１１９万社の日本企業のうち、創業１００年以上の企業は約２万４０００社（帝国データバンク『百年続く企業の条件』）にのぼるそうです。諸外国について正確な調査はありませんが、各国せいぜい１０００社程度ではないかといわれていますので、この点では明らかに日本は世界ナンバーワンです。

　新興企業の誕生は停滞しているが、長寿企業が頑張っている。これが現在の日本の姿です。本書で見た三井や住友のように、老舗企業が不断に自己変革を重ねて時代の変化に対応し、その国の経済の中心を担にない続けてゆく。これは素晴らしいことです。時代の変化とともに古い企業が消滅し、新しい企業が新しい時代を担っていく形の経済発展の場合、失業などの社会的摩擦や激変が生じがちで、それだけ社会不安が高まる可能性があるからです。この点、長寿企業が事業改革を重ねてゆくのであれば、既存の経営資源が再生されて使われ続けるなど変化は緩やかですから、スイッチング・コストが低くなるでしょう。

　しかし、長寿企業に経済変化の主役を期待し続けるのにはデメリットもあります。それは、これまでの経営資源、経営のやり方にこだわって思い切った改革ができない、改革のスピードが遅くなるという欠点です。

　技術変化のスピードが早く、グローバルな次元での競争が日常的となった今こん日にちでは、過去との思い切った決別が求められる場面が多くなってきました。多くの老舗企業が姿を消していく一方で、澎ほう湃はいとして新規ビジネス、新興企業家が登場し、新しい日本を築いていった幕末・明治の活力を取り戻すことが必要なのではないでしょうか。

　

　元来、わが国ではビジネス・ヒーローの社会的威信はさほど高くないように思われます。高度経済成長期に松下幸之助が「今いま太たい閤こう」と呼ばれて国民的ヒーローとなったり、本田宗一郎や井深大まさるなどのイノベーターが尊敬されたりもしましたが、概していえば、経済的成功者に対する社会的評価は高くないように思われるのです。例えば小中学校の教科書で企業家が登場することはめったにありませんし、ＮＨＫの大河ドラマでも主人公は武将が多く、実業家が取り上げられることはほとんどありません。

　これは一つに、企業家活動というものは「自利」のためにやっているのであって、その成功の報酬は企業家自身に還元され、「公益」とは結びつかないとの考えがこの国では強いからでしょう。営利活動の意義は積極的には認められておらず、「エジソンは偉い人」として資本主義のチャンピオンを称賛する傾向にあるアメリカなどと、この点で大きな風土的相違があるように思われます。

　このような風潮は、企業家精神の高揚に対しては、やはり逆風となります。「金儲けがしたい」というのは人間の大きな欲望の一つですが、それだけで人間は動かないものです。企業家となって経済的に成功し、金持ちになっても、社会的評価が低ければ志のある人は企業家になろうとしないでしょう。

　企業家精神の盛り上がりを期待するならば、向上心の高い、若い有ゆう為いな人材をビジネス社会に惹ひきつけねばなりません。自助の努力と才覚で経済的に成功した人々を正当に評価することが社会的通念となれば、ビジネス社会に挑戦しようとする若者がもっと増えてくるでしょう。

「あのような人になりたい」という憧れ、同感は人を動かす大きな力になります。本書が企業家への関心を高める一助となれば、筆者としてこれに勝る喜びはありません。
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